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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（連結経営指標等）

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 191,495 233,624 182,046 183,133 181,178

経常利益 （百万円） 7,411 12,048 6,912 7,321 5,579

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 4,970 8,929 5,175 5,131 5,009

包括利益 （百万円） 7,337 9,578 7,277 4,633 7,130

純資産額 （百万円） 61,668 63,863 65,933 65,546 69,833

総資産額 （百万円） 131,490 145,900 137,759 130,376 164,484

１株当たり純資産額 （円） 3,142.83 3,416.27 3,506.81 3,483.44 3,632.50

１株当たり当期純利益金額 （円） 248.48 470.52 276.20 272.76 266.14

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 46.9 43.8 47.9 50.3 41.6

自己資本利益率 （％） 8.3 14.2 8.0 7.8 7.5

株価収益率 （倍） 9.9 10.4 20.4 15.1 15.7

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 872 △3,382 8,712 10,589 10,273

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △527 △300 876 △4,568 △17,533

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △379 1,314 △11,451 △6,507 10,017

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 18,620 16,751 15,568 14,929 18,749

従業員数 （人） 1,221 1,223 1,203 1,318 1,504

　（注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

       ２．第70期、第71期、第72期における１株当たり純資産額の算定について、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰが所

有する当社株式を自己株式として処理していることから、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含め

ております。

　　　　３．第70期、第71期、第72期、第73期における１株当たり当期純利益金額の算定について、従業員持株会支援信

託ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を

控除しております。

　　　　４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第70期の期首から適用してお

り、第70期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

  2/146



（提出会社の経営指標等）

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 162,029 200,231 152,660 153,140 147,779

経常利益 （百万円） 5,774 10,268 6,681 6,109 5,134

当期純利益 （百万円） 4,154 7,840 6,269 4,414 5,277

資本金 （百万円） 8,100 8,100 8,100 8,100 8,100

発行済株式総数 （千株） 24,137 23,137 23,137 21,137 21,137

純資産額 （百万円） 48,078 48,334 49,335 48,244 49,397

総資産額 （百万円） 109,818 121,884 112,583 104,721 122,289

１株当たり純資産額 （円） 2,450.22 2,585.60 2,623.97 2,563.90 2,623.85

１株当たり配当額

（円）

160.00 280.00 280.00 260.00 200.00

（内１株当たり中間配当

額）
(60.00) (120.00) (140.00) (130.00) (100.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 207.67 413.12 334.55 234.65 280.33

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 43.8 39.7 43.8 46.1 40.4

自己資本利益率 （％） 8.8 16.3 12.8 9.0 10.8

株価収益率 （倍） 11.8 11.9 16.9 17.5 14.9

配当性向 （％） 77.0 67.8 83.7 110.8 71.4

従業員数 （人） 687 682 680 723 727

株主総利回り （％） 204.1 418.4 496.9 398.0 418.0

（比較指標：配当込み

TOPIX）
（％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 2,770 5,640 6,280 5,680 4,450

最低株価 （円） 1,230 2,221 4,205 4,065 3,330

　（注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．第70期、第71期、第72期における１株当たり純資産額の算定について、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰが所

有する当社株式を自己株式として処理していることから、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含め

ております。

　　　　３．第70期、第71期、第72期、第73期における１株当たり当期純利益金額の算定について、従業員持株会支援信

託ＥＳＯＰが所有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を

控除しております。

　　　　４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第70期の期首から適用してお

り、第70期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

　　　　５．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（プライム市場）によるものであり、それ以

前は東京証券取引所（市場第一部）によるものであります。
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２【沿革】

年月 事項

1953年11月 ・資本金5,000千円をもって東京都中央区銀座に伯東株式会社を設立し、米国クロス社（Close

Associates,Inc.）と水晶原石の輸入・販売契約を締結。

1956年１月 ・東京都中央区日本橋本町に本社を移転。

1960年４月 ・東京都港区に本社を移転。

1961年10月 ・大阪府大阪市北区に大阪連絡事務所（現関西支店）を設置。

1963年８月 ・工業薬品の製造・国内販売及びエンジニアリングサービスを目的として、愛知県名古屋市中村区

に伯東化学株式会社を設立。

1970年６月 ・伯東化学株式会社は三重県四日市市に四日市工場及び研究所を設置。

1970年11月 ・愛知県名古屋市中村区に名古屋出張所（現名古屋支店）を設置。

1971年２月 ・シカゴ駐在員事務所を開設（1972年４月にHakuto International,Inc.［2000年７月にHakuto

America,Inc.に名称変更］に現地法人化）。

1973年５月 ・香港支店を開設（1973年12月にS&T Enterprises Ltd.（現Hakuto Enterprises Ltd.）に現地法

人化）。

1975年12月 ・伯東化学株式会社は米国ナルコ・ケミカル社（Nalco Chemical Co.）と「資本並びに技術提携契

約」を締結し、商号を伯東ナルコ化学株式会社に変更。

1980年11月 ・本社を現在地（東京都新宿区）に移転。

1983年１月 ・ウォーターベッド用ヒーター・コントローラ加工及び製造のため、東京都新宿区にエイチ・

ティー・シー株式会社を設立。

1984年４月 ・伯東ナルコ化学株式会社は米国ナルコ・ケミカル社（Nalco Chemical Co.）との「資本並びに技

術提携契約」を解消し、商号を伯東化学株式会社に変更。

1984年11月 ・サンエー技研株式会社（兵庫県尼崎市）の株式40％（現33％）を取得。

1985年２月 ・神奈川県伊勢原市に厚木物流センターを設置。

1985年３月 ・日本テクノロジ株式会社の株式100％を取得。

1987年12月 ・エイチ・ティー・シー株式会社は、商号をハクトロニクス株式会社に変更。

1990年１月 ・新規事業（人材派遣業）として、東京都新宿区に株式会社ヒューマンリソーシスインターナショ

ナルを設立。

1991年４月 ・伯東化学株式会社を吸収合併。

1992年３月 ・株式会社エーエスエー・システムズ（福岡県北九州市戸畑区）の株式６％（現30％）を取得。

1993年５月 ・タイ国における技術サービス強化のため、バンコク市にST Hi-Tech Ltd.（現Hakuto

Engineering（Thailand）Ltd.）（出資49％）を設立。

1994年５月 ・Newport Corporationの日本法人、株式会社ニューポート（東京都新宿区）の株式100％を取得。

1994年９月 ・日本テクノロジ株式会社は、ハクトロニクス株式会社を吸収合併し、商号をハクトロニクス株式

会社に変更。

1995年３月 ・日本証券業協会に株式を店頭登録。

1995年12月 ・厚木物流センターを伊勢原事業所内に移転し伊勢原物流センターと改称。

1996年12月 ・シンガポールにS&T Enterprises(Singapore)Pte.Ltd.（現Hakuto Singapore Pte.Ltd.）を設

立。

1997年３月 ・台北市にS&T HITECH LTD.（現Hakuto Taiwan Ltd.）を設立。

・米国持株会社として、シカゴにHakuto America Holdings,Inc.を設立。

1998年１月 ・化学事業統括部（現化学事業部）・四日市工場及び購買部が国際品質保証規格ＩＳＯ9002の認証

を取得。

1999年２月 ・東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

1999年４月 ・芙蓉化学工業株式会社の株式53％を取得。
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年月 事項

1999年５月 ・化学事業部・四日市工場が国際標準化機構の環境マネジメントシステム規格であるＩＳＯ14001

の認証を取得。

1999年10月 ・ミュンヘンにHakuto Europe GmbHを設立。

・本社、伊勢原事業所、関西支店及び名古屋支店が国際標準化機構の環境マネジメントシステム規

格であるＩＳＯ14001の認証を取得。

2000年１月 ・情報技術（IT）関連製品の拡販のため東京都新宿区に伯東インフォメーション・テクノロジー株

式会社を設立。

2000年３月 ・東京証券取引所市場第一部に株式を指定。

2000年９月 ・有限会社エス・ティー・ジェネラルを吸収合併。

2000年12月 ・Hakuto America,Inc.はHakuto U.S.A. Holdings,Inc.（旧Hakuto America Holdings,Inc.）を吸

収合併。

2001年１月 ・上海伯東有限公司（現Hakuto Enterprises (Shanghai) Ltd.）が国際品質保証規格ＩＳＯ9002の

認証を取得。

2001年２月 ・伊勢原事業所が国際品質保証規格ＩＳＯ9002の認証を取得。

2002年８月 ・Hakuto Europe GmbH、Hakuto America,Inc.は、解散を決議し清算手続を開始。

2002年９月 ・マウンテンビューにHakuto California,Inc. を設立。

2003年１月 ・事務・物流業務の受託会社として、東京都新宿区に伯東A＆L株式会社を設立。

2003年３月 ・ハクトロニクス株式会社を吸収合併。

2004年３月 ・Hakuto America,Inc.は、清算手続を完了。

2004年12月 ・Hakuto Europe GmbH は、清算手続を完了。

2005年12月 ・韓国にHakuto Korea Co.,Ltd.を設立。

2006年１月 ・中国にHakuto Trading (Shenzhen) Ltd.を設立。

2006年２月 ・株式会社ニューポートは、清算手続を完了。

2006年５月 ・株式会社ヒューマンリソーシスインターナショナルの全株式を譲渡(売却）。

2006年９月 ・モルデック株式会社の株式を追加取得、持分40％となり子会社化（現100％）。

2007年10月 ・マイクロテック株式会社の株式100％を取得し、同社及びその子会社であるMicrotek Hongkong

Ltd.を子会社化。

2007年11月 ・中国にMicrotek Shanghai Ltd.を設立。

2008年３月 ・Hakuto Korea Co.,Ltd.の全株式を譲渡(売却）。

2010年２月 ・伯東インフォメーション・テクノロジー株式会社の全株式を譲渡(売却）。

2010年12月

 

2011年７月

2012年６月

2012年８月

2014年６月

2014年10月

2016年１月

2017年１月

2017年４月

2017年８月

2018年２月

2018年２月

2021年４月

2022年４月

 

2023年７月

2024年９月

2025年４月

2026年２月

・Hakuto Enterprises (Shanghai) Ltd.の全株式をHakuto Enterprises Ltd.より取得し、直接子

会社化。

・アディクセンジャパン株式会社の株式100％を取得し、子会社化。

・アディクセンジャパン株式会社より全事業を譲受け、同社を清算。

・株式会社ルーフスの設立において49％を出資。

・芙蓉化学工業株式会社の全株式を譲渡(売却)。

・韓国に支店（Hakuto Co.,Ltd.Korea Branch）を開設。

・チェコ共和国にHakuto Czech s.r.o. を設立。

・マイクロテック株式会社を吸収合併。

・Hakuto California,Inc.をHakuto America,Inc.へ名称変更。

・株式会社ルーフスの全株式を譲渡。

・伯東ライフサイエンス株式会社を設立。

・マレーシアにHakuto Malaysia Sdh.Bhd.を設立。

・伯東ライフサイエンス株式会社を吸収合併。

・東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所市場第一部からプライム市場へ移

行。

・株式会社エーエスエー・システムズの全株式を売却。

・株式会社クリアライズの株式100％を取得し、子会社化。

・伯東A＆L株式会社を伯東ロジスティクス株式会社へ名称変更。

・Rabyte Pte. Ltd.の株式76%を取得し、子会社化。

・Rabyte Edge Pvt. Ltd.が実施した第三者割当増資を引き受け、株式76%を取得し、子会社化。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社17社及び関連会社１社で構成され、電子・電気機器、電

子部品の販売及び輸出入並びに工業薬品の製造・販売を主な内容として事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係る位置付け及び報告セグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、事業区分は報告

セグメントと同一であります。

 

電子部品事業………………当社が販売するほか、連結子会社Hakuto Enterprises Ltd.、Hakuto Enterprises

(Shanghai) Ltd.、Hakuto(Thailand)Ltd.、Hakuto Singapore Pte.Ltd.、Hakuto Taiwan

Ltd.、Hakuto Trading(Shenzhen) Ltd.、Hakuto America Inc.、Rabyte Edge Pvt. Ltd.、

Rabyte Pte. Ltd.及びHakuto Czech s.r.o. においても販売しております。なお、その商品

の一部は上記各連結会社間で売買取引されております。

連結子会社モルデック株式会社は、電子部品の製造販売及び一部の電子部品の加工を当社よ

り受託しております。

電子・電気機器事業………当社が販売するほか、連結子会社Hakuto Enterprises Ltd.、Hakuto Enterprises

(Shanghai) Ltd.、Hakuto(Thailand)Ltd.、Hakuto Singapore Pte.Ltd.、Hakuto Taiwan

Ltd.、及びHakuto Engineering(Thailand)Ltd.においても販売しております。

当社は、電子・電気機器の一部を関連会社サンエー技研株式会社から仕入れております。な

お、その商品の一部は上記各連結会社間で売買取引されております。

ケミカル事業………………当社は石油・石油化学関連、紙パルプ関連及び化粧品基剤等の製造・販売をしております。

 

その他の事業………………当社は太陽光発電事業を行っております。連結子会社伯東ロジスティクス株式会社は、業務

請負業等を行っております。連結子会社株式会社クリアライズは、受託分析サービス事業及

び水処理事業を行っております。
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　事業の系統図は次のとおりであります。当社と継続的で緊密な事業上の関係がある会社のみ記載しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)      

Hakuto Enterprises

Ltd.

香港
九龍尖沙咀

ＨＫ＄
22,025千

電子部品
及び電
子・電気
機器事業

100
電子部品の一部を当社から購入
又は当社へ販売している。
役員の兼任１名

Hakuto Singapore

Pte.Ltd.
シンガポール

ＳＩＮ＄
5,000千

電子部品
及び電
子・電気
機器事業

100
電子部品の一部を当社から購入
又は当社へ販売している。
役員の兼任１名

Hakuto Taiwan Ltd.
台湾
台北市

ＮＴ＄
155,000千

電子部品
及び電
子・電気
機器事業

100

電子部品及び電子・電気機器の
一部を当社から購入又は当社へ
販売している。
役員の兼任２名

Hakuto Enterprises

(Shanghai) Ltd.
中国
上海市

ＲＭＢ
108,914千

電子部品
及び電
子・電気
機器事業

100

電子部品の一部を当社から購入
又は当社へ販売しているほか、
電子・電気機器の一部を当社か
ら購入している。
役員の兼任２名

Hakuto(Thailand)
Ltd.

タイ
バンコク

Ｂｈｔ
115,204千

電子部品
及び電
子・電気
機器事業

100

電子部品の一部を当社から購入
又は当社へ販売しているほか、
電子・電気機器の一部を当社か
ら購入している。
役員の兼任１名

Hakuto Engineering

(Thailand)Ltd.

タイ
バンコク

Ｂｈｔ
112,704千

電子・電
気機器事
業

100
電子・電気機器の一部を当社か
ら購入している。
役員の兼任１名

Hakuto Trading

(Shenzhen) Ltd.
中国
深圳市

ＲＭＢ
5,000千

電子部品
事業

100
(100)

電子部品の一部を当社子会社か
ら購入している。
役員の兼任１名

Hakuto America

Inc.

アメリカ合衆国
デトロイト

ＵＳ＄
3,730千

電子部品
事業

　　100
電子部品を当社から購入してい
る。
役員の兼任１名

Hakuto Czech

s.r.o.

チェコ
プラハ

ＣＺＫ
50,000千

電子部品
事業

　　100
電子部品を当社から購入してい
る。
役員の兼任１名

伯東ロジスティクス
株式会社

東京都
新宿区

45,000千円
その他の
事業

100
当社の業務・物流管理全般を受
託している。
役員の兼任２名

モルデック株式会社
福島県
安達郡大玉村

499,325千円
電子部品
事業

100
当社から電子部品の一部を受託
加工している。
役員の兼任２名

株式会社クリアライズ
茨城県
ひたちなか市

50,000千円
その他の
事業

100
当社から分析業務の一部を受託
している。
役員の兼任４名

Rabyte Edge Pvt.

Ltd.

インド
ノイダ

ＩＮＲ

250,100千

電子部品
事業

76 役員の兼任１名

Rabyte Pte. Ltd. シンガポール
ＳＩＮ＄
1,500千

電子部品
事業

76 役員の兼任１名

(持分法適用関連会社)      

サンエー技研株式会社
兵庫県
尼崎市

98,460千円
電子・電
気機器事
業

33
電子・電気機器を当社へ販売し
ている。

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

  8/146



　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．「議決権の所有割合」欄（　）内の数字は、間接所有割合であり、Hakuto Trading (Shenzhen)Ltd.につい

てはHakuto Enterprises Ltd.が所有しております。

３. Hakuto Enterprises (Shanghai) Ltd.は特定子会社であります。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)経営方針・経営戦略等

当社グループは、2030年に目指す姿の実現に向け、2025年４月に策定した中期経営計画「Hakuto 2028」を推進

しております。当社グループを取り巻く事業環境が大きく変化する中、エレクトロニクスとケミカルの２つの事業

領域、そして商社機能とメーカー機能を併せ持つハイブリッド企業として、顧客優位で価値の向上に取り組み、中

長期的な成長拡大と企業価値の向上を目指してまいります。

 

（事業環境）

当社グループが主力事業を展開しているエレクトロニクス業界は、生成AI関連投資やデータセンター向け投資の

拡大を背景に、先端半導体及びその周辺領域を中心として引き続き高い成長が見込まれております。また、代替エ

ネルギーや電力インフラ、水や空気などの環境対策領域においても新たなビジネス機会が広がっております。一方

で、車載関連や産業機器向けをはじめとするその他の分野では需要回復になお濃淡があり、AI関連分野の好調さと

それ以外の分野との二極化が進む中で、既存技術や価値の陳腐化が進行しております。加えて、半導体を巡る供給

体制や政策動向の変化もあり、当業界で求められる商社の役割・機能が変化し、その存在意義が改めて問われてお

ります。

 

（当社グループのビジョン）

当社グループのビジョンは、「顧客の進化を加速させるイネーブラーとしてかけがえのない存在になる」です。

当社グループは、下記３つの「H」を念頭に、これまで培ってきた技術力や知見に加え、顧客課題に応じてモノ、

サービス、技術、情報を組み合わせた複合的な価値提供を行うことで、顧客の事業成功・事業成長を支える存在と

しての役割を拡大し、ビジョンの実現を目指してまいります。

〔High-Value〕

顧客を進化させる価値提供

〔High-Technology〕

最先端技術を追求し、技術、情報を知見として提供する構想力・発想力

〔Humanity〕

人のこころを熱量で動かす

 

（当社グループの役割）

当社グループは、エレクトロニクスとケミカルの2つの事業領域において、商社機能とメーカー機能を併せ持つ

ハイブリッド企業として、多様な顧客ニーズに対応してまいりました。また、独立系専門商社として、仕入先及び

顧客の双方に対して自由度の高い関係性を構築してきたことに加え、技術サポートや自社製品・サービスの提供を

通じて、顧客との接点拡大に取り組んでまいりました。顧客を取り巻く環境は、事業ポートフォリオの変革、新た

な競合の出現、環境・品質基準の高度化などにより、より複雑化しております。当社グループは、こうした変化に

対応し、顧客課題の把握とその解決に向けて社内外のリソースを組み合わせ、複合的かつ最適な価値を提供してま

いります。

 

（事業戦略）

顧客課題に応じた提供価値の複合化と新規創出は、当社グループの重要な事業戦略であると認識しております。

そのため、M&Aや資本提携を通じて新たな価値を獲得し、注力事業及び周辺領域をさらに深掘りするとともに、既

存事業とのシナジー創出を図ってまいります。また、新規事業開発に特化した「ビジネスインキュベーションセン

ター」を設置し、全社視点での事業・ソリューション開発を推進しております。加えて、海外市場における事業基

盤の拡充にも取り組み、顧客の商品開発やバリューチェーン強化に貢献してまいります。

 

（経営目標）

当社グループは、2026年２月に連結子会社化したRabyte Pte. Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.の損益寄与に加

え、AIデータセンター関連の設備投資活発化に伴う先端半導体パッケージ基板向け製造装置案件の増加等、これま

での本計画における事業戦略の進捗を踏まえ、2029年３月期における定量目標を見直しており、見直し後の定量目

標は以下のとおりです。なお、両社の連結子会社化により、今後のれん償却費の増加が見込まれることから、見直

し後の計画においては、連結EBITDA（利払い前・税引き前・減価償却前利益）を指標として追加しております。
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当初計画 修正計画 *ご参考

2026年3月期実績2029年3月期 2029年3月期

連結売上高 2,500億円以上 2,800～3,000億円 1,811億円

連結EBITDA 115億円以上 135～155億円 78億円

連結営業利益率 4％以上 ４％以上 3.4％

ROE 10％以上 10％以上 7.5％

株主還元
配当性向65～75％、

加えて下限値DOE5％(*)

配当性向65～75％、

加えて下限値DOE5％(*)
75.1％

成長施策の粗利益貢献率 30％ 30％ ‐

＊DOE＝純資産配当率

（人材に関する取り組み）

当社グループは、中期経営計画「Hakuto 2028」において、「イネーブラーを体現する人材の確保と育成」を基

盤強化戦略の一つに掲げております。ビジョンの実現に向け、求める人材像を「Think（考える力）」「Drive（推

進する力）」「Refine（磨く力）」の3つの要件で再定義し、多様な人材の獲得、社員一人ひとりの成長支援、新

たな組織文化の醸成に取り組んでおります。具体的には、エンジニア人材及びDX人材の採用・育成、ラーニングプ

ラットフォーム「伯東の学びの場」による自律的な学びの支援、女性活躍及び管理職登用の支援、エンゲージメン

ト向上に向けた施策等に取り組んでまいります。

 

（株主還元方針）

当社グループでは、資本収益性の向上を経営上及び財務上の重要課題と位置付けております。本計画期間中は、

成長投資と株主還元のバランスを重視しつつ、安定的な株主還元を目指してまいります。具体的には、配当性向

65～75％に加え、純資産配当率（DOE）5％の配当下限値を設定いたします。

 

本計画の着実な遂行により、当社グループならではの提供価値を追求し、顧客からかけがえのない存在として揺

るぎない信頼を確立してまいります。

 

(2)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループでは、各事業における技術の進化による新たな競合の出現、既存技術や価値の陳腐化の進行、並び

に顧客ニーズの高度化・多様化に伴う専門商社に求められる役割・機能の変化を、優先的に対処すべき事業上の課

題と認識しております。当連結会計年度においては、生成AI関連投資やデータセンター向け需要の拡大を背景とし

た成長機会が継続する一方、車載関連や産業機器向けをはじめとするその他の分野では需要回復になお濃淡があ

り、事業環境は分野ごとに異なる動きで推移いたしました。このような状況のもと、中期経営計画「Hakuto

2028」においては、顧客課題に応じて商品・製品とソリューションを組み合わせた複合的な価値提供と、それを支

える事業ポートフォリオの拡充を重要な取り組みとしております。中期経営計画の2年目となる2026年度は、重点

市場への経営資源の集中、各事業の収益性と資本効率を意識した経営の徹底、新規事業及び海外事業の拡大に向け

た実行力の強化、並びに人的資本経営及びDX推進を通じた経営基盤の強化に取り組むことが重要であると考えてお

ります。

 

各事業セグメントにおける優先的に対処すべき事業上の課題、並びに財務上の課題は以下の通りであります。

 

（電子部品事業）

電子部品事業は、当社グループにおいて最大の売上規模を有する事業であります。生成AI関連投資やデータセン

ター向け需要の拡大などを背景に成長機会が見込まれる一方、車載関連分野ではEV関連需要の伸びの鈍化や顧客投

資計画の見直し、産業機器分野では需要回復の遅れなど、不透明な事業環境が続いております。また、既存技術や

商流のコモディティ化、他メーカーへの置き換えの進行などにより、従来型の販売活動のみでは差別化が難しく

なっております。

したがって、同事業における対処の方向性は、顧客及び業界への理解を深め、製品の提供に加えて、顧客の求め

る情報や技術支援を含めた提案を行うことにより、ソリューション提供企業としての存在価値を高めていくことで

あります。さらに、重点市場における拡販、既存仕入先との取引深耕、新規仕入先及び新規商材の開拓を進めると

ともに、評価・設計支援、品質サポート及び技術サポート体制の強化に取り組んでまいります。また、財務面にお

いては、利益率及び在庫回転期間を意識した管理の高度化を通じて、収益性と資本効率の両立を図ってまいりま

す。

 

（電子・電気機器事業）

電子・電気機器事業は、当社グループにおいて比較的高収益な事業であります。AI関連需要の拡大を背景に、先

端半導体及び次世代パッケージング関連分野における高付加価値な製造装置への需要が高まる一方、需要の変動や

急拡大に対応するための生産能力、技術人材、納期対応力及び導入後の保守・サービス体制の確保・強化が課題と
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なっております。また、顧客ニーズの高度化・多様化が進む中、製品販売に加えて、付加価値の高い提案や、導入

後を含めた技術サポート体制の強化が重要となっております。

したがって、同事業における対処の方向性は、メーカー機能を活かした自社ソリューションの強化、新規商材に

よるポートフォリオ拡充、及びエンジニアリング事業の高度化を進めることであります。さらに、スマートエンジ

ニアリングの推進、アフターサービスや保守を含めた提供価値の拡充、人材育成及び営業機能の高度化に取り組む

ことにより、商社機能とメーカー機能の双方を強化し、高付加価値な事業基盤の構築を進めてまいります。

 

（ケミカル事業）

ケミカル事業は、当社グループにおける特色あるメーカー事業でありますが、既存の主力市場である石油・石油

化学関連及び紙・パルプ関連の需要構造は中長期的に変化しており、成長市場へのシフトが重要な課題となってお

ります。また、環境規制の強化や顧客ニーズの高度化に対応し、製品の提供に加えて、技術支援や分析機能を活か

した付加価値の提供が求められております。

したがって、同事業における対処の方向性は、環境・電子産業及びライフサイエンスの各領域における新規事業

の創出を進めるとともに、規制強化に対応した技術開発、分析機能等を活かした提供価値の拡充に取り組むことで

あります。さらに、既存事業においては、販売価格の適正化、原価低減、製品配合及びラインアップの最適化を進

めることにより、収益基盤の強化を図ってまいります。

 
 

〔参考〕：過去５期のセグメントごとの売上高、及びセグメント利益（金額単位：百万円）

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

電子部品事業
売上高

セグメント利益

157,119

3,682

197,818

10,462

144,287

5,929

142,961

5,239

140,274

3,933

電子・電気

機器事業

売上高

セグメント利益

21,609

2,104

22,717

1,665

26,547

1,777

27,241

2,498

25,300

2,083

ケミカル事業
売上高

セグメント利益

12,300

1,337

12,615

849

10,788

35

10,789

△9

11,156

625

 

海外事業においては、中華圏で地域特性を踏まえた事業体制の強化を図るとともに、ASEAN諸国及びインド等の

成長市場で市場開拓を進め、商材・技術・サービスを組み合わせた提案を通じて事業拡大を図ってまいります。

 

（財務上の課題）

当社グループにおいては、資本コストや株価を意識した経営の重要性を踏まえ、資本効率の改善を優先的に対処

すべき課題と認識しております。具体的には、事業別ROICマネジメントを実践し、事業別に定めたKPIの達成に向

けた重要施策を推進するとともに、運転資本、特に棚卸資産の効率化や政策保有株式の縮減を進めることで、投下

資本の適正化を図ってまいります。さらに、これらにより創出したキャッシュを新規事業やM&Aを含む成長投資に

適切に配分するとともに、安定的な株主還元とのバランスを図りながら、キャピタルアロケーションの最適化を進

め、資本収益性の改善を通じて中長期的な企業価値の向上に努めてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次の通りであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 

Ⅰ．気候変動に関する考え方及び取組

　当社は、最先端の技術による電子・電気機器、電子部品を取扱うエレクトロニクス技術商社として、また環境に配

慮した工業薬品を製造するケミカルメーカーとして時代のニーズに対応する商品やサービスの安定供給に努めてまい

りました。このような企業活動を通じて、気候変動を始めとするサステナビリティ課題の解決は取り組みを強化すべ

き重要課題であると認識し、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に賛同を表明いたしました。今後も

引き続き、気候変動関連情報の開示の充実に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献できるよう取り組んでまいりま

す。

 

(1）ガバナンス

　気候変動課題に関するリスク/機会の分析・特定、施策及び指標・目標の策定、進捗管理のため、「リスクマネ

ジメント委員会」(*1)の下部組織として「気候変動分科会」を設置しております。

　気候変動分科会は、具体的取り組みの推進主体となる「各部門・グループ会社等」の計画・推進状況を把握・管

理し、リスクマネジメント委員会（年４回開催、委員長：リスク担当取締役）へ報告いたします。

　「取締役会」はリスクマネジメント委員会からの報告内容に基づき、取り組み全般のモニタリング、指示・監督

を行います。

(*1) 当社グループのリスク管理の総括機能を担う委員会組織

 

また、2026年6月より役員報酬制度の改訂を行い、業績連動部分の比率を高め、事業計画の達成、中長期的な企業

価値向上に対するインセンティブを高める制度とします。

中長期の業績連動報酬となる株式報酬として株主目線での経営を促進する仕組みを取り入れ、具体的な評価項目に

おいても財務的な定量項目に加え、ESG項目を設定し、当社の持続的な成長と企業価値向上への貢献が反映される

内容といたします。

 

■TCFD推進体制図
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(2）戦略

　日本国内の主要事業を対象に、気候変動課題に伴うリスク/機会がもたらすインパクトを把握するため、短期・

中期・長期（2025 年・2030 年・2050 年）の時間軸でシナリオ分析を実施いたしました。

　シナリオ分析では平均気温が1.5℃、もしくは4℃上昇する将来像を中心に、低炭素経済への「移行」（*2）や気

候変動がもたらす「物理的」変化（*3）に関する社会経済シナリオを参照し、当社にとってのリスク/機会と、取

り得る対策案を検討いたしました。

　検討過程では、分析対象である各事業部門へのヒアリングを通じて、約60の社会経済シナリオに伴うリスク/機

会について「小・中・大」の３段階で定性的に評価いたしました。

　評価結果をふまえ、「移行」関連は1.5℃シナリオ、「物理的」関連は4℃シナリオを前提に、中期（2030年）か

ら長期（2050年）にかけて当社の経営・事業にもたらす影響が「中」以上の主な項目を、以下のとおり開示いたし

ます。

(*2) 低炭素化経済の実現にむけた政策や法規制、市場、企業への要請等の変化

(*3) 気候の変化に伴う「急性」（渇水・干ばつ、風水害の増加等）、および「慢性」（平均気温の上昇、海面上

昇等）の事象の発生

 

〔主な参照シナリオ〕

移行

1.5℃シナリオ：IEA「Net Zero Emissions by 2050 Scenario（NZE）」

※1.5℃シナリオに該当するシナリオが無い場合、２℃未満シナリオ（IEA「Sustainable

Development Scenario(SDS)」等の近似のシナリオで補完

物理的 ４℃シナリオ：IPCC「RCP8.5」

 

 

 

社会経済シナリオ リスク/機会 対策案

移行

政策・

法的

炭素税の適用

〔リスク〕

・自社活動への炭素税適用

・SCOPE１～３の定量

化・削減

・取引先気候変動対応の

モニタリング

・関連規制・技術のモニ

タリング

〔リスク〕

・取引先のコスト増加（自社の購買・調達・

配送コストへの転嫁）

・輸出入に係る規制・炭素税適用への対応

施設・設備の

GHG排出量削減

〔機会〕

・ZEB化に貢献する製品・サービスの需要拡大

・自然冷媒・グリーン冷媒機器への入替に伴

う関連製品・機器の需要拡大

・SCOPE１～３の定量

化・削減

・関連規制・技術のモニ

タリング

低炭素化・省

電力化・省ス

ペース化の要

請

〔機会〕

・企業・家庭向け製品・機器の需要が拡大

・製造プロセスの低炭素化・効率化に貢献す

る製品・機器の需要が拡大

・関連技術・製品のモニ

タリング

技術 EV・FCVの普及
〔機会〕

・関連製品・機器・製造装置の需要が拡大

・関連技術・製品のモニ

タリング

市場

石油精製業関

連の既存取引

減少

〔リスク〕

・関連製品の需要減少

〔機会〕

・バイオ燃料、廃プラスチック再利用技術関

連製品の需要拡大

・関連技術・製品のモニ

タリング

評判 気候変動対応

〔リスク〕

・低炭素化取り組みの要請への対応が不十分

な場合、取引の縮小・停止

・開示情報の不足による企業価値低下、若手

層等の人材確保困難

〔機会〕

・適切な情報開示を通じた企業価値向上

・中長期的に安定した人材確保

・具体的取り組みの推

進・進捗管理

・適時・適切な開示

社会経済シナリオ リスク/機会 対策案
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物理的 急性

渇水・干ばつ

の発生

〔リスク〕

・購買・調達先での水使用量制約による原材

料・製品の高騰・調達困難

・サプライチェーン全体

の水リスクの把握

風水害の増

加・甚大化

〔リスク〕

・自社の事業拠点・太陽光発電施設、購買・

調達先・ロジスティクス拠点の被災

〔機会〕

・製品・機器の交換・修理等を通じた顧客の

事業継続への貢献

・サプライチェーン全体

の風水害リスクの把握

 

(3）リスク管理

　気候変動分科会は、気候変動に伴うリスク/機会を分析・特定し、リスクマネジメント委員会へ結果を報告しま

す。

　リスクマネジメント委員会は報告内容に基づき、対応の優先順位を評価した上でリスク管理計画(*4)に組み込

み、取締役会へ管理状況を報告・提言します。

(*4)経営が管理すべき重要リスクについて、リスク事象への対応・モニタリングのための対応計画

 

(4）指標及び目標

　当社では環境問題への取り組みとして気候変動を最重要課題と認識しており、温室効果ガス（CO2）排出量に対

してパリ協定の1.5℃目標に準じた削減目標を以下の通り設定し、低減に取り組んでまいります。

　また、2024年度 Scope1～3の排出量についてはその正確性、信頼性を確保するため、第三者保証を取得してお

り、2025年度においても継続して取得予定です。

 

温室効果ガス（CO2）排出削減目標

指標 基準年 目標年 目標

Scope1,Scope2 合計 2022年度
2030年 50%削減

2050年 カーボンニュートラル

 

（参考）Scope1、2 及びScope3 のCO2排出量の実績は以下の通りとなっております。

項目 対象範囲 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績

Scope1 当社連結 629.01 t-CO2 617.36 t-CO2 611.58 t-CO2 582.21 t-CO2

Scope2 当社連結 2,104.60 t-CO2 1,800.67 t-CO2 2,412.73 t-CO2 2,927.36 t-CO2

Scope1,Scope2 合計 2,733.61 t-CO2 2,418.02 t-CO2 3,024.31 t-CO2 3,509.57 t-CO2

2024年9月6日付で株式会社クリアライズを完全子会社としており、2024年9月以降のCO2排出量は同社を含む値と

なっております。

項目 対象範囲 2023年度 2024年度 2025年度

Scope3 当社単体
1,190,527.29 t-CO2

（Category1～7合計）

4,977,900.00 t-CO2

（Category1～15合計）
算出中

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．人的資本経営、多様性に関する考え方及び取組

　当社は、社員一人ひとりの才能と能力が企業の持続可能な成長の真の源泉であるとの認識のもと、人材育成を企

業活動の中核に置いて取り組んでいます。中期経営計画「Hakuto 2028」（2025年4月策定、最終年度2029年3月
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期）においては、人材に関する基盤強化戦略として「イネーブラーとしての役割を果たす人材の確保と育成」を重

要な柱に掲げました。

　なお、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境の整備に関する方針、当該方針に関する

指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績等につきましては、「第４　提出会社の状況　５　従業員の状況

等　（１）人材戦略に関する基本方針等」において記載しております。

　また当社では人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境の整備に関する方針について次の

指標を用いております。当該指標に関する目標及び実績は次のとおりであります。なお、中期経営計画「Hakuto

2028」において「人事の透明性」と「自律的キャリア形成」に主眼を置いた新人事制度を運用しており、職務の重

要度をより適切に反映した報酬体系への移行を継続的に進めております。下記にて記載する数値は新人事制度下で

の指標が整備されている提出会社単体の数値となります。

 2024年度 2025年度
2028年度

（目標）

女性管理職比率 9.8% 11.0% 20.0%

男女賃金格差 70.9% 73.9% 80.0%

男性育児休暇取得率 64.7% 69.2% 85%

年次有給休暇取得率 81.3% 73.5% 80%以上

*1.男女賃金格差については、正規雇用労働者に関する数値を記載しております。

*2.女性管理職比率につきましては、2024年度は2025年４月１日時点、2025年度は2026年４月１日時点、目

標につきましては2030年４月１日時点のものとなります。
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３【事業等のリスク】

　当社グループではリスクを「グループの収益又は損失に影響を与える不確実性」と捉え、複雑化・多様化するリス

クに対して適切な対策を講じることにより、リスクの回避や顕在化した場合の被害を最小限に抑える予防的活動を含

めた取組みをリスクマネジメントと位置付けております。

　こうした考えに基づき、当社ではリスクを組織的に管理するために必要な基本事項を定め、事業活動におけるリス

クを統括的に把握し、適切に管理することを目的として、リスクマネジメント委員会を設置し、リスクの的確な把握

と実効性のある予防的活動に取り組んでおります。

　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況等に重要な影響を与える可能性がある主要なリ

スクとして、以下の事項を記載しておりますが、これらのリスクは必ずしも全てを網羅したものではなく、想定して

いないリスク又は重要性が低いと考えられる他のリスクの影響を受ける可能性があります。なお、文中における将来

に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（外部環境に起因するリスク）

 

（1）経済、市場動向に関するリスク

　当社グループの業績は、マクロ経済動向に少なからず影響を受けますが、電子部品事業及び電子・電気機器事業に

おいては、エレクトロニクス業界全体の市場動向に大きく影響を受けます。具体的には、半導体市場の需給動向、民

生用、産業用、自動車関連等の各分野における顧客の在庫保有状況、半導体設備への投資及び設備の稼働状況等が挙

げられます。

　近年のエレクトロニクス業界においては、生成ＡＩの利活用拡大等を背景としたデータセンター向け需要の拡大が

続く一方、ＡＩ関連以外の分野でも在庫調整の進展に伴い回復の動きが見られております。他方で、部材価格の上昇

や物価高の影響を受けやすい分野もあり、需要分野ごとに市況の変動に差が生じております。また、エレクトロニク

ス業界のグローバル化が進む中、海外子会社を有する当社グループは、国内のみならず、アジア、欧米を中心とした

世界各国の経済、市場動向にも影響を受けます。加えて、中東情勢の緊迫化等に伴うエネルギー価格の上昇や物流の

混乱、各国の通商政策や関税政策の変化等により、国外取引先とのサプライチェーンの見直しを余儀なくされる可能

性があります。

　当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期については予測が困難であるものの、顕在化した場合には、当社グ

ループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。当該リスクに対しては、仕入先企業や販売先企

業又は同業他社の動向等に常に注視し、マクロ経済や世界情勢、業界動向の変化を的確に捉え、経営施策に反映させ

るよう努めております。

 

（2）災害並びに感染症に関するリスク

　当社グループは、神奈川県伊勢原市に電子部品事業及び電子・電気機器事業の物流・サービス拠点を、三重県四日

市市にケミカル事業の生産・研究開発拠点を有するなど、国内外に複数の物流、生産拠点並びに施設があります。こ

れらの施設が地震、火災等により被災し、又は施設内において感染症等が発生した場合には、一時的に商品及び製品

の出荷が困難となる可能性があります。また、取引先企業において同様の災害や感染症が発生した場合には、サプラ

イチェーンの確保が困難となる可能性があります。当該リスクが顕在化した場合には、当社グループの業績及び今後

の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

（技術・競合に起因するリスク）

 

（3）技術、開発動向に関するリスク

　当社グループが取り扱う電子部品、電子・電気機器及び工業薬品は、技術革新や市場ニーズの変化により、優位性

を有する競合製品または代替技術が市場投入されることで陳腐化し、競争力が低下する場合があります。

　また、近年は中国をはじめとする新興国企業の台頭により、技術面又は価格面で競争力を有する製品が市場に多く

投入されるようになっており、アジア地域を中心にローカルビジネスの強化を重要な成長戦略の一つとして位置付け

ている当社グループにとって、事業展開上の阻害要因となる場合があります。

　当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期については予測が困難であるものの、顕在化した場合には、当社グ

ループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、技術動向や市場ニーズの変

化を継続的に把握し、取扱商材の見直しや新規商材・新規事業の開拓等を通じて対応しております。

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

 17/146



（4）価格競争並びに競合に関するリスク

　当社グループが取り扱う電子部品、電子・電気機器及び工業薬品は、最終製品を製造販売する国内外の顧客が、競

争激化や国内市場の縮小等のさまざまな要因により、厳しい価格競争に置かれているため、継続的にコストダウンの

要求を受けております。

　また、電子部品事業においては、半導体デバイス等のコモディティ化及び低付加価値化の進行に伴い、競合サプラ

イヤーや競合代理店との差別化がより困難となる中、競合企業間の価格競争がさらに激化することにより、利益面で

の影響を受けやすくなっております。当該リスクに対しては、技術力を活かしたソリューションビジネスへの取組み

等により競合代理店との差別化を図るとともに、労働生産性の改善に向けて、ＤＸ・デジタル化の推進による業務効

率の向上に努め、収益性の確保に取り組んでおります。

 

（5）商権の喪失に関するリスク

　商社事業の電子部品事業及び電子・電気機器事業では、多くの商権（仕入先との代理店契約に基づく製品販売権）

が事業の根幹を形成しております。仕入先との代理店契約には、契約期間や契約解除要件が定められており、その解

除権は当社グループと仕入先の双方が有しております。

　近年のエレクトロニクス業界においては、Ｍ＆Ａ等による事業再編が活発化しており、エレクトロニクス関連製品

を取り扱う販売代理店においても、商流の見直しや統廃合の動きが見られます。当社グループは、商権の維持や新規

獲得に向けた取組みを継続しておりますが、仕入先企業における事業再編、販売子会社の設立、直販化、競合代理店

への商流変更等により、商権を喪失する場合があります。

　当該リスクが顕在化した場合には、当社グループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

（財務リスク）

 

（6）運転資本に関するリスク

　輸入半導体等多くの外国製品を取り扱う当社グループは、国内企業との商取引習慣の違いによる支払条件のギャッ

プを吸収し、キャッシュ・フローの調整を図る金融機能を担っております。近年のエレクトロニクス業界において

は、仕入先（半導体メーカー等）と顧客（電機メーカー等）の再編による大規模化、設備投資及び研究開発資金の増

大等を背景に、売掛債権の回収と買掛債務の支払いとの間に一定期間の差が生じております。また、地政学リスクの

高まりや自然災害の増大等を背景に、ＢＣＰ（事業継続計画）の観点から一定水準の棚卸資産を保有する必要があ

り、運転資本が高水準となる場合があります。

　その結果、当社グループのＣＣＣ（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）の短縮が進まない場合には、当社グ

ループのキャッシュ・フローに影響を及ぼすとともに、運転資本の調達コストの上昇により、業績に影響を及ぼす可

能性があります。

　さらに、棚卸資産については、市場動向、販売状況及び顧客の在庫保有状況により滞留するリスクがあります。当

社グループでは、顧客企業の生産計画を基に、仕入先企業の生産のリードタイムとの均衡を図ることで、余剰在庫が

生じないように努めるとともに、需給管理体制の強化や在庫管理の高度化を進めております。もっとも、一定の在庫

期間を経過し、かつ、受注のない滞留在庫については、収益性の低下を反映して帳簿価額を切り下げることにより、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

〔参考〕：過去５期のCCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル／連結ベース）

決算期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

棚卸資産平均回転期間(月) 2.6 2.7 4.0 3.9 3.6

売掛債権平均回収期間(月) 2.9 2.8 3.4 3.0 3.4

支払債務平均支払期間(月) 1.5 1.5 1.9 1.8 1.6

キャッシュ・コンバージョ

ン・サイクル(月)
4.1 4.0 5.5 5.1 5.3

※　棚卸資産平均回転期間＝（（前期末棚卸資産＋当期末棚卸資産）÷２）÷（当期売上原価÷12）

※　売掛債権平均回収期間＝（（前期末売掛債権＋当期末売掛債権）÷２）÷（当期売上高÷12）

※　支払債務平均支払期間＝（（前期末支払債務＋当期末支払債務）÷２）÷（当期仕入高÷12）

※　キャッシュ・コンバージョン・サイクル＝棚卸資産平均回転期間＋売掛債権平均回収期間－支払債務平均支払期間

※　棚卸資産＝商品及び製品＋仕掛品＋原材料及び貯蔵品

※　売掛債権＝売掛金＋受取手形＋電子記録債権

※　支払債務＝買掛金＋支払手形＋電子記録債務

※　仕入高＝当期商品仕入高＋当期原材料仕入高

 

（7）為替動向に関するリスク
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　当社グループの事業はアジア地域を中心に各国にまたがり展開しており、取引通貨についても各国の現地通貨に加

えて日本円、米国ドル、ユーロなど多岐にわたるため、為替変動によるリスクが存在しております。当社グループで

は、為替相場の変動リスクを回避することを目的として、「市場リスク管理規程」及び「外国為替予約締結マニュア

ル」に従い、為替予約等によるリスクヘッジ策を実施しております。

　為替変動は、仕入コスト、販売収益、外貨建資産・負債の評価等を通じて、当社グループの事業に多面的な影響を

及ぼします。当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期については予測が困難であるものの、短期間のうちに急激

な為替変動が発生した場合には、当社グループの業績やキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。

〔参考〕：過去５期の伯東単独業績における調達地域別仕入高（原材料費及び外注費を含む）

決算期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

合　　計　(百万円) 150,353 176,845 140,282 121,550 126,811

 
国内調達(百万円) 59,525 89,641 92,306 74,919 75,806

海外調達(百万円) 90,828 87,203 47,975 46,630 51,004

 

（8）借入金に関するリスク

　当社グループは運転資金、設備投資資金及びＭ＆Ａ資金等の一部を金融機関より調達しております。市場金利の上

昇や当社グループの業績悪化等、個別の理由により資金調達条件が悪化した場合には、支払利息の増加等を通じて、

当社グループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。金融機関からの借入の一部には、純資産

や経常損益の金額等を基準とした財務制限条項が付されているものがあり、将来においてこうした財務制限条項に抵

触し、期限の利益を喪失した場合には、当社グループの資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社グループは、金利リスクを回避する目的で金利を実質的に固定化する金利スワップを利用しておりま

す。また、ヘッジ会計の要件を満たす取引についてはヘッジ会計を適用しております。

〔参考〕：過去５期の借入金残高及び平均金利（連結ベース）

決算期 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

（短期借入金）      

前期末残高（百万円） 12,400 15,300 22,700 15,800 12,900

当期末残高（百万円） 15,300 22,700 15,800 12,900 25,427

平均利率 0.3% 0.3% 0.5% 0.9% 1.8%

（１年内返済長期借入金）      

前期末残高（百万円） 3,880 4,690 6,100 8,870 6,698

当期末残高（百万円） 4,690 6,100 8,870 6,698 7,803

平均利率 0.5% 0.5% 0.6% 0.7% 1.2%

（長期借入金）      

前期末残高（百万円） 12,765 12,624 12,809 11,175 15,218

当期末残高（百万円） 12,624 12,809 11,175 15,218 24,147

平均利率 0.5% 0.6% 0.7% 0.8% 2.1%
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（9）のれんの減損リスク

　当社グループは、企業買収の際に生じたのれん及び無形固定資産を計上し、一定期間で償却を行っております。当

該のれんについては、将来の超過収益力を適切に反映しているものと判断しておりますが、事業環境の変化等により

期待する成果が得られなかった場合には、当該のれんについて減損損失を計上し、当社グループの業績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。

 

（法的リスク）

 

（10）製造物責任（ＰＬ）並びに得意先等からの求償に関するリスク

　商社事業の電子部品事業及び電子・電気機器事業では、納期遅延や品質不良等の理由により顧客から求償を受けた

場合には、顧客との協議により求償金額の軽減を図るとともに、仕入先からの補填を受けるよう努めておりますが、

常に当社グループの負担額がゼロになるとは限りません。

　製造販売業のケミカル事業では、納期遅延や品質不良に加え、当社製品が顧客の設備や周辺環境に及ぼす影響等を

理由として、顧客から求償を受けることがあります。

　当社グループでは、品質不良等の製造物の欠陥による損害、回収費用その他これらに関連して発生する損失リスク

に備え、製造物責任（ＰＬ）保険及び専門事業者賠償責任（Ｅ＆Ｏ）保険に加入するとともに、リコール保険の活用

も含めた対応を行っておりますが、最終的に当社グループが負担する賠償額、回収費用その他の費用の全てを補填で

きるとは限りません。

　当連結会計年度において重要な求償又は賠償の支払いはありませんが、当該リスクが顕在化した場合には、民事上

の賠償責任に加え、許認可又は資格の取消し・停止、レピュテーションの低下等の間接的損害により、当社グループ

の業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

（11）法的規制に関するリスク

　当社グループは、国内外に拠点を有し事業を展開しており、国内及び外国の法的規制を受けております。これらの

法令や規則を遵守できなかった場合、各国当局から事業活動が制限され、今後の事業計画に大きな影響を及ぼす可能

性があります。

　特に安全保障貿易管理については、米中対立の長期化等の地政学リスクにより、規制措置は強化される傾向にあ

り、慎重な対応が必要な状況にあります。これに対して当社では、子会社・関係会社を含めた従業員に対する教育を

実施し、輸出関連法規の遵守に努め、当社が販売する製品および設計・製造・使用に係る技術等が、規制される貨物

等として直接又は間接を問わず規制対象地域等へ輸出されることを防止する取組みを行っております。

 

（その他のリスク）

 

（12）情報セキュリティに関するリスク

　当社グループは、情報資産を保護するため「情報セキュリティ基本方針書」並びに「情報セキュリティ対策標準

書」を制定した上で、「情報セキュリティ委員会」を設置し、情報セキュリティ対策を強化しております。具体的に

は、会社支給のＰＣ・情報端末への盗難・紛失対策、機密情報の不正持ち出しに対する対策、情報セキュリティに関

する継続的な社内教育等を実施しております。また、近年はサイバー攻撃による情報資産の社外流出リスクが高まっ

ていることから、当社グループが利用する情報システム及びネットワークインフラについては、外部専門機関による

サイバーセキュリティ診断を実施し、脆弱性の検出とリスクの解消に努めております。

　当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期については予測が困難であるものの、事故又は故意により当社グルー

プの情報資産が流出した場合には、刑事責任や民事賠償責任に加えて、復旧費用の発生やレピュテーションの低下等

の間接的損害により、当社グループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

（13）人材確保や育成に関するリスク

　当社グループでは、持続的な企業成長のためには、顧客課題を起点に社内外のリソースを組み合わせ、複合的な価

値提供を担う人材の採用及び育成が重要であると認識しております。事業発展のために必要な人材、特にエンジニア

人材、DX人材、グローバル人材等を十分に採用・育成できなかった場合、又は想定以上に人材が流出した場合には、

中長期的に当社グループの業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

　当社では、中期経営計画「Hakuto 2028」において掲げる「イネーブラーを体現する人材の確保と育成」に向け、

新卒採用のみならず中途採用においても採用活動の強化に努めるとともに、ラーニングプラットフォーム「伯東の学

びの場」による自律的な学びの支援、DX関連資格の取得支援、女性活躍及び管理職登用の支援、エンゲージメント向

上に向けた取組等を通じて、人材の確保・育成・活用・定着に取り組んでおります。また、エンゲージメントサーベ

イの結果を踏まえた課題の特定及び改善に取り組むとともに、入社者に対するフォローアップ等を行っております。

 

（14）海外事業におけるコーポレートガバナンスに関するリスク
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　当社グループは、海外子会社を通じて中華圏及びアセアンを中心に海外展開を図っており、連結売上高に占める海

外売上高の割合は約40％となっております。加えて、インド及びシンガポールの電子部品商社を新たに連結子会社化

しており、今後も海外売上高の比率は高水準で推移することが予想されます。

　海外子会社においては、各国の商慣習や法規制に加え、地政学リスク等、国内とは異なるリスクにさらされている

ことから、グループ統制によるリスク管理が重要であると認識しております。グループ統制の不足や連携不十分等に

より、現地における政治・社会情勢や法令・税制の変化に対する対応の遅れなど、管理上の問題が発生する可能性が

あります。特に、海外における訴訟案件や従業員による不適切行為等については、当社グループの業績や社会的信用

に影響を及ぼす可能性があります。

　当社では、中華圏及びアセアンに地域統括責任者を任命し、現地管理の強化を図るとともに、グループ諸規程につ

いて継続的なレビュー及び適切な運用状況の確認を行っております。加えて、コンプライアンス研修の実施等を通じ

て、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

 

(15)ＡＩに関するリスク

　当社グループにおいては、近年のＡＩ技術の進展に伴い、以下のリスクが生じる可能性があります。

・生成ＡＩ等の活用に伴う情報セキュリティに関するリスク

・誤情報の利用による意思決定精度の低下に関するリスク

・知的財産権及び契約条件への抵触に関するリスク

・各部門が個別に導入又は利用することによるガバナンスの不統一等に関するリスク

　また、ＡＩ技術の活用方針や投資判断が適切に管理されない場合には、業務効率化や新規事業創出の機会を十分に

活かせず、当社グループの事業運営、業績及び今後の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

　これらのリスクに対応するため、当社グループでは2026年度より、リスクマネジメント委員会の配下に全社横断的

な「ＡＩワークフォース」を設置し、既存のリスク管理体制及び内部統制の枠組みのもとで、ＡＩ活用に関するガバ

ナンス体制の整備を進めてまいります。当該ワークフォースでは、国の「ＡＩ事業者ガイドライン」に即したＡＩの

導入・利用に関するガイドラインの整備、投資案件の評価及び優先順位付け、データ管理及び情報セキュリティの観

点からのリスク評価、並びに導入後の運用状況のモニタリング等を実施いたします。

　さらに、法務部、デジタル戦略推進部、経営企画部及び事業部門等が連携し、ＡＩ利用に伴うリスクの把握及び対

応策の検討を継続的に行うことにより、内部統制の強化及びリスク管理体制の高度化に努めてまいります。

これらの取組みを通じて、ＡＩ技術の活用に伴うリスクの低減及び適切な管理に努めてまいります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次の通りであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

a. 財政状態

　当連結会計年度末における流動資産は前連結会計年度末と比較して175億36百万円（16.0%）増加し、1,270億68百

万円となりました。これは主に既存の海外子会社での増加に加え、当連結会計年度末より連結子会社が２社増加した

ことにより受取手形、売掛金及び契約資産が119億55百万円増加したためであります。

　固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して165億72百万円（79.5%）増加し、374億15百万円となりま

した。これは主にRabyte Pte. Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.の取得に関連してのれんが130億35百万円増加したた

めであります。

　以上のことから、当連結会計年度末における資産の部全体としては、前連結会計年度末と比較して341億８百万円

（26.2%）増加し、1,644億84百万円となりました。

　負債につきましては、流動負債が前連結会計年度末と比較して201億61百万円（42.7%）増加し、673億58百万円と

なりました。これは主に運転資本（商品仕入）の増加に加え、当連結会計年度末より連結子会社が２社増加したこと

により支払手形及び買掛金が59億31百万円、短期借入金が136億33百万円増加したためであります。

　固定負債は前連結会計年度末と比較して96億60百万円（54.8%）増加し、272億93百万円となりました。これは主に

長期借入金が89億28百万円増加したためであります。

　以上のことから、当連結会計年度末における負債の部全体としては、前連結会計年度末と比較して298億22百万円

（46.0%）増加し、946億51百万円となりました。

　純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して42億86百万円（6.5%）増加し、698億33百万円となりまし

た。これは主に為替換算調整勘定が19億56百万円増加、非支配株主持分が14億46百万円増加したためであります。

 

b. 経営成績

当連結会計年度における世界経済は、生成ＡＩ関連投資の拡大を背景に、総じて底堅く推移いたしました。しかし

ながら、年度末の中東情勢緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇や物流の混乱から、景気は減速傾向にあり、先行きに

対する不確実性が一段と高まっております。

我が国経済におきましては、高水準の賃上げ継続や旺盛な設備投資に支えられ、内需主導の緩やかな回復基調が続

きました。一方で、資源価格の上振れによる原材料コストの負担増や、物価高が個人消費に与える影響も懸念されて

おり、景気の先行きについては依然として不透明な状況にあります。

当社グループが主力事業を展開するエレクトロニクス業界においては、ＡＩエージェントの実用化に伴うデータセ

ンター向け投資が一段と加速し、先端半導体やメモリの需給逼迫と価格上昇が継続いたしました。また、在庫調整が

一巡した車載・産業機器向け需要も回復基調に転じ、総じて堅調に推移しました。一方、部材コスト高による民生用

機器の収益圧迫や地政学リスクの影響も注視されるなど、市況の二極化が進んでおります。

このような状況のもと、当社グループの電子部品事業においては、車載関連を中心に需要低迷や顧客の在庫調整が

継続したことにより、対前年同期比で減収となりました。

電子・電気機器事業においては、ＰＣＢ関連及びパワーデバイス向け装置の需要低下により販売が減少し、対前年

同期比で減収となりました。

ケミカル事業においては、化粧品基剤の海外向け出荷が増加したことに加え、石油石化分野の販売も比較的堅調に

推移したことなどにより、対前年同期比で増収となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は1,811億78百万円(前年同期比1.1%減)となりました。

　損益面につきましては、連結売上総利益は280億80百万円（同0.7%増）となり、連結販売費及び一般管理費として

220億０百万円（同10.2%増）を計上した結果、連結営業利益は60億80百万円（同23.2%減）、連結経常利益は55億79

百万円（同23.8%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は50億９百万円（同2.4%減）となりました。

　また、１株当たり当期純利益は266円14銭となり、前連結会計年度より６円62銭減少いたしました。

　収益性及び資本効率に係る各指標につきましては、当連結会計年度における売上高営業利益率は3.4%（前連結会計

年度は4.3%）、総資産経常利益率は3.8%（同5.5%）、自己資本当期純利益率は7.5%（同7.8%）となりました。
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報告セグメント別の経営成績につきましては、以下のとおりです。

詳細は「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　注記事項　（セグメント情報等）」をご参照ください。

 

　〔電子部品事業〕

　電子部品事業では、車載関連用途において日系自動車メーカー向け需要の低迷やＥＶの普及減速等がみられたほ

か、民生・モバイル分野の回復も鈍く、売上高は減少しました。一方、産業機器分野では顧客の在庫調整に改善の動

きがみられ、光部品関連は５Ｇ投資等を背景に伸長しました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,402億74百万円（前年同期比1.9％減）となり、販売減少に伴う利益額の減

少や為替影響に加えＭ＆Ａ取得関連費用の計上等により、セグメント利益は39億33百万円（同24.9％減）となりまし

た。

 

　〔電子・電気機器事業〕

電子・電気機器事業では、真空関連において半導体工場向け環境測定装置および理化学向け分析装置の販売が引き

続き堅調に推移し、売上高は増加しました。一方、ＰＣＢ関連ではサーバー・ＰＣ向けパッケージ基板メーカーの投

資抑制が継続し、パワーデバイス向け装置では需要が低下したことから、いずれも販売は減少しました。

この結果、当連結会計年度の売上高は253億円（前年同期比7.1％減）となり、販売減少に伴う利益額の減少等の要

因により、セグメント利益は20億83百万円（同16.6％減）となりました。

 

　〔ケミカル事業〕

ケミカル事業では、紙・パルプ分野において顧客プラントの稼働減や閉鎖により販売が減少しました。一方、石油

石化分野では国内向けの販売が比較的堅調に推移しました。化粧品分野でも需要の回復基調が継続し、海外向け出荷

の増加などにより化粧品基剤の販売が増加しました。

この結果、当連結会計年度の売上高は111億56百万円（前年同期比3.4％増）となり、セグメント利益は６億25百万

円（前年同期はセグメント損失９百万円）となりました。

 

　〔その他の事業〕

その他の事業では、当社の物流管理全般の受託事業および太陽光発電事業に加え、前期下半期から材料調査などの

受託分析・試験評価事業を行っております。当連結会計年度の売上高は48億53百万円（前年同期比89.5％増）とな

り、一方、連結子会社に係るのれん償却費や新規事業関連費用の計上などにより、セグメント損失は７億５百万円

（前年同期はセグメント利益１億31百万円）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは102億73

百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローは175億33百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは

100億17百万円の収入、現金及び現金同等物に係る換算差額が10億61百万円の増加となったため、現金及び現金同等

物は前連結会計年度末と比較して38億19百万円増加し、当連結会計年度末は187億49百万円となりました。

 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因につきましては、以下のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　エレクトロニクス関連の商社事業を展開する当社グループでは、市況や事業動向により売上債権や棚卸資産等の運

転資本が増減し、営業キャッシュ・フローが変動いたします。当連結会計年度においては、法人税等の支払額23億83

百万円等の支出要因がありましたが、税金等調整前当期純利益77億75百万円、棚卸資産の減少額31億16百万円等の収

入要因により、営業活動によるキャッシュ・フローは102億73百万円の収入となりました。なお、前連結会計年度に

は棚卸資産の減少額117億33百万円等により、105億89百万円の収入となっておりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動として、主に新規事業に係る投資やケミカル事業における製造及び研究設備の更新等の資本的支出の他、

必要に応じてM&Aやアライアンス等の非連続投資を行っております。当連結会計年度においては、連結の範囲の変更

を伴う子会社株式の取得による支出178億18百万円等により投資活動によるキャッシュ・フローは175億33百万円の支

出となりました。なお、前連結会計年度には、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出37億14百万円等

により、45億68百万円の支出となっておりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　運転資本の増減による営業キャッシュ・フローの変動に対して、主に有利子負債による調整を行っております。当

連結会計年度においては、配当金の支払い額43億28百万円等の支出要因がありましたが、短期借入による収入（純）

70億50百万円、長期借入による収入160億円等の収入要因により、財務活動によるキャッシュ・フローは100億17百万

円の収入となりました。なお、前連結会計年度には、配当金の支払額50億79百万円等により、財務活動によるキャッ

シュ・フローは65億７百万円の支出となっておりました。
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　なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率 46.9% 43.8% 47.9% 50.3% 41.6%

時価ベースの自己資本比率 36.6% 63.0% 77.0% 59.4% 47.7%

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率
3,796.7% － 418.8% 333.2% 564.9%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 5.8倍 － 47.0倍 33.8倍 23.7倍

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を

対象としております。

　     　　５．2023年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、

営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。

 

③生産、受注及び販売の実績

a. 生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

前年同期比（％）

電子部品事業　　　　　（百万円） 1,818 148.1

ケミカル事業　　　　　（百万円） 6,579 108.1

　　合計　　　　　（百万円） 8,398 114.8

　（注）金額は販売価格によっております。

 

b. 商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

前年同期比（％）

電子部品事業　　　　　（百万円） 121,762 105.1

電子・電気機器事業　　（百万円） 16,125 87.5

ケミカル事業　　　　　（百万円） 7,465 112.1

その他の事業　　　　　（百万円） 1,104 －

　　合計　　　 　　（百万円） 146,457 103.9

　（注）セグメント内の内部取引を相殺消去しております。
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c. 受注実績

　当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

電子部品事業（百万円） 137,849 108.1 55,224 105.9

電子・電気機器事業（百万円） 36,535 130.1 19,802 111.4

ケミカル事業（百万円） 11,495 107.8 1,156 107.8

その他の事業（百万円） 5,268 228.3 717 231.3

　　　合計 191,146 113.4 76,899 107.8

　（注）セグメント内の内部取引については消去しておりますが、セグメント間の内部取引については消去しておりませ

ん。

 

d. 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

前年同期比（％）

電子部品事業　　　　　（百万円） 140,274 98.1

電子・電気機器事業　　（百万円） 25,300 92.9

ケミカル事業　　　　　（百万円） 11,156 103.4

その他の事業　　　　　（百万円） 4,853 189.5

　　合計　　　　　 （百万円） 181,585 98.9

　（注）１．セグメント内の内部取引については消去しておりますが、セグメント間の内部取引については消去しており

ません。

　　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであ

ります。

相手先

前連結会計年度

（2024年４月１日から

2025年３月31日まで）

当連結会計年度

（2025年４月１日から

2026年３月31日まで）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社デンソー 21,125 11.5 19,144 10.6

　　※販売実績には、当該顧客と同一の企業集団に属する顧客に対する販売実績を含めております。
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成に当たって、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実施しておりま

す。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 1.連結財務諸表等 （1）連結財

務諸表 注記事項 （連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） ４．会計方針に関する事項」に記載して

おります。また重要な会計上の見積りは「第５ 経理の状況 1.連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項 （重

要な会計上の見積り）」に記載しております。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a. 経営成績等の状況

　当社グループでは、エレクトロニクスとケミカルの2つの事業領域、そして商社とメーカー機能を併せ持つハイ

ブリッド企業として、中長期的な成長拡大と新たな価値創出を目指すため、2028年度を最終年度とする新中期経営

計画「Hakuto 2028」を策定し、2025年４月30日に公表しました。世界的な物価・資源高、半導体の戦略物資化な

ど、世界情勢の不透明性は高まっておりますが、AI関連及び半導体製造に対する様々な投資活動を中心に、エレク

トロニクス業界は引き続き高い成長が見込まれております。また、当業界で求められる商社の役割・機能が変化

し、その存在意義が改めて問われております。このような事業環境の下、当社グループならではの提供価値を追求

し、顧客からかけがえのない存在として信頼を確立するため、この中期経営計画をマイルストーンとして位置付け

ております。

　当連結会計年度の売上高は前連結会計年度と比較して19億54百万円（1.1%）減少し、1,811億78百万円となりま

した。これは主に電子部品事業において、車載関連用途の日系自動車メーカー向け需要の低迷やＥＶの普及減速等

がみられ、民生・モバイル分野の回復も鈍かったほか、電子・電気機器事業において、ＰＣＢ関連及びパワーデバ

イス向け装置の需要低下により販売が減少したためであります。

　売上総利益は、前連結会計年度と比較して２億２百万円（0.7%）増加し、280億80百万円となりました。売上総

利益率は15.5%となり、前連結会計年度より0.3ポイント改善いたしました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度と比較して20億35百万円（10.2%）増加し、220億０百万円となりまし

た。これは主にM&A取得関連費用の増加等により業務委託費が５億９百万円増加したことによります。

　営業利益は、前述の通り販売費及び一般管理費が増加したため、前連結会計年度と比較して18億32百万円

（23.1%）減少し、60億80百万円となりました。また、営業利益率は3.4%となり、前連結会計年度より0.9ポイント

下落いたしました。

　営業外収益は、受取配当金が21百万円減少したこと等により前連結会計年度と比較して48百万円減少し６億４百

万円となり、営業外費用は、支払利息が増加したものの、為替差損が２億87百万円減少し、６億９百万円になった

こと等により前連結会計年度と比較して１億39百万円減少し、11億５百万円となりました。その結果、経常利益は

前連結会計年度と比較して17億42百万円（23.8%）減少し、55億79百万円となりました。

　特別利益は、政策保有株式の縮減により投資有価証券売却益21億89百万円を計上したこと等により、前連結会計

年度と比較して19億４百万円増加し21億98百万円となり、特別損失は、前連結会計年度と比較して51百万円減少し

２百万円となりました。その結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度と比較して２億13百万円（2.8%）増

加し、77億75百万円となりました。

　法人税等合計額は、法人税、住民税及び事業税25億53百万円を計上したこと等により、27億65百万円となりまし

た。

　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度と比較して１億21百万円（2.4%）減少し、50

億９百万円となりました。

　また自己資本当期純利益率（ROE）は7.5%となり、前連結会計年度より0.3ポイント下降しました。

 

　なお、当社は、2025年４月30日に公表いたしました2025年度から2028年度を計画期間とする中期経営計画

「Hakuto 2028」について、2026年５月25日に見直しを行いました。

　これは2026年２月に連結子会社化したシンガポールとインドを主要拠点とするエレクトロニクス商社である

Rabyte Pte. Ltd.及び Rabyte Edge Pvt. Ltd.の損益寄与に加え、昨今のAIデータセンター関連の設備投資活発化

に伴う先端半導体パッケージ基板向け製造装置案件の増加等、これまでの中期経営計画における事業戦略の施策進

捗を踏まえ、改めて定量目標として反映いたしました。
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　また、両社の連結子会社化により、今後のれん償却費の増加が見込まれることから、今回の修正計画より連結

EBITDA（利払い前・税引き前・減価償却前利益）を記載することにいたしました。修正後の経営目標数値等につき

ましては、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載しております。

　引き続き、本計画にて掲げた全社戦略並びに事業戦略の遂行により、更なる企業価値の向上に努めてまいりま

す。

 

b. 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　商社事業である電子部品事業と電子・電気機器事業で売上高の大半を占める当社グループのバランスシートは、

主に現金及び預金、売上債権、並びに棚卸資産等の流動資産で構成されております。また、新規事業開発や商権獲

得のための事業投資の他に、製造業のケミカル事業では生産設備投資や研究開発投資等にも資金を投入しておりま

す。当社グループでは、これらの手元流動性、運転資本及び投資等に充当する資金は、主に内部留保と金融機関か

らの借入によって調達しております。

　当連結会計年度末における棚卸資産は前連結会計年度末と比較して18億27百万円（4.1%）増加し、463億11百万

円となりました。これは既存の当社グループでは手許在庫の出荷が進んだ一方、新規に連結子会社化した２社の棚

卸資産が加わったため商品及び製品が16億41百万円増加したためであります。売上債権は前連結会計年度末と比較

して110億73百万円（24.2%）増加し、568億68百万円となりました。

　当連結会計年度末における借入金及びリース債務を含む有利子負債残高は、前連結会計年度末と比較して227億

49百万円（64.5%）増加し、580億31百万円となりました。これは主に長期借入によりM&A資金を調達したためであ

ります。また、現金及び預金の期末残高は前連結会計年度末と比較して40億28百万円（27.0%）増加し、189億57百

万円となり、手元流動性比率は約1.3ヶ月となりました。

　内部留保につきましては、成長と還元のバランスを重視したキャピタルアロケーションを基本方針とし、積極的

な成長投資と安定的な株主還元を両立してまいります。

　配当につきましては、「Hakuto 2028」の期間中は、安定的な増配を目指し、配当性向70%程度に加え、DOE５%

（純資産配当率）の配当下限値を設定しております。１株当たり年間200円の配当（連結配当性向75.1％）を実施

しており、自己株式の取得は行わなかったため、総還元性向は連結配当性向と同じく75.1%となりました。

c. 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２ 事業の状況 ３．事業等のリスク」に記載のとおりであります。
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５【重要な契約等】

Ⅰ　Rabyte Edge Pvt. Ltd.との第三者割当契約の締結

当社は、2026年２月５日開催の取締役会において、Rabyte Edge Pvt. Ltdが実施する第三者割当増資を引き受け、同社

の株式76%を取得することを決議し、同日付でRabyte Edge Pvt. Ltd.との第三者割当契約を締結いたしました。

 

１.被取得企業の概要

（１） 名 称 Rabyte Edge Pvt. Ltd.

（２） 所 在 地 F-32, Sector 11, Gautam Buddha Nagar, Noida, Uttar Pradesh 201301

（３） 代表者の役職・氏名 Rajiv Batra/ President

（４） 事 業 内 容 エレクトロニクス製品の卸売販売

（５） 資 本 金
1,000,000インドルピー（以下「ルピー」といいます。）（約1.7百万円）

※１ルピー＝1.75円にて計算

（６） 設 立 年 月 日 2016年3月31日設立

 

２.企業結合日

2026年2月27日(みなし取得日2026年3月31日)

 

３.企業結合の法的形式

第三者割当増資による株式取得

 

Ⅱ　Rabyte Pte. Ltd. の株式譲渡契約の締結

当社は、2026年２月５日開催の取締役会において、Rabyte Pte. Ltd.の株式の76％を取得することを決議し、同日付で

BATRA ARJUN、SUNIL DHARとの株式譲渡契約を締結しました。

 

１.被取得企業の概要

（１） 名 称 Rabyte Pte. Ltd.

（２） 所 在 地
102E Pasir Panjang Road, #07-08/09, CitiLink Warehouse Complex,

Singapore 118529

（３） 代表者の役職・氏名 Batra, Arjun/ Chief Executive Officer

（４） 事 業 内 容 エレクトロニクス製品の卸売販売

（５） 資 本 金
1,500,000シンガポールドル（以下「SGD」といいます。）（約1.83億円）

※１SGD＝122.54円にて計算

（６） 設 立 年 月 日 1989年12月5日設立

 

２.企業結合日

2026年2月27日(みなし取得日2026年3月31日)

 

３.企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

Ⅲ　財務上の特約が付された金銭消費貸借契約

　当社は、財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結いたしました。

　契約に関する内容等は、以下のとおりであります。

契約締結

年月日

相手方の

属性

債務の

期末残高

（百万円）

弁済期限 担保の内容 財務上の特約の内容

2026年２月９日
都市銀行

４行
15,600 2035年12月 なし

連結の各年度

末の純資産額

を、直前期の

75％以上に維

持する

各年度の連結

経常損益が、

２期連続して

損失とならな

い
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６【研究開発活動】

　当社グループは、ケミカル事業の中の工業用薬品事業及び化粧品事業にて研究開発活動を行っております。当連

結会計年度における活動状況は以下のとおりであります。

 

（1）方針および目的

　当社グループの工業用薬品事業は、石油・石油化学産業、紙・パルプ産業、自動車産業などの各産業プロセスに

おける生産性向上と省資源、省エネルギー、環境改善に貢献するスペシャリティーケミカルの提供を目的にしてお

ります。又、化粧品事業においては、オリジナル化粧品原料の製造、販売及びＯＤＭビジネス、自社ブランド化粧

品「ＴＡＥＫＯ」の開発、販売を行っております。

　工業用薬品事業では、従来の事業領域に加え、電子産業及び環境関連事業を成長産業と位置付け、これまでに

培った技術を軸に顧客ニーズを満たすビジネスモデルの構築を進めています。

　化粧品事業では、発酵技術を活用したオリジナル化粧品原料の開発及びオリジナル原料の価値を最大化する化粧

品処方の開発に加え、業界トレンドや顧客ニーズを踏まえた提案型の開発活動により、競争力向上に取り組んでい

ます。

 

（2）主な研究・技術開発の内容

①工業用薬品事業

　環境規制に対応すべき有害物質除去薬品の開発に注力し、従来技術を上回る性能を有した新規薬品の設計・評価

を進めております。また、天然物由来原料を用いた廃水処理剤を開発、電子産業分野への適用に向けた検討および

性能評価を実施しております。

　さらに、当社が培ってきたポリマー技術を活かし、半導体製造プロセス向け添加剤の開発を推進しております。

②化粧品事業

　発酵技術を利用した新たな化粧品素材の開発と共に生産効率化と品質向上に努めております。又、顧客の製品開

発を加速させる化粧品開発を行っております。

 

（3）研究開発費

　当連結会計年度の研究開発費の総額はケミカル事業において267百万円であります。

（4）その他の事業

　グループ会社である株式会社クリアライズでは、顧客開発支援となる各種試験の技術開発や、二次電池・燃料電

池に対する分析技術開発、さらに半導体故障解析サービスに向けた技術確立を進めております。水処理装置事業で

は、「Ｅｌｅｃａ」による水中規制物質に対する分解検証や薬剤活性の無効化検証を通じて、電気酸化技術の適用

能力拡大に向けた開発を進めております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、受託分析・試験評価にかかわる機器のほか、老朽化した資産の更新費用等に1,167百万円の設

備投資を実施いたしました。セグメント別の設備投資の概要は次の通りであります。

電子部品事業においては生産設備の増強費用等に99百万円、電子・電気機器事業においてはデモ用途の設備投資等

に148百万円、ケミカル事業においては老朽化した資産の更新費用等に57百万円、その他の事業においては受託分

析・試験評価にかかわる設備投資等に663百万円、各報告セグメントに配分していない全社資産において情報管理シ

ステムの導入費用等に200百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

2026年３月31日現在における主要な設備は、次のとおりであります。

（1）提出会社

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
(百万円)

土地
(百万円)
（面積㎡）

無形固定
資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

本社

（東京都新宿区）

電子部品及

び電子・電

気機器

事務所 282 0
1,069

(761)
578 76 2,006 212

伊勢原事業所

（神奈川県伊勢原

市)

電子部品及

び電子・電

気機器

事務所

及び倉

庫

211 65
635

(9,728)
13 116 1,043 47

四日市工場・研究

所

（三重県四日市

市）

工業薬品
工場・

研究所
217 12

486

(17,699)
1 165 883 53

関西支店

（大阪府大阪市淀

川区）

電子部品及

び電子・電

気機器

事務所 2 － － 1 4 8 91

伯東伊倉津太陽光

発電所

（三重県津市）

その他
太陽光

発電所
0 106

350

(35,870)
－ － 456 －

伯東滝川ほほえみ

ソーラーパーク

（北海道滝川市）

その他
太陽光

発電所
－ 113 － － 0 113 －

伯東福島太陽光発

電所

（福島県田村郡小

野町）

その他
太陽光

発電所
－ 164 － － － 164 －

伯東登別太陽光発

電所

（北海道登別市）

その他
太陽光

発電所
－ 134 － － － 134 －

伯東宮崎太陽光発

電所

（宮崎県小林市）

その他
太陽光

発電所
－ 149 － － － 149 －

　（注）帳簿価額のうち「その他」は、車両、工具、器具及び備品、リース資産であります。
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（2）在外子会社

　主要な賃借設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所 在 地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員
（人）

賃借面積
（㎡）

年間賃借
料
(百万円)

Hakuto Enterprises

Ltd.

本社

(香港九龍尖沙咀)

電子部品及び

電子・電気機器
事務所 24 500 42

Hakuto Enterprises

(Shanghai) Ltd.

本社

(中国・上海市)

電子部品及び

電子・電気機器
事務所 17 200 9

Hakuto Singapore

Pte.Ltd.

本社

(シンガポール)

電子部品及び

電子・電気機器
事務所 23 192 17

Hakuto Taiwan Ltd.
本社

(台湾・台北市)

電子部品及び

電子・電気機器
事務所 27 1,021 39

Hakuto（Thailand）

Ltd.

本社

(タイ・バンコク)

電子部品及び

電子・電気機器
事務所 46 478 18

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当連結会計年度末現在において重要な設備等の新設、改修及び除却等の計画については、特記すべき事項はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,000,000

計 54,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(2026年３月31日)
提出日現在発行数（株）
(2026年６月23日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 21,137,213 21,137,213
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 21,137,213 21,137,213 － －

 

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

Ⅰ.当社は、2025年５月19日開催の取締役会において、下記のとおり、自己株式の処分（以下「本自己株式処分」）を行

うことについて決議し、2025年６月18日に本自己株式処分の払込手続きが完了いたしました。

１．処分の概要

（1）処分期日 2025年６月18日

（2）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　1,200株

（3）処分価額 １株につき3,825円

（4）処分総額 4,590,000円

（5）処分先及びその人数

 　　並びに処分株式の数
当社の取締役を兼務しない執行役員　2名　1,200株

２．処分の目的及び理由

　当社は、2022年１月31日開催の取締役会において、当社の取締役を兼務しない執行役員が経営への参画意識をより高め

るとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることで中長期的な企業価値の向上及び持続的な株主価値の向上を図

ることを目的として、業績連動型譲渡制限付株式報酬制度の導入を決議しました。

 

Ⅱ.当社は、2025年６月25日開催の取締役会において、下記のとおり、自己株式の処分（以下「本自己株式処分」）を行

うことについて決議し、2025年７月24日に本自己株式処分の払込手続きが完了いたしました。

１．処分の概要

（1）処分期日 2025年７月24日

（2）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　9,600株

（3）処分価額 １株につき3,540円

（4）処分総額 33,984,000円

（5）処分先及びその人数

 　　並びに処分株式の数

取締役（社外取締役を含む非業務執行取締役及び監査等委員である取締役を

除く。）6名 9,600株

（6）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券通知書を提出し

ております。

２．処分の目的及び理由

　当社は、2020年５月22日開催の取締役会において、当社の社外取締役を含む非業務執行取締役及び監査等委員である取

締役を除く取締役（以下「対象取締役」といいます。）に対する当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブの

付与及び株主価値の一層の共有を目的として、対象取締役を対象とする新たな報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度

（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議し、また、2020年６月25日開催の第68期定時株主総会において、

本制度に基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬として、対象取締役に対して、年額70百万円以内

の金銭報酬債権を支給すること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間として当該株式の割当を受けた日より、当社の取締役

の地位を退任する時点の直後の時点までの期間とすること等につき、ご承認をいただいております。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　     該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　　     該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　　     該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　     該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年３月13日 △2,000,000 21,137,213 　－ 8,100 　－  2,532

（注）2025年2月27日開催の取締役会決議により、2025年３月13日付で自己株式を消却し、発行済株式総数が2,000,000

株減少しております。

 

（５）【所有者別状況】

       2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 14 25 171 133 40 24,229 24,612 －

所有株式数

（単元）
－ 18,173 1,534 46,491 14,433 31,745 97,916 210,292 108,013

所有株式数の

割合（％）
－ 8.64 0.73 22.11 6.86 15.10 46.56 100.00 －

　（注）１．自己株式2,310,823株は、「個人その他」に23,108単元及び「単元未満株式の状況」に23株を含めて記載し

ております。

２．証券保管振替機構名義の株式は、「その他の法人」に15単元及び「単元未満株式の状況」に6株を含めて記

載しております。
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（６）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く）の総
数に対する所有株
式数の割合（％）

公益財団法人高山国際教育財団 東京都新宿区新宿二丁目9番23号 4,226.2 22.45

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

東京都港区赤坂一丁目８番１号赤坂イン

ターシティAIR
1,285.3 6.83

高山　一郎 WOODSIDE CA 94062 U.S.A. 1,056.4 5.61

高山　健 CLYDEHILL, WA 98004, U.S.A. 1,056.4 5.61

高山　龍太郎 MENLO PARK, CA 94025 U.S.A. 1,056.3 5.61

伯東従業員持株会 東京都新宿区新宿一丁目１番13号 543.3 2.89

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 千代田区丸の内一丁目3番2号 241.0 1.28

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海1丁目8番12号 203.8 1.08

JP Morgan Chase Bank 385,781

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

25 Bank STREET，CANARY WHARF，

LONDON，　E14 5JP，UNITED KINGDOM

（港区港南2丁目15－1）

146.3 0.78

BNYM AS AGT／CLTS NON TREATY

JASDEC

（常任代理人　株式会社三菱

UFJ銀行）

0240 GREENWICH STREET，NEW YORK，NEW　

YORK 10286 U.S.A.

（千代田区丸の内1丁目4番5号決済事業

部）

136.8 0.73

計 － 9,952.1 52.86

 （注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,285.3千株

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 241.0千株

株式会社日本カストディ銀行 203.8千株

２．上記のほか、自己株式2,310,823株を保有しておりますが、当該自己株式には議決権がないため、上記の表か

ら除外しております。

自己株式　所有株式数　　　　　　　　　　　　　2,310,823株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合　　　　　　10.93％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 2,310,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,718,400 187,184 －

単元未満株式 普通株式 108,013 － 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  21,137,213 － －

総株主の議決権  － 187,184 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

1,500株（議決権の数15個）及び6株含まれております。

　　　　２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

　　　　　　　自己保有株式　　　　　　　　　　　　　　　　　23株

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

伯東株式会社

東京都新宿区新宿一

丁目１番13号
2,310,800 － 2,310,800 10.93

計 － 2,310,800 － 2,310,800 10.93

（注）１．2025年５月19日開催の取締役会決議により、2025年６月18日付で譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

により、1,200株減少しております。

２．2025年６月25日開催の取締役会決議により、2025年７月24日付で譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

により、9,600株減少しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,105 493,435

当期間における取得自己株式 - -

　（注）１．当事業年度における取得自己株式1,105株は、譲渡制限付株式の没収による無償取得980株及び単元未満株式

の買取り125株であります。

　　　　２．当期間における取得自己株式には2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び譲渡制限付株式の没収による無償取得による株式数は含まれておりません。

 
 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他 10,800 38,574,000 － －

保有自己株式数 2,310,823 － 2,310,823 －

（注）１．当事業年度におけるその他は、2025年５月19日開催の取締役会決議により、2025年６月18日付で実施した譲渡

制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの1,200株、2025年６月25日開催の取締役会決議により、2025

年７月24日付で実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの9,600株であります。

２．当期間における保有自己株式には2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの自己株式の処分、単元

未満株式の買取り及び売渡しによる株式数、及び譲渡制限付株式の没収による無償取得による株式数は含まれ

ておりません。
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３【配当政策】

当社は、2025年４月に新中期経営計画「Hakuto 2028」を策定し、本計画期間中(2025年度から2028年度)の株主還

元方針としましては、積極的な成長投資と安定配当をベースとした株主還元強化の両立を目指し、配当性向70%程度

に加え、純資産配当率（DOE）５%の配当下限値を設定することといたしました。

これらの方針と当期の業績を踏まえ、2026年５月12日開催の取締役会において、期末配当金を１株当たり100円と

させていただくことを決議いたしました。これにより、2025年12月に中間配当金として１株当たり100円をお支払い

いたしておりますので、年間配当金は200円、連結配当性向及び総還元性向は75.1％となりました。

次期の配当金につきましては、１株当たり中間配当110円、期末配当110円の年間220円の普通配当を予定しており

ます。

　なお、当社は「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う。」旨定

款に定めており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金配当を行うことを基本としております。

 

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2025年10月30日 取締役会 1,882 100.0

2026年５月12日 取締役会 1,882 100.0
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

(※2026年6月24日以降の内容については、後記)

　　本項では、特別な記載がない限り、提出日時点の事項を記載しております。

　　①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社はコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題と位置付け、内部統制システムの適正な構築に努める

とともに、国際貢献を図る企業として、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの期待に応える企業経営を実

現させるため、経営の適正性、遵法性、透明性を確保し、さらなる企業価値の向上を図ることを基本方針としており

ます。

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、2020年６月25日開催の第68期定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に

移行いたしました。当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、コーポレート・

ガバナンス強化に努めてまいりましたが、監査等委員会設置会社への移行により、取締役会の議決権を有する監査等

委員会による監督機能のさらなる強化を目指すとともに、当社グループを取り巻く環境変化が激しい中、業務執行取

締役に重要な業務執行決定権限の委任を進めることで、経営の意思決定のさらなる迅速化を図ってまいります。

また、当社は、経営の意思決定機能の充実化、迅速化と業務執行機能の強化を図ることを目的に、2015年６月から執

行役員制度を導入しております。有価証券報告書提出日現在、取締役13名と執行役員10名（うち取締役兼務者６名）

となっております。執行役員制度の概要は、次のとおりであります。

・執行役員の選任、解任は取締役会の決議により行う。

・取締役は、執行役員を兼務することができる。

・執行役員の任期は１年以内とし、再任を妨げない。

・執行役員の職務及び担当業務は、取締役会にて決定する。

 

○取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は取締役会を原則月１回開催しており、個々の取締役の出席状況は次の通りです。

氏名 開催回数 出席回数 出席率

宮下　環 16回 16回 100％

新德　布仁 16回 16回 100％

石下　裕吾 16回 16回 100％

海老原　憲 16回 16回 100％

松浦　努 16回 16回 100％

高橋　秀樹 16回 16回 100％

高山　一郎 16回 15回 93.8％

村田　朋博 16回 16回 100％

南川　明 16回 15回 93.8％

小山　茂典 16回 16回 100％

山元　文明 16回 16回 100％

岡南　啓司 16回 16回 100％

加藤　純子 16回 16回 100％

※上記のほか、会社法第370条及び定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議を1回行

いました。

 

　当社の取締役会は、取締役10名（監査等委員である取締役を除く。うち３名は社外取締役）と全員が社外取締役で

ある監査等委員３名で構成され、執行役員制度のもと、経営全般に対する監督機能を十分に発揮して経営の公正性・

透明性を確保するとともに、取締役会への付議基準（法令又は定款に定める事項及び会社が定めるその他重要事項）

に基づき、意思決定を行っております。取締役会専決事項以外の業務執行及びその決定については、下位の会議体で

ある常務会又は執行役員等に委任するとともに、取締役会への報告基準に基づき、常務会又は当該執行役員等から委

任事項に関する報告を受け、職務執行及びその決定の状況について監督を行っております。
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○指名・報酬委員会の活動状況

　当社は、2020年７月１日付で任意の「指名・報酬委員会」を設置しております。その目的は、取締役の指名及び報

酬等の決定に関する手続きの透明性並びに客観性を確保することにより、取締役会の監督機能を強化し、コーポレー

ト・ガバナンスのさらなる充実を図るためであります。指名・報酬委員会の構成は、取締役会の決議によって選任さ

れた取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名以上で構成され、その過半数を社外取締役とし、委員長は社外

取締役としております。

　当事業年度において当社は指名・報酬委員会を７回開催しており、個々の指名・報酬委員の出席状況は次の通りで

す。

 

氏名 開催回数 出席回数 出席率

小山　茂典（委員長） 7回 7回 100％

宮下　環 7回 7回 100％

村田　朋博 7回 7回 100％

 

　指名・報酬委員会は、取締役会の諮問を受けて、以下の事項について審議し、取締役会に対して答申を行います。

・取締役の選任・解任（株主総会決議事項）に関する事項

・代表取締役の選定・解職に関する事項

・役付取締役の選定・解職に関する事項

・取締役（監査等委員である各取締役の報酬等を除く。）の報酬等に関する事項

・後継者計画（育成を含む）に関する事項

・その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項

 

　〇常務会の体制等

　当社は、取締役役付執行役員で構成する「常務会」を原則月１回開催し、執行役員による月次事業報告等を通し、

事業ごとの経営状況の把握と重要な業務執行について迅速な対応をとっております。常務会には、常勤監査等委員が

出席し、重要な経営判断に関し助言や適法性のチェックを行っております。また、特に重要な案件については、常務

会で予め十分な審議を行ったうえで取締役会に付議することとしており、審議の充実と適正な意思決定の確保を図っ

ております。

 

〇監査等委員会の体制等

　当社は、監査等委員会設置会社を採用しており、監査等委員につきましては、社外取締役３名（うち１名は常勤）

を置いております。また、原則月１回定時で開催している「監査等委員会」は、監査の方針・基準、年間監査計画等

を決定し、各監査等委員の監査状況等の報告を受けております。

 

〇コンプライアンス委員会の体制等

　当社は、代表取締役社長執行役員をコンプライアンスの最高責任者とし、コンプライアンス担当取締役を委員長と

する「コンプライアンス委員会」を設置しております。委員会は、年２回定時で開催するほか、必要に応じて臨時に

開催し、主管部署である法務部よりコンプライアンス研修の実施状況並びに内部通報制度の利用状況その他コンプラ

イアンスに係る啓蒙活動についての報告を受けております。また、委員会には、常勤監査等委員及び内部統制室長が

出席し、コンプライアンス活動状況をチェックしております。

 

〇リスクマネジメント委員会の体制等について

　当社は、代表取締役社長を当社グループの危機管理の最高責任者とし、代表取締役社長は危機管理及びリスクに関

する統括責任者としてリスク管理担当取締役を任命し、当社グループの横断的なリスク管理体制を構築するため、リ

スク管理規程を制定し、「リスクマネジメント委員会」を設置しております。委員会は、年４回定時で開催してお

り、委員会は、事務局を経営企画部とし、リスク管理担当取締役のもと、当社グループのリスクの種類毎に主管部署

を定め、当社グループのリスクおよびリスク管理について全体を俯瞰した審議を行い、その内容について取締役会及

び常務会等に提案・報告しております。また、委員会には、常勤監査等委員及び内部統制室長が出席し、リスクマネ

ジメントの状況をチェックしております。
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　　当社の経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制を図で示すと、次のとおりであります。
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③内部統制システムの状況

＜内部統制システムの整備の基本方針＞

　当社は、取締役会において、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハ並びに会社法施行規則第110条の４第１項、同条

第２項に定める「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに

当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制」（内部統制システム）の整備の基本

方針について、次のとおり決議いたしました。

 

a．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 イ．『伯東グループ企業倫理行動憲章』及びコンプライアンス上の諸規程を、当社及び当社子会社（以下「当社グルー

プ」という。）の行動規範とし、当社グループの取締役及び使用人に対し定期的に実施する研修等を通じて、法令及び社

会倫理の遵守をすべての企業活動の前提とすることを徹底する。

 ロ．コンプライアンスに関する統括責任者としてコンプライアンス担当取締役を任命する。当該担当取締役の下、コン

プライアンスを統括する法務部は、コンプライアンス・プログラムを整備し、当社グループ横断的なコンプライアンス体

制を構築、維持する。また、内部統制室は、その実施状況、有効性等を監査する。

 ハ．コンプライアンス委員会規程に基づき、コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設

置し、当社グループ全体のコンプライアンス上の重要な事項を審議し、その結果を取締役会に報告する。

 ニ．内部通報規程に基づき、法令違反、社会倫理上疑義のある行為等について、使用人が直接、会社所定の窓口に情報

提供を行う手段として、当社グループ横断的な内部通報の仕組みを構築、運営する。

 ホ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害

行為に対しては、警察や弁護士等の外部の専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

 イ．取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。）については、文書管理規程に従い、関連資料とともに保

存、管理するものとし、必要に応じて少なくとも10年間は、閲覧可能な状態を維持する。

 ロ．情報セキュリティポリシー、電子情報管理規程及びその他情報セキュリティ関連規程に従い、電子情報の保護、管

理、活用の水準向上及び円滑化を図る。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 イ．リスクに関する統括責任者としてリスク管理担当取締役を任命する。当社グループの横断的なリスク管理体制を構

築するため、リスク管理規程を制定し、リスクマネジメント委員会を設置する。

 ロ．リスクマネジメント委員会は、事務局を経営企画部とし、リスク管理担当取締役のもと、当社グループのリスクの

種類毎に主管部署を定め、当社グループのリスクおよびリスク管理について全体を俯瞰した審議を行い、その内容につい

て取締役会及び常務会等に提案・報告する。

 ハ．各主管部署は、リスク管理の実効性を高めるための諸施策を実施し、所管するリスク管理の状況を継続的にモニタ

リングする。

 ニ．当社グループ全体のリスクの現実化に伴う危機に備え、危機管理の主管部署であるコーポレートリレーション部

は、緊急時対策、損害拡大防止対策、復旧対策及び再発防止対策を内容とする危機管理基本規程を制定し、迅速かつ適切

に対処することにより損失の最小化に努める。

d．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 イ．取締役会による連結グループ経営計画の策定、当該経営計画に基づく各業務担当取締役による事業部門毎、子会社

毎の業績目標と予算の設定及び月次・四半期業績管理の実施、取締役会及び常務会による月次・四半期業績のレビューと

改善策の実施を内容とする経営管理システムを適切に運用して、取締役の職務執行の効率化を図る。

 ロ．意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、重要な事項については、常務会の合議制に

より慎重な意思決定を行う。

 ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、総合組織規程、業務分掌規程、職務権限規程、国内・海外関係会社

管理規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これにより業務の効率的運営及びそ

の責任体制を確立する。

e．会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

 イ．『伯東グループ企業倫理行動憲章』を当社グループの行動規範とし、これに基づき当社グループ各社において必要

な諸規程を整備することにより、当社グループの内部統制システムを構築する。

 ロ．コンプライアンス担当取締役は、当社グループ各社のコンプライアンス体制を構築する権限と責任を有し、法務部

は当社グループ各社のコンプライアンス体制を横断的に推進・管理する。

 ハ．リスク管理担当取締役は、当社グループ各社のリスク管理体制及び危機管理体制を構築する権限と責任を有し、経

営企画部は当社グループ各社のリスク管理体制を、コーポレートリレーション部は当社グループ各社の危機管理体制を、

各々横断的に推進、管理する。

 ニ．子会社管理の担当部署は、国内・海外関係会社管理規程に基づき、子会社の業績、財務状況その他経営上の重要事

項について、当社への定期的な報告を求め、また、当社グループの取締役が出席する責任者会議を定期的に開催し、子会

社において重要な事象が発生した場合には、当該責任者会議において報告が行われる体制を整備するなど、子会社の状況

に応じて必要な管理を行う。
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 ホ．金融商品取引法に基づき、当社グループの財務報告に係る信頼性を確保するため、当社グループ各社は財務報告に

係る、必要かつ適切な内部統制を整備し、運用する。また、内部統制室は内部統制規程に従い、当該内部統制の有効性を

定期的に検証し、その検証結果を、必要に応じて改善・是正に関する提言とともに、取締役会に報告する。

f．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性に関する事項及びその使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する規程を定め、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の

使用人から補助者を任命することとし、当該使用人の人事異動及び人事考課については、監査等委員会の事前同意を得

る。また、当該使用人は、会社の業務執行に係る役職を兼務せず、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命

令に服さないものとする。

g．取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委

員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

 イ．取締役及び使用人は、当社又は子会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生するおそれがあるとき、違法又

は不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに監査等委員会

に報告するものとする。また、これにかかわらず、監査等委員会は、必要に応じて取締役又は使用人に報告を求めること

ができる。

報告の方法については、取締役と監査等委員会との協議により決定する方法による。

 ロ．内部統制室は当社グループにおける内部監査の現状について、法務部は当社グループのコンプライアンスの現状及

び内部通報の状況について、経営企画部は当社グループのリスク管理の現状について、それぞれ定期的に監査等委員会に

対し報告する。

 ハ．監査等委員会に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、そ

の旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

h．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は

債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員会は、その職務の執行に必要と認めるときは、弁護士、公認会計士等の外部の専門家を利用することができ、

その費用は当社が負担する。

i．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

適切な意思疎通と効果的な監査業務の遂行を図るため、代表取締役との定期的な意見交換会を開催する。

 

＜内部統制システムの運用状況の概要＞

　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年

度における当該体制の主な運用状況の概要は、次のとおりであります。

a．コンプライアンスに関する取組み

コンプライアンス担当取締役を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、定期的に主管部署よりコンプライア

ンス研修の実施状況並びに内部通報制度の利用状況その他コンプライアンスに係る啓蒙活動についての報告を受けており

ます。なお、当事業年度においては、企業倫理行動憲章の大幅改定とその解説であるエシックス・ハンドブックのグルー

プ内への周知（海外拠点向け翻訳版の配布を含む）、また、人権への取り組みとして、従業員に対する「人権アンケー

ト」の実施、人権問題を率直に語りあう「人権車座談義」の全国事業所での開催、パワーハラスメント研修（ロールプレ

イ形式）等を実施しました。さらに、グローバル・コンプライアンス基盤強化として、海外拠点におけるコンプライアン

ス・リーダーの任命と全体会合、海外拠点への出張によるコンプライアンス研修等を開催しました。

b．損失の危険の管理に関する取組み

リスク管理につきましては、当社グループのリスクの項目毎に主管部署を定め、各主管部署がリスク管理を実施しており

ます。なお、当事業年度のリスクマネジメント委員会においては、当社グループとして優先的に取り組むべき重要リスク

の対応計画について進捗報告が行われたほか、当社にて発生した事象や事業に関連する各種リスクの報告がなされまし

た。

また、リスク管理活動の円滑な推進と実効性の強化を目的とし、リスクマネジメント委員会の下部組織として、在庫リス

クに対応する在庫戦略プログラム、自然災害リスクに対応するBCM推進分科会、気候変動リスクに対応する気候変動分科

会を設置し各種リスクやその対応策についての検討や新たにAIの活用方法について検討をおこなうAIワークフォースの新

設がなされております。

c．当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み

子会社の経営管理につきましては、当社の経営企画部およびグローバルビジネスユニットにて、経営管理体制の整備、統

括を実施しており、「国内・海外関係会社管理規程」に基づき、子会社から事前の承認申請や業績等の定期的な報告を受

けているほか、子会社から月次で提出される経営管理報告書により、経営管理全般のモニタリングを行っております。

また、社長の出席のもと、海外子会社の責任者会議を年３回開催し、海外子会社の経営上の諸案件について、各責任者か

ら報告を受けております。

これに加えて、内部統制室が、財務報告に係る内部統制評価及び内部監査計画に基づく監査を実施しており、更に監査等

委員会がこれと連携して重層的かつ効率的に監査を行うことにより業務の適正を確保する体制としております。なお、当
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事業年度の内部監査においては、当社グループの在庫管理を主要テーマとして設定し、海外子会社を含めた実地監査を実

施しました。

d．監査等委員会の監査体制

監査等委員会は、社外取締役である監査等委員３名（うち１名は常勤）で構成されており、選定監査等委員による業務監

査の他、内部統制室と連携して組織的な監査を実施しております。

当事業年度において監査等委員会は16回開催されており、常勤監査等委員等から会社の状況に関する報告及び監査等委員

相互による意見交換等が行われております。また、監査等委員会は、委員全員が取締役会に出席し、常勤監査等委員から

常務会、コンプライアンス委員会などの重要な会議への出席報告、並びに社長、会計監査人及び内部統制室との定期的な

情報交換など、これらの活動を通して取締役の職務の執行について監視を行っております。

監査等委員会は、内部統制室から財務報告に係る内部統制評価の状況及び内部監査計画に基づき実施した監査の結果等に

ついて定期的に報告を受けており、内部監査部署との連携を確保しております。

 

④リスク管理体制の整備の状況

当社は、企業活動を取り巻く様々なリスクを事前に予測し未然に防止するとともに、リスクが発生した場合には、損害

を最小限に抑制することをリスク管理の基本方針としております。リスクの項目毎に責任部署を定め、各責任部署がその

主管するリスクの管理を実施しており、当社グループのリスク管理体制の更なる強化のためリスクマネジメント委員会を

設置しております。リスクマネジメント委員会においては、当社グループとして優先的に取り組むべき重要リスク項目の

選定及びリスクシナリオに基づく対応計画の策定と進捗状況のモニタリングを行っているほか、過去に発生したインシデ

ントのリスク要因分析結果の報告を実施しております。

 

⑤コンプライアンス体制の整備の状況

　海外を含む伯東グループ全企業と社員を対象にした「伯東グループ企業倫理行動憲章」及び「倫理規程」を制定し、公

正で透明性のある企業であるための行動指針を明確にするとともに、併せて、コンプライアンス担当取締役を委員長とす

る「コンプライアンス委員会」を設置し、また、社内と社外に「内部通報窓口」を設けるなど、コンプライアンス体制の

強化を図っております。

 

⑥責任限定契約の内容の概要

当社と非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、300万円又は法令が定める額のいずれか高い額として

おります。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該非業務執行取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重

大な過失がないときに限られます。

 

⑦取締役の定数

当社の取締役（監査等委員であるものを除く。）は10名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨定款に定め

ております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑨取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第1項の行為に関する取締役（取締役であった者を含む。）

の損害賠償責任を取締役会の決議をもって、法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。これ

は、取締役が職務を遂行するにあたり期待される役割を十分に発揮しうる環境を構築することを目的とするものでありま

す。

 

⑩剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、株主への機動的な配当政策を行う

ことを目的とするものであります。

 

⑪株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものでありま

す。
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⑫当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

a．基本方針の内容

当社は、「われわれは、社業の正しい営みを通し、国内産業ならびに国際貿易の発展に寄与し、併せて人類社会の平和と

幸福に貢献せんとするものである。」という経営理念（社是）のもと、最先端の技術による電子・電気機器、電子部品を

取扱うエレクトロニクス技術商社として、また環境に配慮した工業薬品を製造するケミカルメーカーとして、時代のニー

ズに対応する商品やサービスの安定提供に努め、適正な利潤を創出し、堅実かつ長期安定的な経営の実現を果たしてまい

りました。

当社の特徴は、独立系商社として特定のメーカーの系列に属することなく、経営の独立性を確保していることにありま

す。このことにより、仕入面に関しては、特定メーカーの商品に限定されることなく、国内外の幅広い商材の取扱いが可

能となり、顧客の多様化するニーズに即した供給体制を実現するとともに、顧客のニーズを専門メーカー等と共同して商

品開発につなげることも可能としています。メーカーである仕入先と顧客をつなぐ商社として、人と人のつながりを大切

にする当社の社風は、創業から今日に至るまで仕入先、顧客との間で親密なネットワークを形成し、相互の発展と良好な

関係の構築に結実しております。

また、技術商社及びケミカルメーカーとして、付加価値の付与、顧客満足度の向上、市場競争力のある製品開発には、電

子・電気、化学分野の専門知識を有する人材が不可欠であり、必然的に従業員が当社の経営資源の核となることから、当

社はこれまでも優秀な人材の確保や継続的な育成に時間と資金を惜しまない経営方針を貫いてまいりました。

企業としての社会貢献という高い志に基づく経営理念、仕入先との販売代理店契約による商権、技術・ノウハウ、そして

企業文化を共有し業務に精通した人材という有形・無形の財産が、当社の企業価値を高め、財務の健全性をもたらし、長

期安定的な配当と業績に応じた増配・自己株式取得など積極的な利益還元を可能にしてまいりました。

当社のこれまでの企業経営の在り方や一般的に社会的評価の高い会社の企業行動から判断して、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者の在り方としては、当社を支える様々なステークホルダーとの信頼関係を十分に理解した上で維持

し、当社の企業価値向上及び株主共同の利益を中長期的に確保し、最大化させる者でなければならないと考えておりま

す。したがって、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある当社株式の不適切な大量買付行為又はこれ

に類する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。

b．基本方針の実現に資する取組み

イ．企業価値向上及び株主共同の利益の最大化に向けた取組み

　　当社は、エレクトロニクス分野とケミカル分野のコラボレーションを強化し、相乗効果を高めるとともに、それぞれ

の主要事業のバランスを重視し、安定した経営基盤を確立することを目指しております。

　　さらに一層の企業価値の向上を目指すため、各分野においては以下の戦略を着実に実行してまいります。

（エレクトロニクス分野）

　ユーザーオリエンテッド（顧客視点）に立った営業を徹底し、コーディネーション機能を強化することにより、付加価

値の創造と、その極大化を図ります。そして各商材のターゲット市場において重点顧客を完全攻略することにより、結果

的に各商権での代理店ナンバーワンの地位を堅持してまいります。

（ケミカル分野）

環境対策への関心の高まりを背景に、新たな需要を掘り起こし、社会のニーズにあった新製品を提供してまいります。さ

らに、エレクトロニクス事業との相乗効果が期待できる新たな市場・顧客の開拓を進めます。

ロ．コーポレート・ガバナンスの強化

　当社はコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題と位置付け、内部統制システムの適正な構築に努めるとと

もに、国際貢献を図る企業として、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの期待に応える企業経営を実現させる

ため、経営の適正性、遵法性、透明性を確保し、さらなる企業価値の向上を図ることを基本方針としております。

　また、当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を実現させるために、2020年６月25日開催の第68期定時株主総

会の決議により、監査等委員会設置会社に移行いたしました。これに伴い、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員

を取締役会の構成員とすることにより、取締役会の監査・監督機能を更に強化しております。

c．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

当社は2020年６月に、当社の事業特性を十分に理解していないのではないかと思われる者から資本政策に関する提案を受

けるなどしたことや、新型コロナウイルス流行の影響を受けた社会・経済情勢等や当社株式を取り巻く市場の取引状況等

を踏まえ、当社の企業価値ないし株主共同の利益に資するものと判断し「当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策

（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入しましたが、2023年6月までに当社の企業価値の向上、ひい

ては株主共同の利益の最大化の観点から、その在り方について検討した結果、第71期定時株主総会の終結の時をもって、

本プランを廃止いたしました。

しかしながら、当社は、本プランの廃止後も、特定の者又はグループが当社の発行済株式総数の20％以上に相当する株式

を取得すること等により（当該特定の者又はグループを以下「買収者等」といいます。）、当社の企業価値の源泉が中長

期的に見て毀損されるおそれが存する場合など、当社の企業価値向上又は株主共同の利益の最大化が妨げられるおそれが

存する場合には、かかる買収者等は当社の財務及び事業の方針の決定を支配するものとして不適切であるものとして、当

社取締役会は、善管注意義務を負う受託者の当然の責務として、法令及び当社の定款によって許容される限度において場
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合により、当社の企業価値向上及び株主共同の利益の最大化のために相当の措置（いわゆる有事導入型の対応方針の導入

を含みます。）を講じます。

 

※2026年６月24日以降における（１）コーポレート・ガバナンスの概要については、次のとおりです。

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

変更はございません。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、2020年６月25日開催の第68期定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行い

たしました。当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、コーポレート・ガバナンス

強化に努めてまいりましたが、今般、監査等委員会設置会社への移行により、取締役会の議決権を有する監査等委員会に

よる監督機能のさらなる強化を目指すとともに、当社グループを取り巻く環境変化が激しい中、業務執行取締役に重要な

業務執行決定権限の委任を進めることで、経営の意思決定のさらなる迅速化を図ってまいります。

更に、当社は、2026年６月24日より、経営に関する意思決定の一層の迅速化とコーポレート・ガバナンスの更なる強化を

図ることを目的として監督と業務執行をより明確に分離したガバナンス体制に変更いたします。

ガバナンス体制の変更に伴い、既存の雇用型執行役員に加えて、新たに委任型執行役員制度を導入するとともに常務会を

執行役員中心に構成される執行会議体（経営会議）に改め、取締役会の決裁権限を経営会議へ大幅に移譲し、経営会議は

事業の執行に専念することで、取締役会は経営に関する基本方針等の決定や中長期課題の検討に注力するとともに、業務

執行に関する監督や指導を中心としたモニタリング機能の強化を図ります。

なお、2026年６月24日開催予定の第74期定時株主総会で承認可決されることをもって、取締役の員数は９名（うち社外取

締役は５名）となり社外取締役が過半数を占める体制とし、独立した視点により監督機能の強化を図ります。
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2026年６月24日以降の経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制を図で示すと、次のとおりであります。
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③内部統制システムの状況

＜内部統制システムの整備の基本方針＞

　当社は、取締役会において、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハ並びに会社法施行規則第110条の４第１項、同条

第２項に定める「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに

当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制」（内部統制システム）の整備の基本

方針について、次のとおり決議いたしました。

なお、本方針における「役員」とは、取締役及び執行役員（委任型・雇用型を含む。）をいう。

 

a．役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．『伯東グループ企業倫理行動憲章』及びコンプライアンス基本規程をはじめとしたコンプライアンス上の諸規程を、

当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の行動規範とし、当社グループの役員及び使用人に対し定期的に

実施する研修等を通じて、法令及び社会倫理の遵守をすべての企業活動の前提とすることを徹底する。

ロ．コンプライアンス基本規程に基づき、代表取締役社長を当社グループのコンプライアンスの最高責任者とし、代表取

締役社長はコンプライアンスに関する統括責任者としてコンプライアンス担当役員を任命する。当該担当役員の下、コン

プライアンスを統括する法務部は、コンプライアンス・プログラムを整備し、当社グループ横断的なコンプライアンス体

制を構築、維持する。また、内部統制室は、その実施状況、有効性等を監査する。

ハ．コンプライアンス委員会規程に基づき、コンプライアンス担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、当社グループ全体のコンプライアンス上の重要な事項を審議し、その結果を取締役会に報告する。

ニ．内部通報規程に基づき、法令違反、社会倫理上疑義のある行為等について、使用人が直接、会社所定の窓口に情報提

供を行う手段として、当社グループ横断的な内部通報の仕組みを構築、運営する。

ホ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力からの不当要求・妨害行

為に対しては、警察や弁護士等の外部の専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

b．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。）については、文書管理規程に従い、関連資料とともに保存、

管理するものとし、必要に応じて少なくとも10年間は、閲覧可能な状態を維持する。

ロ．情報セキュリティポリシー、電子情報管理規程及びその他情報セキュリティ関連規程に従い、電子情報の保護、管

理、活用の水準向上及び円滑化を図る。

c．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．危機管理基本規程に基づき、代表取締役社長を当社グループの危機管理の最高責任者とし、代表取締役社長は危機管

理及びリスクに関する統括責任者としてリスク管理担当役員を任命する。当社グループの横断的なリスク管理体制を構築

するため、リスク管理規程を制定し、リスクマネジメント委員会を設置する。

ロ．リスクマネジメント委員会は、事務局を経営企画部とし、リスク管理担当役員のもと、当社グループのリスクの種類

毎に主管部署を定め、当社グループのリスクおよびリスク管理について全体を俯瞰した審議を行い、その内容について取

締役会及び経営会議等に提案・報告する。

ハ．各主管部署は、リスク管理の実効性を高めるための諸施策を実施し、所管するリスク管理の状況を継続的にモニタリ

ングする。

ニ．当社グループ全体のリスクの現実化に伴う危機に備え、危機管理の主管部署であるコーポレートリレーション部は、

緊急時対策、損害拡大防止対策、復旧対策及び再発防止対策を内容とする危機管理基本規程を制定し、迅速かつ適切に対

処することにより損失の最小化に努める。

d．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役会による連結グループ経営計画の策定、当該経営計画に基づく各業務担当役員による事業部門毎、子会社毎の

業績目標と予算の設定及び月次・四半期業績管理の実施、取締役会及び経営会議による月次・四半期業績のレビューと改

善策の実施を内容とする経営管理システムを適切に運用して、取締役の職務執行の効率化を図る。

ロ．意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、重要な事項については、経営会議の合議制に

より慎重な意思決定を行う。

ハ．取締役会の決定に基づく業務執行については、総合組織規程、業務分掌規程、職務権限規程、国内・海外関係会社管

理規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これにより業務の効率的運営及びその

責任体制を確立する。

e．会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．『伯東グループ企業倫理行動憲章』を当社グループの行動規範とし、これに基づき当社グループ各社において必要な

諸規程を整備することにより、当社グループの内部統制システムを構築する。

ロ．コンプライアンス担当役員は、当社グループ各社のコンプライアンス体制を構築する権限と責任を有し、法務部は当

社グループ各社のコンプライアンス体制を横断的に推進・管理する。

ハ．リスク管理担当役員は、当社グループ各社のリスク管理体制及び危機管理体制を構築する権限と責任を有し、経営企

画部は当社グループ各社のリスク管理体制を、コーポレートリレーション部は当社グループ各社の危機管理体制を、各々

横断的に推進、管理する。
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ニ．子会社管理の担当部署は、国内・海外関係会社管理規程に基づき、子会社の業績、財務状況その他経営上の重要事項

について、当社への定期的な報告を求め、また、当社グループの役員が出席する責任者会議を定期的に開催し、子会社に

おいて重要な事象が発生した場合には、当該責任者会議において報告が行われる体制を整備するなど、子会社の状況に応

じて必要な管理を行う。

ホ．金融商品取引法に基づき、当社グループの財務報告に係る信頼性を確保するため、当社グループ各社は財務報告に係

る、必要かつ適切な内部統制を整備し、運用する。また、内部統制室は内部統制規程に従い、当該内部統制の有効性を定

期的に検証し、その検証結果を、必要に応じて改善・是正に関する提言とともに、取締役会に報告する。

f．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性に関する事項及びその使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する規程を定め、監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、当社の

使用人から補助者を任命することとし、当該使用人の人事異動及び人事考課については、監査等委員会の事前同意を得

る。また、当該使用人は、会社の業務執行に係る役職を兼務せず、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命

令に服さないものとする。

g．役員及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員

会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

イ．役員及び使用人は、当社又は子会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生するおそれがあるとき、違法又は不

正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに監査等委員会に報

告するものとする。また、これにかかわらず、監査等委員会は、必要に応じて役員及び使用人に報告を求めることができ

る。

報告の方法については、取締役と監査等委員会との協議により決定する方法による。

ロ．内部統制室は当社グループにおける内部監査の現状について、法務部は当社グループのコンプライアンスの現状及び

内部通報の状況について、経営企画部は当社グループのリスク管理の現状について、それぞれ定期的に監査等委員会に対

し報告する。

ハ．監査等委員会に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、その

旨を役員及び使用人に周知徹底する。

h．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は

債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員会は、その職務の執行に必要と認めるときは、弁護士、公認会計士等の外部の専門家を利用することができ、

その費用は当社が負担する。

i．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

適切な意思疎通と効果的な監査業務の遂行を図るため、代表取締役との定期的な意見交換会を開催する。

 

④～⑫については、提出日時点の内容(前記)に変更はございません。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

a)本有価証券報告書提出日現在の役員の状況

2026年６月23日（本有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は以下のとおりです。

男性12名　女性1名　（役員のうち女性の比率7.6％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長執行役員兼

システムイノベーションカ

ンパニープレジデント

宮下　環 1971年１月21日生

2000年４月 当社入社

2019年６月

同取締役執行役員システムプロダクツカ

ンパニープレジデント兼中華圏機器ビジ

ネス推進担当

2023年４月 同取締役執行役員システムプロダクツカ

ンパニープレジデント兼海外事業統括部

長兼韓国支店長兼中華圏機器ビジネス推

進担当

2024年４月 同代表取締役社長執行役員兼電子・電気

機器事業管掌

2026年４月 同代表取締役社長執行役員兼システムイ

ノベーションカンパニープレジデント

（現）
　

(注)３ 15,900

取締役常務執行役員ESG経営

推進ユニット管掌兼コンプ

ライアンス担当兼支店（管

理関係）担当

新德　布仁 1960年12月６日生

1985年４月 当社入社

2011年６月 同取締役管理統括部長兼総務部長兼伊勢

原事業所長兼支店（管理関係）担当

2011年６月 伯東A＆L株式会社（現：伯東ロジスティ

クス株式会社）代表取締役社長

2015年６月 当社取締役執行役員管理統括部長兼総務

部長兼伊勢原事業所長兼関西支店長兼支

店（管理関係）担当

2022年4月 同取締役常務執行役員管理統括部長兼総

務部長兼伊勢原事業所長兼支店（管理関

係）担当

2023年４月 同取締役常務執行役員管理統括部長兼総

務部長兼伊勢原事業所長兼コンプライア

ンス担当兼支店（管理関係）担当

2025年４月 同取締役常務執行役員ESG経営推進ユニッ

ト管掌兼伊勢原事業所長兼コンプライア

ンス担当兼支店（管理関係）担当

2026年４月 同取締役常務執行役員ESG 経営推進ユ

ニット管掌兼コンプライアンス担当

兼支店(管理関係)担当（現）
　

(注)３ 24,300
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役執行役員電子部品事

業管掌兼デバイス営業推進

本部長

石下　裕吾 1971年10月６日生

2000年４月 当社入社

2013年４月 電子デバイス第二事業部営業一部長

2017年４月 同海外事業統括部副統括部長（STビジネ

ス担当）兼デバイスソリューションカン

パニー営業一部長

2018年４月 同執行役員ストラテジックデバイスカン

パニープレジデント

2020年４月 同執行役員ストラテジックデバイスカンパ

ニープレジデント兼デバイス事業統括部長

2020年６月 同取締役執行役員ストラテジックデバイ

スカンパニープレジデント兼アドバンス

ドデバイスカンパニープレジデント兼デ

バイス事業統括部長

2023年４月 同取締役執行役員デバイス事業担当アド

バンスドデバイスカンパニープレジデン

ト兼デバイス事業統括部長

2025年４月 同取締役執行役員デバイス事業管掌兼デ

バイス営業推進本部長

2026年４月 同取締役執行役員電子部品事業管掌兼デ

バイス営業推進本部長（現）
　

(注)３ 11,600

取締役執行役員コーポレー

トインテリジェンスユニッ

トマネージャー兼経営企画

部長兼財経部長兼グローバ

ルビジネスユニットマネー

ジャー

海老原　憲 1968年12月２日生

1997年４月 当社入社

2013年４月 Hakuto Enterprises Ltd Director

2015年６月 当社経営企画統括部経営企画部長

2019年４月 同経営企画統括部長兼財経部長

2020年４月 同執行役員経営企画統括部長兼財経部長

2023年６月 同取締役執行役員経営企画統括部長兼財

経部長兼海外事業統括部副統括部長海外

経営管理担当

2025年４月 同取締役執行役員コーポレートインテリ

ジェンスユニットマネージャー兼財経部

長兼グローバルビジネスユニットマネー

ジャー

2026年４月 同取締役執行役員コーポレートインテリ

ジェンスユニットマネージャー兼経営企

画部長兼財経部長兼グローバルビジネス

ユニットマネージャー（現）
　

(注)３ 4,989
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役執行役員事業企画室

管掌リスク管理担当
松浦　努 1969年11月25日生

2005年６月 当社入社

2014年４月 同電子デバイス第一事業部営業三部長

2017年４月 同アドバンスドデバイスカンパニーバイ

スプレジデント

2019年４月 同アドバンスドデバイスカンパニープレ

ジデント

2020年４月 同執行役員中部オートモーティブデバイス

事業部長

2021年４月 同執行役員エンベデッドデバイスカンパ

ニープレジデント

2023年４月 同執行役員事業企画室管掌

2024年４月 同執行役員事業企画室管掌兼リスク管理

担当

2024年６月 同取締役執行役員事業企画室管掌兼リス

ク管理担当（現）
　

(注)３ 7,214

取締役執行役員ケミカルソ

リューションカンパニープ

レジデント兼営業本部長

高橋　秀樹 1963年12月17日生

1986年４月 当社入社

2010年４月 同化学事業部四日市研究所副研究所長

2015年４月 同化学事業部営業統括部長

2016年４月 同化学事業部副事業部長

2021年４月 同執行役員ケミカルソリューションカン

パニープレジデント兼技術・生産本部長

2024年４月 同執行役員ケミカルソリューションカン

パニープレジデント兼営業本部長兼事業

戦略本部長

2024年６月 同取締役執行役員ケミカルソリューショ

ンカンパニープレジデント兼営業本部長

兼事業戦略本部長

2025年４月 同取締役執行役員ケミカルソリューショ

ンカンパニープレジデント兼営業本部長

兼イノベーション推進本部長

2026年４月 同取締役執行役員ケミカルソリューショ

ンカンパニープレジデント兼営業本部長

（現）
　

(注)３ 3,399

取締役 高山　一郎 1958年１月３日生

1986年６月 アメリカ合衆国医師国家試験に合格

1990年５月 日本国医師国家試験に合格

1990年６月 当社取締役

1996年６月 当社取締役退任

2000年６月 当社取締役（現）
　

(注)３ 1,056,423
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 村田　朋博 1968年６月17日生

1991年４月 大和証券株式会社入社

1994年７月 株式会社大和総研入社

1996年９月 モルガン・スタンレー証券会社入社

2009年２月 フロンティア・マネジメント株式会社入

社

2015年６月 山一電機株式会社社外取締役

2021年６月 当社社外取締役（現）

2025年９月 フロンティア・マネジメント株式会社顧

問（現）

2025年９月 部品大好き株式会社代表取締役社長

（現）

2026年６月 SMC株式会社社外取締役

（2026年６月就任予定）

2026年６月 群栄化学工業株式会社社外取締役監査等

委員

（2026年６月就任予定）
　

(注)３ －

取締役 南川　明 1958年12月６日生

1982年４月 モトローラ株式会社入社

1990年５月 ガートナージャパン株式会社シニア・ア

ナリスト

1996年１月 IDC Japan株式会社ディレクター

2000年４月 WestLB証券会社調査部ディレクター＆シ

ニア・アナリスト

2003年４月 クレディーリヨネ証券会社調査部テクノ

ロジーヘッド＆シニア・アナリスト

2004年７月 株式会社データガレージ取締役社長

2010年11月 米IHSグローバル株式会社コンサルティン

グディレクター

2019年８月 英インフォーマインテリジェンス合同会

社シニアコンサルティングディレクター

2022年６月 当社社外取締役（現）
　

(注)３ －

取締役 小山　茂典 1957年２月28日生

 
1982年４月 東北金属工業株式会社（現：株式会社

トーキン）入社

2010年６月 同取締役執行役員

2011年６月 同取締役執行役員常務

2012年２月 同代表取締役執行役員社長

2017年４月 KEMET Corporation Executive Vice

President

2020年７月 株式会社トーキン相談役

2021年７月 公益財団法人トーキン科学技術振興財団

理事長（現）

2022年６月 株式会社七十七銀行社外取締役（現）

2023年６月 当社社外取締役（現）
　

(注)３ －

取締役（常勤監査等委員） 山元　文明 1957年４月１日生

1979年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2004年４月 株式会社りそな銀行執行役融資管理部長

2005年６月 同執行役員企業金融部副担当

2010年４月 株式会社レオパレス21常務執行役員

2010年６月 同取締役常務執行役員

2013年４月 りそな総合研究所株式会社専務取締役

2015年６月 大平洋金属株式会社社外監査役

2017年６月 昭和電線ホールディングス株式会社

（現：SWCC株式会社）社外監査役

2018年６月 当社常勤社外監査役

2019年６月 昭和電線ケーブルシステム株式会社

（現：SWCC株式会社）社外監査役

2020年６月 当社社外取締役常勤監査等委員（現）
　

(注)４ 1,300
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役（監査等委員） 岡南　啓司 1957年１月13日生

1979年４月 国税庁入庁

1999年７月 札幌国税局調査査察部長

2006年７月 国税庁審理室長

2008年７月 大阪国税局総務部長

2011年７月 福岡国税局長

2012年６月 国税庁徴収部長

2013年９月 日本蒸留酒酒造組合専務理事（現）

2019年６月 当社社外監査役

2020年６月 同社外取締役監査等委員（現）
　

(注)４ －

取締役（監査等委員） 加藤　純子 1974年12月3日生

1997年４月 セイコー電子工業株式会社(現・セイコー

インスツル株式会社)入社

2007年９月 司法試験合格

2008年12月 司法研修所修了

2008年12月 弁護士登録（現）

2008年12月 安西法律事務所入所

2017年4月 渡邊岳法律事務所入所（現）

2022年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現）

2026年６月 株式会社ヤシマキザイ社外取締役監査等委

員(2026年６月就任予定)
　

(注)４ －

計 1,125,125

 

(注）  １．取締役村田朋博、南川明及び小山茂典氏は、社外取締役であります。

２．取締役山元文明、岡南啓司及び加藤純子は、社外取締役（監査等委員）であります。

３．2025年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2024年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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b)定時株主総会後の役員の状況

　　　　2026年６月24日開催予定の第74期定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役

を除く。）６名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を上程いたします。当該議案が原案どお

り承認可決された場合、当社の役員の状況は、以下のとおりとなります。なお、役職名及び略歴については、第74

期定時株主総会の直後に開催予定の取締役会及び監査役会の決議事項の内容を含めて記載しております。

　男性7名　　女性2名（役員のうち女性の比率22.2％）

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長執行役員兼

システムイノベーションカ

ンパニープレジデント

宮下　環 1971年１月21日

2000年４月 当社入社

2019年６月

同取締役執行役員システムプロダクツカ

ンパニープレジデント兼中華圏機器ビジ

ネス推進担当

2023年４月 同取締役執行役員システムプロダクツカ

ンパニープレジデント兼海外事業統括部

長兼韓国支店長兼中華圏機器ビジネス推

進担当

2024年４月 同代表取締役社長執行役員兼電子・電気

機器事業管掌

2026年４月 同代表取締役社長執行役員兼システムイ

ノベーションカンパニープレジデント

（現）
　

(注)３ 15,900

取締役執行役員コーポレー

トインテリジェンスユニッ

トマネージャー兼経営企画

部長兼財経部長兼グローバ

ルビジネスユニットマネー

ジャー

海老原　憲 1968年12月２日

1997年４月 当社入社

2013年４月 Hakuto Enterprises Ltd Director

2015年６月 当社経営企画統括部経営企画部長

2019年４月 同経営企画統括部長兼財経部長

2020年４月 同執行役員経営企画統括部長兼財経部長

2023年６月 同取締役執行役員経営企画統括部長兼財

経部長兼海外事業統括部副統括部長海外

経営管理担当

2025年４月 同取締役執行役員コーポレートインテリ

ジェンスユニットマネージャー兼財経部

長兼グローバルビジネスユニットマネー

ジャー

2026年４月 同取締役執行役員コーポレートインテリ

ジェンスユニットマネージャー兼経営企

画部長兼財経部長兼グローバルビジネス

ユニットマネージャー（現）
　

(注)３ 4,989

取締役 高山　一郎 1958年１月３日

1986年６月 アメリカ合衆国医師国家試験に合格

1990年５月 日本国医師国家試験に合格

1990年６月 当社取締役

1996年６月 当社取締役退任

2000年６月 当社取締役（現）
　

(注)３ 1,056,423

取締役 村田　朋博 1968年６月17日

1991年４月 大和証券株式会社入社

1994年７月 株式会社大和総研入社

1996年９月 モルガン・スタンレー証券会社入社

2009年２月 フロンティア・マネジメント株式会社入

社

2015年６月 山一電機株式会社社外取締役

2021年６月 当社社外取締役（現）

2025年９月 フロンティア・マネジメント株式会社顧

問（現）

2025年９月 部品大好き株式会社代表取締役社長

（現）

2026年６月 SMC株式会社社外取締役

（2026年６月就任予定）

2026年６月 群栄化学工業株式会社社外取締役監査等

委員

（2026年６月就任予定）
　

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役 小山　茂典 1957年２月28日

 
1982年４月 東北金属工業株式会社（現：株式会社

トーキン）入社

2010年６月 同取締役執行役員

2011年６月 同取締役執行役員常務

2012年２月 同代表取締役執行役員社長

2017年４月 KEMET Corporation Executive Vice

President

2020年７月 株式会社トーキン相談役

2021年７月 公益財団法人トーキン科学技術振興財団

理事長（現）

2022年６月 株式会社七十七銀行社外取締役（現）

2023年６月 当社社外取締役（現）
　

(注)３ －

取締役 品田　一子 1967年４月12日

1990年４月 株式会社協和銀行（現：株式会社りそな

銀行）入社

2014年４月 株式会社りそな銀行中目黒支店長

2015年４月 株式会社りそなホールディングス人材

サービス部ダイバーシティ推進室長

2016年４月 同人材サービス部人材育成室長

2018年４月 同執行役コーポレートコミュニケーショ

ン部担当

2021年４月 株式会社埼玉りそな銀行社外取締役監査

等委員

2026年６月 当社社外取締役（現）

2026年６月 因幡電機産業株式会社社外取締役監査等

委員

（2026年６月就任予定）
　

(注)３ －

取締役（常勤監査等委員） 石川　克己 1963年８月25日

1986年４月 石川島播磨重工業株式会社（現：株式会

社IHI）入社

2006年４月 同総務部法務グループ部長

2006年６月 千葉倉庫株式会社非常勤取締役

2017年４月 株式会社IHI法務部長

2020年４月 当社管理統括部法務部長（現：ESG経営推

進ユニット法務部長)

2026年４月 同監査等委員会事務局

2026年６月 同取締役監査等委員（現）
　

(注)４ －

取締役（監査等委員） 岡南　啓司 1957年１月13日

1979年４月 国税庁入庁

1999年７月 札幌国税局調査査察部長

2006年７月 国税庁審理室長

2008年７月 大阪国税局総務部長

2011年７月 福岡国税局長

2012年６月 国税庁徴収部長

2013年９月 日本蒸留酒酒造組合専務理事（現）

2019年６月 当社社外監査役

2020年６月 同社外取締役監査等委員（現）
　

(注)４ －

取締役（監査等委員） 加藤　純子 1974年12月3日

1997年４月 セイコー電子工業株式会社(現・セイコー

インスツル株式会社)入社

2007年９月 司法試験合格

2008年12月 司法研修所修了

2008年12月 弁護士登録（現）

2008年12月 安西法律事務所入所

2017年4月 渡邊岳法律事務所入所（現）

2022年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現）

2026年６月 株式会社ヤシマキザイ社外取締役監査等委

員(2026年６月就任予定)
　

(注)４ －

計 1,077,312

 

　　（注）１．取締役村田朋博、小山茂典及び品田一子氏は、社外取締役であります。

２．岡南啓司及び加藤純子は、社外取締役（監査等委員）であります。

３．2026年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2026年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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５．法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取

締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

堤　あづさ 1972年９月22日

1995年４月
朝日監査法人（現：有限責
任あずさ監査法人）入社

―

1998年10月 公認会計士登録（現）

2005年１月
有限責任あずさ監査法人大
阪事務所入所

2019年７月
同法人アドバイザリー事業
部

2023年７月
堤あづさ公認会計士事務所
開業（現）

2024年６月
DOWAホールディングス株式
会社社外監査役（現）

 

 

②　社外取締役の状況

有価証券報告書提出日現在、当社は社外取締役３名及び監査等委員である社外取締役３名を選任しておりま

す。当社は、その全員について、東京証券取引所が定める独立役員の要件及び以下に記載する当社の「社外役

員の独立性に関する判断基準」における独立性の要件を充足していることから、各氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

社外取締役村田朋博氏は、経営コンサルタントとして豊富な経験と幅広い見識を有しており、客観的、中立

的な立場から経営に対する助言をいただけるものと判断し、社外取締役として選任しております。同氏は、フ

ロンティア・マネジメント株式会社の顧問及び山一電機株式会社の社外取締役でありますが、フロンティア・

マネジメント株式会社及び山一電機株式会社と当社との間に特別な関係はありません。

社外取締役南川明氏は、外資系企業でエレクトロニクス業界のアナリストとして培った豊富な経験と幅広い

見識を有していることから、客観的・中立的な立場からグローバル・最先端の技術動向について、的確な助言

をいただけるものと判断し、社外取締役として選任しております。

社外取締役小山茂典氏は、電子部品メーカーの経営者として豊富な経験と深い技術的知見を有しており、か

つグローバルビジネス及び経営に関する造詣も深いことから、客観的・中立的な立場から重要な経営判断に際

して、的確な意見表明や助言をいただけるものと判断し、社外取締役として選任しております。同氏は、公益

財団法人トーキン科学技術振興財団理事長及び株式会社七十七銀行の社外取締役でありますが、公益財団法人

トーキン科学技術振興財団及び株式会社七十七銀行と当社との間に特別な関係はありません。

社外取締役山元文明氏は、複数の企業で経営及び監査に携わり、その経歴を通じて培われた豊富な経験と知

識を有していることから、経営全般に対する監督と有効な助言をいただけるものと判断し、監査等委員である

社外取締役として選任しており常勤監査等委員を務めております。

社外取締役岡南啓司氏は、長年にわたり国税庁・国税局において要職を歴任し、税務はもとより財務及び会

計に精通し、経営全般に対する監督と有効な助言をいただけるものと判断し、監査等委員である社外取締役と

して選任しております。同氏は、日本蒸留酒酒造組合の専務理事でありますが、同組合と当社との間に特別な

関係はありません。

社外取締役加藤純子氏は、弁護士として企業法務と労務問題に精通し企業経営を統治するに相応しい見識を

有していることから、経営全般に対する監督と有効な助言をいただけるものと判断し、監査等委員である社外

取締役として選任しております。

なお当社は、2026年６月24日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）６名選任の件」「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が

承認可決されますと、当社の社外取締役は５名（うち監査等委員である社外取締役２名）となります。社外取

締役候補者品田一子氏は、大手銀行グループの経営幹部及び役員として、豊富な経験と高い知見を有してお

り、新たに選任をお願いするものであります。

 

（社外役員の独立性に関する判断基準）

 

当社における社外取締役（以下、「社外役員」という。）のうち、以下のいずれの基準にも該当しない社外

役員は、独立性を有するものと判断する。

1. 当社を主要な取引先とする者（その者の直近事業年度における年間連結売上高の２％を超える支払いを当社

から受けている者）又はその業務執行者

2. 当社の主要な取引先（当社に対して、当社の直近事業年度における年間連結売上高の２％を超える支払いを

行っている者）又はその業務執行者
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3. 当社から役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている公認会計士、税理士、弁護

士、司法書士、弁理士、コンサルタント等（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当

社から得ている財産が年間収入の２％を超える団体に所属する者）

4. 当社又は連結子会社の会計監査人である監査法人に所属し、当社又は連結子会社の監査業務を担当している

者

5. 当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関の業務執行者

6. 当社の主要株主又はその業務執行者

7. 当社が主要株主である会社の業務執行者

8. 社外役員の相互就任関係にある先の業務執行者

9. 当社から年間1,000万円を超える寄附を受けている者（当該寄付を得ている者が法人、組合等の団体である場

合は、当社から得ている寄附が年間収入の２％を超える団体の業務執行者）

10. 最近３年間において、上記１から９までのいずれかに該当していた者

11. 上記１から10までのいずれかに掲げる者（重要な者に限る。）の配偶者又は二親等以内の親族

12. 当社又は子会社の取締役、執行役員又は支配人その他の使用人（重要な者に限る。）の配偶者又は二親等以

内の親族

13. 最近３年間において、当社又は子会社の取締役、執行役員又は支配人その他の使用人（重要な者に限る。）

に該当していた者の配偶者又は二親等以内の親族

14. 上記１から13のほか、当社の一般株主と利益相反関係が生じるなど、独立性を有する社外役員としての職務

を果たすことができない特段の事由を有している者

15. 当社の社外役員として通算の在任期間が８年を超えている者

 

(注)1.「業務執行者」とは、法人その他の団体の業務執行取締役、執行役、執行役員、その他これらに準じる者

及び使用人をいう。

2. 「主要株主」とは、直近事業年度末における議決権保有比率が総議決権の10％以上の株式を保有する者を

いう。

3.「重要な者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の職位にある使用人をいう。

 

③　社外取締役又は監査等委員である社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査と

の相互連携並びに内部統制部門との関係

　内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携及び内部統制部門との関係につきまして、社外取締役及

び監査等委員である社外取締役は内部監査、コンプライアンス、内部統制の経過、監査等委員監査及び会計監査

の結果について取締役会で報告を受けております。また、監査等委員である社外取締役は、主に監査等委員会

で、定期的に会計監査人から、監査・レビューの結果報告を受けており、これらの情報交換を通して連携強化に

努めております。
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（３）【監査の状況】

① 監査等委員会の状況

　当社における監査等委員会の監査は、内部統制室の内部監査機能を活用した組織的な監査、及び監査等委員による

日常の監査を主な枠組みとしております。監査等委員会は、監査等委員である３名の社外取締役を、監査役と同等の

調査権限を有する選定監査等委員に任命し、監査を行う体制としており、取締役の職務の執行に関して、監査等委員

会が定めた監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い監査を実施しております。常勤監査等委員は、監

査計画に基づき全般的な監査を計画的に実施し、監査等委員会に於いて常務会、経営幹部会議等の重要会議、管理部

門・事業部門等の責任者ヒアリング、事業所等の実地調査、及び海外拠点等を含む子会社のリモートによる取締役会

等、の結果を報告しております。非常勤監査等委員は、取締役会、監査等委員会等の重要会議への出席、他の取締役

や会計監査人とのコミュニケーション、代表取締役との定例的な意見交換等を行っております。こうした活動により

収集した情報を元に、月次で開催する監査等委員会に於いて監査等委員間の協議を通して、海外子会社の組織運営や

企業買収等の経営課題について様々な角度からの意見交換、指摘等が行われております。監査等委員会と内部統制室

との連携については、毎月の監査等委員会において内部統制室長が業務の報告を行っているほか、常勤監査等委員と

月例の連絡会、業務ヒアリング等の相互立会等を実施しており、また会計監査人との連携についても、三者が出席し

て四半期ごとに監査及びレビュー結果または年度監査の進捗状況等の報告会を開催し、監査上の主要な検討事項（Ｋ

ＡＭ）を含めた監査計画の説明、及び当該計画の進捗、結果等について報告を求めるなど情報交換・意見交換を行っ

ており、いわゆる三様監査を実践しております。

　なお、常勤監査等委員である取締役山元文明氏は、複数の企業で経営及び監査に携わることで培われた豊富な経験

と知識を有しており、財務及び会計をはじめとした経営管理全般の知見を有しております。監査等委員である取締役

岡南啓司氏は、長年にわたり国税庁・国税局において要職を歴任し、税務はもとより財務及び会計に精通し、経営全

般を監督する十分な見識を有しております。監査等委員である取締役加藤純子氏は、弁護士として企業法務と労務問

題に精通し企業経営を統治するに相応しい見識を有しております。

　各監査等委員の当事業年度に開催した監査等委員会および取締役会への出席率は次のとおりです。

役職名 氏名
当事業年度の

監査等委員会出席率

当事業年度の

取締役会出席率

取締役（常勤監査等委員） 山元　文明 100%（16/16回） 100%（16/16回）

取締役（監査等委員） 岡南　啓司 100%（16/16回） 100%（16/16回）

取締役（監査等委員） 加藤　純子 100%（16/16回） 100%（16/16回）

山元文明氏は、2026年６月24日開催予定の第74期定時株主総会の終結の時をもって退任予定です。

石川克己氏が、2026年６月24日開催予定の第74期定時株主総会において取締役（常勤監査等委員）に選任される予定

です。

② 内部監査の状況

　当社における内部監査部門は、代表取締役社長執行役員の直轄組織としての内部統制室下に設置する内部監査グ

ループになります。内部監査グループの員数は６名であり、うち２名は監査等委員会事務局を兼務しております。

　内部監査は、監査等委員会と協議・連携しながら社会環境の変化や業務の状況を勘案した年間監査計画を策定し、

代表取締役社長執行役員の承認を得て実施しております。当事業年度は当社及び連結子会社、計３社の組織運営、業

務運営などの妥当性、効率性、合法性の評価の観点から監査を実施しております。内部監査の結果は代表取締役社長

執行役員と監査等委員会へのデュアルレポーティングラインになっており、内部統制室長から代表取締役社長執行役

員への定例報告は原則月２回、監査等委員会への定例報告は原則月１回開催される監査等委員会にて実施しており、

また適宜取締役会へも報告しております。なお内部監査において発見した改善すべき事項は、関係部門へ改善状況の

報告を求め、再評価を行っております。

内部統制室長は、情報収集のため原則月１回開催されるコーポレート部門長会議に参加、またオブザーバーとして

コンプライアンス委員会、安全保障貿易委員会、およびリスクマネジメント委員会に参加したほか、監査法人からの

情報収集のため年４回の当社コーポレート部門の経営層レベルと監査法人パートナーとの会議に参加し、加えて年４

回の監査法人との内部統制評価に係る実務者レベルの会議に参加しております。

 

③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

 

b.継続監査期間

　34年間

　上記は、当社が新規上場した際に提出した有価証券届出書における監査対象期間より前の期間については調査が著

しく困難であったため、有価証券届出書における監査対象期間以降の期間について記載したものです。実際の継続監

査期間は、この期間を超える可能性があります。
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c. 業務を執行した公認会計士

　指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　神山卓樹

　指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　濱田　環

 

d. 監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士14名、その他36名であります。

 

e. 監査法人の選定方針と理由

　当社は、アジア地域を主として、各国に拠点をおいて事業活動を展開していることから、在外子会社を含めた財務

情報の信頼性と透明性を確保するために、グローバルなネットワークを有する監査法人を選任することを基本方針と

しております。

また、選定及び再任過程においては、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策

定に関する監査役等の実務指針」等を参考にしております。

 

f. 監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監

査役等の実務指針」に沿って、監査法人に対して評価を行っております。監査品質についても監査法人から、監査法

人が定める「監査に関する品質管理基準」に基づいて実施している旨の報告、及び期初の監査計画の説明、四半期ご

とに監査及びレビュー結果または年度監査の進捗状況等、定期的に監査状況の報告を受けております。その評価につ

いては、監査の方法及び監査の結果ともに相当とするものであります。
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④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 68 － 91 －

計 68 － 91 －

　前連結会計年度の監査証明業務に基づく報酬については、上記以外に前連結会計年度に係る追加報酬が16百万円

あります。

 

b. 監査公認会計士等と同一のネットワーク（KPMG）に対する報酬（a.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － 122 － 34

連結子会社 66 6 88 5

計 66 129 88 39

　当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、M&A支援業務、税務関連業務及びリスク管理体制整備支援業務
等であります。

 

c. 監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査の実施項目、実施対象、及び予定監査時

間等を勘案した上で決定することとしております。

 

d. 監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　当社の常務会にて決議し、取締役会に報告を行った会計監査人に対する報酬等に対して、監査等委員会が会社法第

399条第１項の同意をした理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査人の職務遂行状況、及び報酬の見積金額

の算出根拠等について必要な検証を行った結果、妥当であると判断したためであります。
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（４）【役員の報酬等】

本項では、提出日時点の事項を記載しております。

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」と

いう。）の個人別の報酬にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議す

る内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報

酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認してお

り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動

した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針といた

します。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、短期インセンティブとしての業績連動

報酬および中長期インセンティブとして付与される譲渡制限付株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役及

び非業務執行取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うことといたします。

　業務執行取締役の業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬の基本報酬に対する報酬構成比率の目安は、以下のとおり

といたします。

基本報酬：業績連動報酬：譲渡制限付株式報酬＝1：0.5：0.25

※業績連動報酬の上記比率は、上限額が支給された場合であり、業績指標（KPI）の達成度合いに応じて0～0.5の範

囲で変動いたします。

 

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は、次のとおりです。

a. 基本報酬に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の

水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定いたします。

b. 業績連動報酬等に関する方針

　業務執行取締役に対する業績連動報酬は、単年度の業績指標（KPI）の達成度合いに応じて、役員賞与として定時

株主総会終了後１ヶ月以内に支給いたします。業績指標は、中期経営計画の重要な経営指標としている営業利益と

ROEを採用し、ROEの達成すべき水準(下限)を５%と定め、その水準を満たした場合、当該事業年度の営業利益の実績

に基づき、営業利益額に所定の乗率を掛け、業績連動報酬原資を算出いたします。但し、業績連動報酬原資の上限

は、支給対象取締役の基本報酬総額の50%といたします。

　なお、当事業年度の連結営業利益は6,080百万円、連結ROEは7.5%でありました。

c. 非金銭報酬等に関する方針

　非金銭報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとし、また、株主との価値共有を進めるために、

2020年６月25日開催の第68期定時株主総会の決議により導入した譲渡制限付株式報酬制度(取締役退任後に譲渡制限

解除)に基づき、業務執行取締役に対して、年額70百万円以内（ただし使用人分給与を含まない）の金銭報酬債権を

毎年一定の時期に支給いたします。

d. 報酬等の割合に関する方針

　業績連動報酬原資の配分割合については、上位の役位ほど配分ウェイトを高く設定し、業績指標の達成度合いに応

じ、基本報酬の0%～50%の範囲内で支給いたします。

譲渡制限付株式報酬は、役位に応じ、基本報酬の約20％～30%相当額を支給いたします。

e. 報酬等の決定に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長執行役員宮下環がその具体的内容について委任

をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の業績連動報酬の評価配分といたし

ます。委任をうける理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役

社長が適していると判断したためであります。代表取締役社長は、当該決定にあたっては、委員の過半数が社外取締

役で構成される指名・報酬委員会からの答申内容を尊重するものといたします。なお、譲渡制限付株式報酬は、指

名・報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議いたします。
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　また、2020年６月25日開催の第68期定時株主総会の決議により、監査等委員会設置会社に移行したことに伴い、同

定時株主総会において、取締役の報酬限度額を以下のとおり決議しております。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、年額450百万円以内（ただし、使用人分給与は含ま

ない。）

・上記報酬の枠内で、譲渡制限付株式報酬の限度額は、取締役（非業務執行取締役及び監査等委員である取締役を除

く。）について、年額70百万円以内

・監査等委員である取締役の報酬限度額は、年額60百万円以内

　なお、それ以前の役員の報酬については、次のとおり株主総会決議による報酬限度額の範囲内で、取締役の報酬は

上記に基づき取締役会決議により一任を受けた代表取締役社長が決定し、監査役の報酬は各監査役の協議により決定

しておりました。

・取締役の報酬限度額は、1991年６月27日開催の第39期定時株主総会において年額450百万円以内（ただし、使用人

分給与は含まない。）

・監査役の報酬限度額は、1992年６月29日開催の第40期定時株主総会において年額60百万円以内

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）定額報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役（監査等委員及び社

外取締役を除く）
196 107 55 33 7

監査等委員（社外取締役を

除く）
－ － － － －

社外役員 55 55 － － 6

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　２．非金銭報酬等については、譲渡制限付株式を支給しております。

 

③役員ごとの連結報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、受取配当

金や株価上昇によるキャピタルゲイン等の株主利益の獲得を主な目的とした投資を純投資目的の投資株式、それ以外

の商権の獲得及び維持等の営業関係の強化を主な目的とした投資を純投資目的以外の投資株式としております。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a. 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　当社は、持続的な成長と経済的価値の向上のため、仕入先や販売先等との良好な関係の維持強化を図るために必要

と判断する企業の株式を保有しております。戦略的に保有する意義が希薄と考えられる政策保有株式については縮減

する方針であり、毎年、取締役会において個別銘柄毎に経済的合理性等を精査し、保有継続の適否を検証いたしま

す。

　検証にあたっては、当社の算出する資本コストと、銘柄企業との年間取引利益や配当金から算出される収益率を比

較し、銘柄ごとの時価金額も考慮し定性的な検証を加えて見直し等を行います。

 

b. 銘柄数及び貸借対照表計上額

 

　イ.保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 11 162

非上場株式以外の株式 12 7,374

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 100 商権獲得のための新規投資によるもの

非上場株式以外の株式 6 12
持株会を通じての定期的な購入及び保有してい

た非上場株式の新規上場によるもの

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 -

非上場株式以外の株式 5 2,358

（注）株式数が増加及び減少した銘柄には、株式の併合、株式の分割、株式移転、株式交換、合併等による変動を含みま

せん。非上場株式の減少は、新規上場に伴うものであり、売却価額の発生はありません。
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c. 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　　　 特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

Pfeiffer Vacuum

GmbH

174,274 226,235 仕入先として商権の安定化を目的に保有

しており、当社の判定基準である収益率

を確保している。

無

5,273 5,698

三菱電機株式会社

184,028 182,121

販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。株式数の増加は持

株会を通じての定期的な購入によるも

の。

無

917 495

イビデン株式会社

42,688 21,246
販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。株式数の増加は株

式分割及び持株会を通じての定期的な購

入によるもの。

無

314 84

デジタルグリッド株

式会社

300,000 -
仕入先として商権の安定化を目的に保有

しており、取引は安定的に推移してい

る。当事業年度にて、新規上場したこと

に伴い、当事業年度より記載。

無

220 -

日本電気株式会社

47,599 14,969

販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。株式数の増加は株

式分割及び持株会を通じての定期的な購

入によるもの。

無

183 235

日本電子株式会社

26,981 26,438
販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。株式数の増加は持

株会を通じての定期的な購入によるも

の。

無

154 121

FIT Hon Teng Ltd
1,000,000 1,000,000 仕入先として商権の安定化を目的に保有

しており、当社の判定基準である収益率

を確保している。

無

139 45

株式会社島津製作所

20,000 20,000 販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。

無

73 74

ISA RIBER

55,241 55,241 仕入先として商権の安定化を目的に保有

しており、取引は安定的に推移してい

る。

無

55 25

日本ゼオン株式会社

13,552 13,078
販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。株式数の増加は持

株会を通じての定期的な購入によるも

の。

無

23 19
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

大王製紙株式会社

17,774 17,774 販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、取引は安定的に推移して

いる。

無

18 14

高千穂交易株式会社

100 61,600 エレクトロニクス商社として業界情報の

収集等、営業取引以外の効果を見込んで

保有している。

有

0 241

株式会社日立製作所

- 68,500 販売先として取引の維持・拡大を目的に

保有しており、当社の判定基準である収

益率を確保している。当事業年度にて、

全ての株式を売却済。

無

- 236

 

　ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

　　 該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

 

　当社は、社員一人ひとりの才能と能力が企業の持続可能な成長の真の源泉であるとの認識のもと、人材育成を企業活動

の中核に置いて取り組んでいます。中期経営計画「Hakuto 2028」（2025年4月策定、最終年度2029年3月期）において

は、人材に関する基盤強化戦略として「イネーブラーとしての役割を果たす人材の確保と育成」を重要な柱に掲げまし

た。

　以下では、当社グループのビジネスモデルにおける人的資本の位置付けを起点に、経営戦略と人材戦略の連動とその関

係について、人的資本の依存と影響、人的資本関連のリスク及び機会を整理したうえで、人材戦略の方向性、及びそれに

基づく3つの基本アプローチごとの取り組みと対応指標、指標及び目標の全体表、ならびにガバナンス及びリスク管理を

順に記載します。

1．当社における人的資本の位置付け

　当社は、エレクトロニクスとケミカルの2つの事業領域に、商社機能とメーカー機能の双方を併せ持つハイブリッド企

業です。商社機能においては、世界の主要メーカーと顧客との間で目利き力を活かした商材選定・技術サポートを担い、

メーカー機能においては、現場の課題を起点とした研究開発と運用支援を担うことで、複合的な価値を提供しています。

当社グループが取扱う電子部品、電子・電気機器及び工業薬品は、技術革新とコモディティ化が進んでいます。このよう

な事業環境において当社グループが競争優位を維持・強化するためには、顧客課題を起点として社内外のリソースを複合

的に組み合わせ、顧客の事業成功・事業成長に必要な解を共創できる人材を確保・育成することが不可欠です。

　当社は、この役割を担う人材を中期経営計画「Hakuto 2028」において「イネーブラー」と定義しました。イネーブ

ラーとは、単に目の前の仕事を遂行するにとどまらず、新しいアイデアを持ち込み、革新を推進し、顧客や社会が直面す

る課題の解決に積極的に寄与できる人材です。当社グループの経営戦略の実現は、このような人材の確保と育成に依存し

ています。

2．経営戦略と人材戦略の連動

(1) 経営戦略の概要

　当社は、中期経営計画「Hakuto 2028」において、2029年3月期に連結売上高2,800億円以上、連結営業利益率4.0％以

上、ROE10％以上の達成を経営目標として掲げています。事業戦略の柱は、(i) 顧客課題に応じた提供価値の複合化と新

規創出、(ii) M&A及び資本提携による新たな価値の獲得、(iii) 新規事業開発に特化した「ビジネスインキュベーション

センター」の新設による全社視点での事業・ソリューション開発です。

(2) 経営戦略の実現に必要となる人材（人的資本への依存）

　上記の事業戦略の実現は、以下の人材を確保できるか否かに依存しています。

顧客課題を起点に、商品・サービス・技術・情報を組み合わせて複合価値/新たなビジネスを創出できる人材

半導体デバイス、先端機器及びケミカル各分野において顧客に付加価値を提供できる技術専門人材（フィールドアプリ

ケーションエンジニア／フィールドサービスエンジニア、新規製品の研究開発エンジニアなど）

M＆Aや外部との連携・提携など大きな事業インパクトをもたらす高難易度のプロジェクトを推進する人材

データサイエンス・AI・クラウド活用など、当DX戦略「全員参加型伯東デジタル改革」を牽引するDX人材

海外売上高比率約40％を支え、中華圏・ASEAN・インド等の現地ビジネスを担うグローバル人材

将来の経営を担う次世代経営人材

(3) 人材に対する投資（人的資本への影響）

　当社は、上記の人材を確保し、その能力を最大限に発揮できる環境を整えるため、継続的に投資しています。これらの

投資は、第3項で示す3つの基本アプローチのもと、その主な取り組みと対応指標を紐づけて管理します。

(4) 人的資本関連のリスク及び機会

　上記(2)及び(3)で述べた経営戦略と人材の相互関係は、当社グループのキャッシュ・フロー等に重要な影響を与える可

能性のある、人的資本関連のリスク及び機会を生じさせます。当社は、これらを「人材の量及び多様性」「人材の能力」

「働く環境」の3つの観点で識別しています。

観点 主要なリスク 主要な機会

人材の量及び多様性

売上高2,800億円規模への拡張を支える人材の絶対数が

不足するリスクがあります。海外現地人材、女性管理

職層、若手層の確保が困難となり、経営計画の実行が

遅延する可能性があります。

M&Aにより新たにグループインしたクリアライズ社

（2024年9月）、インドRabyte社(2026年2月)等を通じた

人材プールの拡大が見込まれます。多様性の向上が組

織のイノベーション力強化につながる機会がありま

す。

人材の能力

ソリューション複合化を担う人材、半導体・ケミカル

先端領域のエンジニア及びDX人材を確保・育成できな

いリスクがあります。商材のコモディティ化が進行す

る中で従来型の販売手法にとどまることにより、収益

性が悪化する可能性があります。

デジタルスキル習得を中心にリスキリングを基盤とし

た既存社員の戦略人材化、及びサクセッションプラン

による次世代経営人材の輩出が機会として見込まれま

す。
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観点 主要なリスク 主要な機会

働く環境

組織風土の画一化により当社グループ固有の競争優位

が失われるリスクがあります。エンゲージメントの低

下による離職及び採用ブランドの悪化も懸念されま

す。

柔軟な働き方とウェルビーイングの向上により、定着

力の強化及び生産性向上につながる機会があります。

健康経営優良法人認定等の対外評価を活用した採用ブ

ランドの向上が見込まれます。

3．人材戦略：3つの基本アプローチと取組み・対応する指標

　第2項で識別したリスク及び機会を踏まえ、当社は「イネーブラーを体現する人材の確保と育成」を人材戦略の基本方

針に定めています。本項では、まず求める人材像を示したうえで、イネーブラー人材の確保と育成に向けた3つの基本ア

プローチごとに方針を定め、その主な取り組みと対応する指標を表形式で整理します。なお、指標の定義、2024年度実績

値及び目標値は、第4項「指標及び目標（全体表）」に記載しています。

(1) 求める人材の再定義

　当社は、中期経営計画「Hakuto 2028」の策定にあたり、当社グループが定めたShared Value（逆算思考、思いやる・

高め合う、“つなぐ”をリードする）を基盤とし、イネーブラーを体現している人材が発揮している能力・行動を

「Think（考える力）」「Drive（推進する力）」「Refine（磨く力）」の3つで構成される人材像として定義しました。

この人材像を、イネーブラーを体現する基本要件とし、社員一人ひとりの成長の羅針盤として位置付けるとともに、OJT

及びOff-JTの制度設計に活用し、当社の育成システムの核としています。

能力 定義

Think（考える力）
顧客起点のゴールを逆算思考で描き、情報への高い感度と収集力をもって変化を先取る力です。課題の本質

を捉え、新しい視点で解決策を考えることを行動特性とします。

Drive（推進する力）
迷わず選択して前進し、共に挑戦する仲間をつくりながら最後までやり遂げる力です。まずは相手に関心を

持つことを起点に、組織横断で協働を推進することを行動特性とします。

Refine（磨く力）
主体性をもってものごとに臨み、自らフィードバックを求めてそこから学ぶ力です。状況に応じて軌道修正

し、常に最善を追求し続けることを行動特性とします。

(2) 3つの基本アプローチ

① 多様かつこれまでにない人材の獲得

方針：多様な専門性を持つ人材が相互に補完し合うことで、顧客課題に対する複合的なソリューションを創出できると考

えています。エレクトロニクス及びケミカルの両事業領域で先端技術を担う人材、DXを牽引する専門人材、異業種で経験

を積んだ即戦力人材を、「イネーブラー」という人材像のもとに獲得していきます。

主な取り組み 対応する指標（第4項の記号）

採用活動の強化：エンジニア人材及び理系人材の採用を最優先課題とし、大学・大学院と

の連携を強化します。DX領域の専門人材、異業種経験者、大学・研究機関で専門性を磨い

た人材にも積極的にアプローチします。

(a)理系＆エンジニア人材比率

 

② 社員ひとりひとりの成長支援

方針：社員の自律的な学びを支援し、各自のキャリア及び挑戦に応じてスキルを継続的にアップデートできる環境を整備

します。スキルの定義、現状の可視化、適切な学習機会の提供、現場での実践、振り返り・共有という一連のサイクルを

通じ、社員一人ひとりの成長を組織全体の競争力に結び付けます。

主な取り組み 対応する指標（第4項の記号）

タレントマネジメントシステムを活用して人材ポートフォリオを可視化し、「スキル定義→現状把握

→処方箋の提供→現場実践→振り返り・共有」の育成サイクルを構築し、必要な教育投資を行ってい

きます

(b) 1人当たり教育・研修費

学びの文化醸成：2025年度から全社員向けオンライン学習プラットフォーム「伯東の学び場」を展開

し、DX・語学・マネジメント分野を中心にコンテンツを拡充しています。
(c)「伯東の学びの場」利用率

DX人材の育成：ITパスポート、G検定、データサイエンティスト検定、情報処理技術者試験等の段

階的な資格取得を支援し、DX関連資格取得者数の拡大を目指します。

また、資格者数に留まらず、AI関連技術の習得に向けて実案件を通じて習得する「AI人材育成社内イ

ンターン制度」や部門横断でAI技術を学び合う場として「AIエンジニアLab」を開始しました。

(d) DX関連資格取得者数

グローバル人材・次世代経営人材の育成：海外子会社への出向、選抜型サクセッションプラン、社外

取締役を含む指名・報酬委員との自由討議等を通じ、将来のリーダーを計画的に育成します。
(j)外国籍社員数（うち管理職）

③ 新たな組織文化の醸成
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方針：社員がビジョン及びShared Valueに共感し、各々の個性を発揮しながら互いに高め合える組織文化を醸成します。

多様性を尊重するインクルーシブな職場づくり、エンゲージメントの定期的な可視化と改善、心身の健康を支えるウェル

ビーイング施策を通じ、変革への機運を全社に広げます。

主な取り組み 対応する指標（第4項の記号）

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進：国籍・性別・価値観の違いを尊重し、外国籍社員の活

躍、女性社員の職域拡大・キャリア開発・管理職登用を支援します。女性活躍推進を体系的に実行す

るため、2024年度には「伯東ウィメンズカレッジ」を開講しました。

(h)女性管理職比率

(i)男女賃金格差

(j)外国籍社員数（うち管理職）

エンゲージメントの可視化：毎年エンゲージメントサーベイを実施し、「サーベイ実施・検証→課題

と打ち手の検討→フィードバック・施策の実行」のサイクルを通じて改善活動を行います。

加えて、新規入社者について、定期的にオンボーディングに関するパルスサーベイを実施し、採用後

のフォローアップに取り組んでいます。

(e)従業員エンゲージメントスコア

（総合KPI）

(g)自己都合退職率

ビジョン・Shared Valueの浸透：経営層と社員がビジョン実現に向けた現在地と課題を語り合う座談

会形式のワークショップ、及びShared Valueを体現した社員・チームを称えるアワードを実施してい

ます。

(f)ビジョン/シェアードバリュー共感

度

ウェルビーイングと健康経営：フィジカルケア、メンタルヘルスケア、働き方改革の三本柱で取組み

を進め、健康経営戦略マップに基づき、在宅勤務・時差出勤、仕事と家庭の両立支援、二次健診の受

診促進等を強化します。

(k)男性育児休暇取得率

(l)年次有給休暇取得率

(m)健康経営度調査偏差値

 

(3) 従業員の給与（賞与を含む）その他の給付の額及び内容の決定に関する方針

当社グループにおける従業員の給与等の決定は、以下の方針に基づいて行っています。

基本給の決定方針 ̶ 基本給は、社員の職務・職責、保有スキル及びキャリアコースに応じて決定します。外部労働市場

における競合他社との給与水準も定期的に調査し、当社グループの競争力を確保します。

賞与の決定方針 ̶ 賞与は、当社グループ全体の業績（連結業績指標）及び個人の職務遂行状況・成果に応じて決定しま

す。個人の業績評価については、目標設定面談と期末評価を通じて行います。なお、管理職層においては、中期経営

計画「Hakuto 2028」に連動する戦略遂行評価を併せて実施しています。

報酬体系の方向性 ̶ 中期経営計画「Hakuto 2028」において「人事の透明性」と「自律的キャリア形成」に主眼を置い

た新人事制度を運用しており、職務の重要度をより適切に反映した報酬体系への移行を継続的に進めています。ま

た、イネーブラー人材として求められる専門性の高い人材の確保に向け、市場競争力のある報酬水準の設定に取り組

んでいます。

執行役員(雇用型)及び上級幹部社員に対しては、2026年度より連結業績と個人別業績評価に基づく、業績連動型株式報

酬制度を導入しました。

 

4．指標及び目標（全体表）

本項は、第3項の取組別表で参照した(a)～(m)の指標について、詳細値を確認するための指標一覧です。記号、指標、測

定目的、2024/25年度実績、目標値及び補足情報に限定して一覧化しています。

記

号
指標 測定目的・位置づけ 2024年度 2025年度

2028年度目標

等
注記・今後の扱い

(a)
理系＆エンジニア比

率

技術商社としての人材の

厚さを示す指標

理系53%＆

エンジニア

17%

理系51%＆

エンジニア

16%

（予定なし）
人員構成のバランスを適宜

判断

(b)
1人当たり教育・研

修費

人材育成に対する投資額

を把握する指標
87,233円 112,026円 （予定なし）

教育投資の継続的な増減を

確認し、必要な投資判断を

実施

(c)

ラーニングプラット

フォーム「伯東の学

びの場」利用率

自律的学習機会の利用状

況を把握する指標
51.6% 70.9%

全社員の

70%以上を

維持

アクティブユーザーの割合

を算出

(d) DX関連資格取得者数
DX人材育成の進捗を把

握する指標
22名 38名

全社員の

10％以上
 

(e)
従業員エンゲージメ

ントスコア(総合KPI)

組織活力・共感・働きが

いを把握する指標

集計方法が

異なるため

比較不可

65.7%
総合KPI

平均70％以上

エンゲージメントや従業員

体験などのKPIの平均値を開

示
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記

号
指標 測定目的・位置づけ 2024年度 2025年度

2028年度目標

等
注記・今後の扱い

(f)
ビジョン・バリュー

共感度

従業員の意識変革の状態

を把握する指標
－ 50%

共感度

70％以上

エンゲージメントサーベイ

において項目を設定

(g) 自己都合退職率
定着力と組織状態の変化

を把握する指標
1.5％ 3.2％

3％以下の

水準を維持
 

(h) 女性管理職比率
管理職層における多様性

の進捗を把握する指標

9.8％

（2025/1時

点）

11%

（2026/4/1

時点）

20.0%

（2030/4/1時

点）

 

(i) 男女賃金格差

公正な機会提供と人材配

置・登用の結果を把握す

る指標

70.9％ 73.9% 80.0% 正規雇用労働者の数値

(j)
外国籍社員数

（うち管理職）

多様なバックグラウンド

を持つ人材基盤を把握す

る指標

17名

（4名）

16名

（3名）
（予定なし） 単体における数値を開示

(k) 男性育児休暇取得率

両立支援とインクルーシ

ブな職場環境を把握する

指標

64.7％ 69.2% 85%
制度利用を促進し、働き方

改革の定着を確認

(l) 年次有給休暇取得率
健康経営・働き方改革の

定着を把握する指標
81.3％ 73.5％ 80%以上 80%以上の水準を維持

(m)
健康経営度調査偏差

値

健康経営・働き方改革の

定着を把握する指標
57.0 59.7 60以上 偏差値60以上の水準を維持

（注）1．目標値が設定済み又は目標水準が明示されている指標と、中期経営計画「Hakuto 2028」期間中に目標値の設定及び運用基盤整備を進め

る指標を併記しています。

（注）2．女性管理職比率は、2024年度が2025年4月1日時点の数値です。男女賃金格差は正規雇用労働者の数値です。

 

5．ガバナンス及びリスク管理

(1) 監督体制

　取締役会は、中期経営計画「Hakuto 2028」のもとで策定した人材戦略及び人的資本投資に関する方針を承認し、その

執行状況を監督する責任を担っています。サクセッションプラン（次世代経営人材の育成）については、社外取締役が過

半数を占める指名・報酬委員会が同プランの進捗状況をモニタリングしているほか、経営課題に関する自由討議の場を通

じて深く関与しています。

(2) 執行体制

　当社は、2025年4月の組織変更により、ESGに特化した「ESG経営推進ユニット」を新設しました。同ユニットは、担当

役員のもと、グループ全体のESG方針及び目標の立案・発信、社内での啓発・教育、KPI管理、社外への情報開示に至るま

でを広く担っています。人材戦略に関わる各施策は、ESG経営推進ユニットと事業セグメント・人事部門の責任者が連携

し、現場レベルで実行しています。

(3) リスク管理

　当社は、「事業発展のために必要な人材が採用・育成できなかった場合や想定以上の人材が流出した場合には、中長期

的に今後の事業計画や業績に影響を及ぼす可能性がある」ことを、人的資本に関する主要なリスクとして認識しています

（「事業等のリスク」参照）。

　当該リスクは、当社グループの全社的リスク管理の枠組みであるリスクマネジメント委員会（年4回開催、委員長：リ

スク管理担当取締役）において、他の事業リスクと統合的に管理しています。同委員会は識別したリスクを取締役会へ報

告しています。リスクの顕在化状況は、同委員会を通じて継続的にモニタリングしています。社員の健康と労働安全に関

するリスクについては、拠点毎の安全衛生委員会を統括する総合安全衛生管理委員会(年2回開催、委員長：コーポレート

リレーション部担当役員）において、全社の安全衛生活動報告に基づき管理しています。

(4) 役員報酬との連動

　経営層の人材戦略に対する長期的なコミットメントを担保する仕組みとして、役員の業績連動報酬の評価項目に人的資

本関連指標（エンゲージメントスコア等）を組み入れることが決定しており、2026年度より制度運用を開始します。
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（２）【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品事業 680

電子・電気機器事業 249

ケミカル事業 123

その他の事業 224

全社（共通） 228

合計 1,504

　（注）１．従業員数は、就業人員数であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

（2）提出会社の状況

    2026年３月31日現在

従業員数
（人）

平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
平均年間給与
（円）

平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

727 43.86 13.82 9,675,485 2.4

 

セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品事業 301

電子・電気機器事業 162

ケミカル事業 110

その他の事業 34

全社（共通） 120

合計 727

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

る　ものであります。

３．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

４．平均年間給与は、契約社員を除いて算出しております。

（3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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（4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

前事業年度

管理職に占める女性労
働者の割合（％）
　　　（注）１．

男性労働者の育児休業取
得率（％）
　　　（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

9.8 64.7 62.8 70.9 70.2

 

当事業年度

管理職に占める女性労
働者の割合（％）
　　　（注）１．

男性労働者の育児休業取
得率（％）
　　　（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

11.0 69.2 68.4 73.9 65.1

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

 

②連結子会社

　労働者数101人以上300人以下

当事業年度

名称

管理職に占める女

性労働者の割合

（％）（注）１．

男性労働者の

育児休業取得

率（％）

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）１．

全労働者
正規雇用

労働者

パート・

有期労働者

モルデック株式会社 11.1 － 66.7 79.8 93.7

株式会社クリアライズ 4.3 － 68.1 69.3 33.7

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

　　　２．モルデック株式会社及び株式会社クリアライズの男性育児休業取得対象者はおりませんでしたので「－」で

表示しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に基

づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日ま

で）及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、有限責任 あず

さ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、適時に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集につとめて

おります。

　また、会計基準設定主体等の行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,929 18,957

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 39,696 ※１,※５ 51,652

電子記録債権 6,098 5,216

商品及び製品 42,854 ※５ 44,496

仕掛品 83 96

原材料及び貯蔵品 1,546 1,718

その他 4,391 5,016

貸倒引当金 △67 △85

流動資産合計 109,532 127,068

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※３ 6,112 ※３,※５ 6,769

減価償却累計額 △4,933 △5,069

建物及び構築物（純額） 1,179 1,699

機械及び装置 ※３ 5,726 ※３ 5,767

減価償却累計額 △4,415 △4,686

機械及び装置（純額） 1,310 1,080

土地 3,053 3,053

その他 ※３ 5,950 ※３ 6,781

減価償却累計額 △4,505 △4,905

その他（純額） 1,444 1,876

有形固定資産合計 6,988 7,710

無形固定資産   

のれん 3,028 16,063

その他 1,596 1,555

無形固定資産合計 4,625 17,618

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 8,333 ※２ 8,557

投資不動産 － ※５ 1,803

繰延税金資産 447 600

その他 472 1,159

貸倒引当金 △23 △35

投資その他の資産合計 9,229 12,086

固定資産合計 20,843 37,415

資産合計 130,376 164,484
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,863 21,795

電子記録債務 1,708 755

短期借入金 19,598 ※４,※５ 33,231

リース債務 313 456

未払法人税等 1,292 1,579

賞与引当金 2,538 2,308

役員賞与引当金 75 60

製品保証引当金 12 9

その他 5,795 7,161

流動負債合計 47,196 67,358

固定負債   

長期借入金 15,218 ※４,※５ 24,147

リース債務 152 196

繰延税金負債 1,541 2,044

役員退職慰労引当金 59 72

退職給付に係る負債 279 394

その他 380 437

固定負債合計 17,632 27,293

負債合計 64,829 94,651

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,100 8,100

資本剰余金 2,532 2,548

利益剰余金 49,375 50,056

自己株式 △4,746 △4,724

株主資本合計 55,261 55,980

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,569 4,711

繰延ヘッジ損益 △13 13

為替換算調整勘定 5,557 7,514

退職給付に係る調整累計額 171 166

その他の包括利益累計額合計 10,285 12,406

非支配株主持分 － 1,446

純資産合計 65,546 69,833

負債純資産合計 130,376 164,484
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※１ 183,133 ※１ 181,178

売上原価 ※２ 155,254 ※２ 153,098

売上総利益 27,878 28,080

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 6,394 6,904

賞与引当金繰入額 2,169 2,046

退職給付費用 593 648

その他 ※３ 10,808 ※３ 12,400

販売費及び一般管理費合計 19,965 22,000

営業利益 7,913 6,080

営業外収益   

受取利息 40 50

受取配当金 330 309

受取家賃 46 46

持分法による投資利益 13 15

その他 222 182

営業外収益合計 653 604

営業外費用   

支払利息 315 428

売上債権売却損 9 20

為替差損 897 609

その他 23 47

営業外費用合計 1,244 1,105

経常利益 7,321 5,579

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 3 ※４ 9

投資有価証券売却益 290 2,189

特別利益合計 294 2,198

特別損失   

固定資産除売却損 ※５ 4 ※５ 2

投資有価証券評価損 49 －

特別損失合計 54 2

税金等調整前当期純利益 7,561 7,775

法人税、住民税及び事業税 2,315 2,553

法人税等調整額 114 212

法人税等合計 2,429 2,765

当期純利益 5,131 5,009

親会社株主に帰属する当期純利益 5,131 5,009
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 5,131 5,009

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △296 139

繰延ヘッジ損益 △188 27

為替換算調整勘定 △168 1,956

退職給付に係る調整額 154 △5

持分法適用会社に対する持分相当額 0 2

その他の包括利益合計 ※１ △498 ※１ 2,120

包括利益 4,633 7,130

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 4,633 7,130

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,100 5,863 50,059 △8,872 55,150

当期変動額      

剰余金の配当   △5,079  △5,079

親会社株主に帰属する当期
純利益   5,131  5,131

自己株式の処分  23  35 58

自己株式の消却  △4,091  4,091 －

自己株式の取得    △0 △0

その他資本剰余金の負の残
高の振替  736 △736  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △3,330 △684 4,126 110

当期末残高 8,100 2,532 49,375 △4,746 55,261

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 4,865 175 5,725 17 10,783 － 65,933

当期変動額        

剰余金の配当       △5,079

親会社株主に帰属する当期
純利益       5,131

自己株式の処分       58

自己株式の消却       －

自己株式の取得       △0

その他資本剰余金の負の残
高の振替       －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△295 △188 △168 154 △498 － △498

当期変動額合計 △295 △188 △168 154 △498 － △387

当期末残高 4,569 △13 5,557 171 10,285 － 65,546
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,100 2,532 49,375 △4,746 55,261

当期変動額      

剰余金の配当   △4,328  △4,328

親会社株主に帰属する当期
純利益   5,009  5,009

自己株式の処分  16  22 38

自己株式の消却  －  － －

自己株式の取得    △0 △0

その他資本剰余金の負の残
高の振替  － － － －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 16 681 21 719

当期末残高 8,100 2,548 50,056 △4,724 55,980

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 4,569 △13 5,557 171 10,285 － 65,546

当期変動額        

剰余金の配当       △4,328

親会社株主に帰属する当期
純利益       5,009

自己株式の処分       38

自己株式の消却       －

自己株式の取得       △0

その他資本剰余金の負の残
高の振替       －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

142 27 1,956 △5 2,120 1,446 3,567

当期変動額合計 142 27 1,956 △5 2,120 1,446 4,286

当期末残高 4,711 13 7,514 166 12,406 1,446 69,833
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 

前連結会計年度

(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

当連結会計年度

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,561 7,775

減価償却費 1,235 1,376

のれん償却額 159 318

賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △267

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,197 △11

受取利息及び受取配当金 △371 △360

支払利息 315 428

持分法による投資損益（△は益） △13 △15

投資有価証券売却損益（△は益） △290 △2,189

投資有価証券評価損益（△は益） 49 －

固定資産除売却損益（△は益） 0 △7

未払消費税等の増減額（△は減少） 72 51

売上債権の増減額（△は増加） △1,231 △300

棚卸資産の増減額（△は増加） 11,733 3,116

仕入債務の増減額（△は減少） △6,715 531

その他 952 2,273

小計 12,237 12,721

利息及び配当金の受取額 387 369

利息の支払額 △313 △433

法人税等の支払額 △1,721 △2,383

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,589 10,273
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  （単位：百万円）

 

前連結会計年度

(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

当連結会計年度

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △808 △1,086

有形固定資産の売却による収入 4 25

無形固定資産の取得による支出 △248 △81

投資有価証券の取得による支出 △72 △112

投資有価証券の売却による収入 305 2,358

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△3,714 ※２ △17,818

非連結子会社株式の取得による支出 － △103

その他 △34 △715

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,568 △17,533

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 259,000 269,450

短期借入金の返済による支出 △261,900 △262,400

リース債務の返済による支出 △266 △514

長期借入れによる収入 12,000 16,000

長期借入金の返済による支出 △10,296 △8,211

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 35 22

配当金の支払額 △5,079 △4,328

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,507 10,017

現金及び現金同等物に係る換算差額 △152 1,061

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △639 3,819

現金及び現金同等物の期首残高 15,568 14,929

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,929 ※１ 18,749

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

 82/146



【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　　　　14社

　連結子会社は、伯東ロジスティクス株式会社、Hakuto Enterprises Ltd.、Hakuto Singapore Pte.Ltd.、

Hakuto Taiwan Ltd.、Hakuto (Thailand) Ltd.、Hakuto Engineering (Thailand) Ltd.、Hakuto Enterprises

(Shanghai) Ltd.、Hakuto Trading (Shenzhen) Ltd.、Hakuto America, Inc.、Hakuto Czech s.r.o.、Rabyte

Pte. Ltd.、 Rabyte Edge Pvt. Ltd.、モルデック株式会社、株式会社クリアライズであります。

　なお、Rabyte Pte. Ltd.は2026年２月に株式の76%を取得したことにより、Rabyte Edge Pvt. Ltd.は2026年２

月に第三者割当増資を引受け、同社の株式の76％を取得したことにより連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等

　非連結子会社Microtek Hongkong Ltd.、Hakuto Malaysia Sdn.Bhd.及びHakuto India Pvt. Ltd.は、総資産、

売上高、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、連結の範囲から除外してお

ります。

　なお、Hakuto India Pvt. Ltd.は当連結会計年度に新規設立いたしました。

 

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した関連会社の数　1社

　持分法適用関連会社は、サンエー技研株式会社であります。

（2）持分法を適用しない非連結子会社

　Microtek Hongkong Ltd.、Hakuto Malaysia Sdn.Bhd.及びHakuto India Pvt. Ltd.は、連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　Hakuto Enterprises (Shanghai) Ltd.、及びHakuto Trading (Shenzhen) Ltd.の決算日は12月末日でありま

す。連結財務諸表の作成に当たっては連結決算日現在で仮決算を行った財務諸表を基礎としております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ取引

　時価法を採用しております。

③　棚卸資産

　商品、製品、原材料及び仕掛品は主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）、貯蔵品は主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

 83/146



（2）重要な減価償却資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。なお、耐用年数

及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。また、在外連結子会社に

ついては、個別見積により耐用年数を決定し、主として建物については定額法、その他の有形固定資産につい

ては定率法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産、顧客関連資産を除く）

（イ）自社利用のソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（ロ）その他の無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

③　リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、自己所有の固定資産

に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　顧客関連資産

顧客関連資産については、効果の発現する期間（10年）にわたり定額法により償却を行っております。

⑤　投資不動産

在外連結子会社の投資不動産については、定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社の従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

③　役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しております。

④　製品保証引当金

　販売済商品及び製品に係る一定期間内の無償修理等の費用の発生に備えるため、実績率を基にした会社所定

の基準により計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　当社及び連結子会社の一部の役員の退職慰労金の支払に備えるため、主として役員の退職慰労金に関する内

規に基づく期末要支払額をもって設定しております。なお、当社は2004年６月に役員報酬制度を改訂してお

り、2004年７月以降対応分については、引当計上を行っておりません。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の金利スワップの特例処理の要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建予定取引

(ロ)ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…銀行借入(変動金利のもの)

③　ヘッジ方針

　為替予約取引等につきましては、為替相場の変動リスクを回避することを目的として、当社の「市場リスク管

理規程」及び「外国為替予約締結マニュアル」に従い、実施しております。金利スワップは金利変動による借入

債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象の外貨建予定取引に関する重要な条件が同一であると

認められ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができることか

ら、有効性の判定は省略しております。

　また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについて特例処理を行っているため、有効性評価の判定を

省略しております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発現する期間（10-15年）にわたり定額法により償却を行っております。

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

（8）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループは、電子部品事業、電子・電気機器事業、ケミカル事業を主な事業としており、それぞれの事業

において商製品の販売及び関連するサービスの提供等を行っております。

　商製品の販売については、契約書に従い、商製品に対する支配が顧客に移転した時点で履行義務を充足し収益

を認識しておりますが、国内取引においては収益認識に関する会計基準の適用指針第98項を適用し、出荷時から

商製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には出荷時に、輸出取引においてはインコ

タームズで定められた危険負担移転時に収益を認識しております。電子・電気機器事業の商製品で据付義務を負

うものは顧客の検収により履行義務を充足することから、検収時に収益を認識しております。商品の販売におい

て当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の額から仕入先に支払う額を

控除した純額により収益を算定しております。

　関連するサービスの提供等については、サービスの提供期間がごく短期間であることから、サービスの完了時

点で収益を認識しております。

　なお、取引の対価は履行義務の充足時点から概ね６か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりま

せん。

（9）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
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（重要な会計上の見積り）

滞留在庫の評価

(1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

見積りの対象となった棚卸資産金額 6,224 6,001

簿価切下額 917 1,357

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、顧客企業の生産計画を基に、仕入先企業の生産のリードタイムとの平衡を図りながら商品、原材

料の発注量を調整することにより余剰在庫が生じないように努めておりますが、顧客企業製品の市場での販売動向に

よっては、当社グループの商品、製品の払い出しが計画通りに進捗しないことがあり、商品、製品、原材料が滞留す

るリスクがあります。

一定の在庫期間を経過し、かつ、受注のない滞留在庫については、収益性がないものとして帳簿価額を切り下げ、

上記以外の商品、製品、原材料については、個別に販売可能性を見積り、回収可能見込み額まで帳簿価額を切り下げ

ております。

販売可能性については、市場動向、顧客企業への直近の販売実績や受注動向、今後の生産計画や受注見込みを勘案

し、見積もっております。

販売可能性の見積りには不確実性が伴うため、予測不能な経済並びに市場環境の変化により、さらに回収可能見込

み額が減少する場合、翌連結会計年度の連結財務諸表で追加の帳簿価額の切下げが発生する可能性があります。

 

 

企業結合により計上されたのれん及び顧客関連資産（無形固定資産）

(1)当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

のれん 3,028 16,063

顧客関連資産 726 650

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

前連結会計年度において株式会社クリアライズの株式の100%を取得し、当連結会計年度においてRabyte Pte.

Ltd.の株式76%、及び第三者割当増資によりRabyte Edge Pvt. Ltd.の株式76%を取得し、それぞれ連結子会社として

おります。

企業結合により識別した無形固定資産の時価については、外部の専門家を利用し、企業価値評価で用いられた事

業計画を基礎に、無形固定資産から生み出すことが期待される将来キャッシュ・フローを割り引くインカム・アプ

ローチ（超過収益法）により算出しております。また、のれんについては、取得原価と無形固定資産等を含む企業

結合日における識別可能な資産及び負債に対して配分した額との差額となります。

主要な仮定は、各連結子会社の将来の事業計画、当該事業計画に基づく将来キャッシュ・フローの見積りにおけ

る割引率及び顧客関連資産の測定時に使用した顧客減少率であります。

のれん及び顧客関連資産は、価値算定の対象となった事業計画の達成状況及び経営環境の変化をモニタリングす

ることによって、減損の兆候の有無の判定を行っております。当連結会計年度においては減損の兆候はありません

が、上記仮定は将来の不確実な経済条件の影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必要となった場合には、翌

連結会計年度の連結計算書類において、のれん及び顧客関連資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

なお、Rabyte Pte. Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.に関するのれんの金額は、当連結会計年度末において、企業

結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していない

ため、暫定的に算定された金額であります。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）等

 

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全てのリース

について資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、

基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるの

ではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用

いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・

リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及

びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

　2028年３月期の期首より適用予定です。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 

（追加情報）

（財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結について）

当社は、2026年２月５日開催の取締役会において、以下のとおり、財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結を

行うことについて決議し、2026年２月９日に契約を締結し借入を実行しました。

 

１．財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結を行う理由

2025年４月30日に公表した中期経営計画において、M&A含む成長投資の実施・推進を掲げており、M&A資金等を確保する

ため。

 

２．金銭消費貸借契約の内容

（１）　借入先 株式会社みずほ銀行

（２）　借入金額 9,600百万円

（３）　契約締結日 2026年２月９日

（４）　借入実行日 2026年２月９日

（５）　契約期間 10年間

（６）　借入金利 固定金利

（７）　返済方法 分割返済

（８）　担保の内容 無し

 

（１）　借入先 株式会社りそな銀行

（２）　借入金額 3,200百万円

（３）　契約締結日 2026年２月９日

（４）　借入実行日 2026年２月９日

（５）　契約期間 10年間

（６）　借入金利 固定金利

（７）　返済方法 分割返済

（８）　担保の内容 無し

 

（１）　借入先 株式会社三井住友銀行

（２）　借入金額 1,600百万円

（３）　契約締結日 2026年２月９日

（４）　借入実行日 2026年２月９日

（５）　契約期間 10年間

（６）　借入金利 固定金利

（７）　返済方法 分割返済
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（８）　担保の内容 無し

 

（１）　借入先 株式会社三菱UFJ銀行

（２）　借入金額 1,600百万円

（３）　契約締結日 2026年２月９日

（４）　借入実行日 2026年２月９日

（５）　契約期間 10年間

（６）　借入金利 固定金利

（７）　返済方法 分割返済

（８）　担保の内容 無し
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３．金銭消費貸借契約に付される財務上の特約の内容

（各行共通）

(1) 2026年３月期以降、各年度の決算期末日における連結貸借対照表の純資産額について、直前期末日の純資産額の75％

以上に維持すること。

 

(2) 2026年３月期以降、各年度の決算期末日における連結損益計算書に示される経常損益について、２期連続して損失を

計上しないこと。
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（連結貸借対照表関係）

※１．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額はそれぞれ以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

受取手形 899百万円 1,012百万円

売掛金 38,796 50,639

 

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

投資有価証券（株式） 947百万円 1,020百万円

 

※３．有形固定資産の取得価額から直接控除している国庫補助金等の圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

建物及び構築物 3百万円 3百万円

機械及び装置 84 84

その他 2 2

計 89 89

 

※４．当社においては運転資金の効率的な調達を行うため、連結子会社２社にて取引先銀行５行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
－百万円 1,394百万円

借入実行残高 － 1,080

差引額 － 314

 

※５．担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

受取手形、売掛金及び契約資産 －百万円 1,142百万円

商品及び製品 － 297

建物及び構築物 － 423

投資不動産 － 1,803

計 － 3,667

 

　　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

短期借入金 －百万円 285百万円

１年内返済予定の長期借入金 － 19

長期借入金 － 1,060

計 － 1,365
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（連結損益計算書関係）

※１．顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

 

※２．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

売上原価 108百万円 △13百万円

 

※３．研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

278百万円 267百万円

　すべて一般管理費に含まれております。

 

※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 0百万円  －百万円

その他有形固定資産 2  9

その他投資その他の資産 0  －

 

※５．固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 1百万円  0百万円

機械及び装置 0  －

その他有形固定資産 1  2

無形固定資産 1  0
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（連結包括利益計算書関係）

※１. その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △59百万円 2,396百万円

組替調整額 △240 △2,189

法人税等及び税効果調整前 △299 207

法人税等及び税効果額 3 △67

その他有価証券評価差額金 △296 139

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 △19 19

組替調整額 △252 19

法人税等及び税効果調整前 △272 39

法人税等及び税効果額 83 △12

繰延ヘッジ損益 △188 27

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △168 1,956

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 △168 1,956

法人税等及び税効果額 － －

為替換算調整勘定 △168 1,956

 退職給付に係る調整額：   

　 当期発生額 193 △12

　 組替調整額 29 12

　　 法人税等及び税効果調整前 222 0

法人税等及び税効果額 △67 △6

退職給付に係る調整額 154 △5

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 0 2

組替調整額 － －

持分法適用会社に対する持分相当額 0 2

その他の包括利益合計 △498 2,120
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 23,137,213 － 2,000,000 21,137,213

合計 23,137,213 － 2,000,000 21,137,213

自己株式     

普通株式（注） 4,335,504 814 2,015,800 2,320,518

合計 4,335,504 814 2,015,800 2,320,518

（注）１．自己株式の株式数には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰが所有する当社株式（当連結会計年度期首7,900

株）が含まれておりました。

２．自己株式の増加は、単元未満株式買取44株及び従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブからの取得

770株であります。

３．自己株式の減少は、執行役員向け2024年６月14日付譲渡制限付き株式報酬としての処分1,600株、取締役向

け2024年７月24日付譲渡制限付き株式報酬としての処分6,300株、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰから従業

員持株会への売却7,900株及び2025年２月27日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却2,000,000株であ

ります。

４．普通株式の減少は、2025年２月27日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却2,000,000株であります。

 

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額

基準日 効力発生日

2024年４月30日

取締役会
普通株式 2,633 140円00銭 2024年３月31日 2024年６月４日

2024年10月31日

取締役会
普通株式 2,446 130円00銭 2024年９月30日 2024年12月６日

（注）2024年４月30日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会支援信託ＥＳＯＰが所有する当社株式に

対する配当金１百万円が含まれております。

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年４月30日

取締役会
普通株式 2,446 利益剰余金 130円00銭 2025年３月31日 2025年６月４日
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 21,137,213 － － 21,137,213

合計 21,137,213 － － 21,137,213

自己株式     

普通株式（注） 2,320,518 1,105 10,800 2,310,823

合計 2,320,518 1,105 10,800 2,310,823

（注）１．自己株式の増加は、単元未満株式買取125株及び従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブからの取

得980株であります。

２．自己株式の減少は、執行役員向け2025年６月18日付譲渡制限付き株式報酬としての処分1,200株、取締役向

け2025年７月24日付譲渡制限付き株式報酬としての処分9,600株であります。

 

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額

基準日 効力発生日

2025年４月30日

取締役会
普通株式 2,446 130円00銭 2025年３月31日 2025年６月４日

2025年10月30日

取締役会
普通株式 1,882 100円00銭 2025年９月30日 2025年12月５日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年５月12日

取締役会
普通株式 1,882 利益剰余金 100円00銭 2026年３月31日 2026年６月10日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

現金及び預金勘定 14,929百万円 18,957百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △208

現金及び現金同等物 14,929 18,749

 

※２．当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たにRabyte Pte. Ltd.を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びにRabyte

Pte. Ltd.株式の取得価額とRabyte Pte. Ltd.取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　14,158百万円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,506

のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,944

流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　△10,054

固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　 △1,179

非支配株主持分　　　　　　　　　　　　　 △1,303

Rabyte Pte. Ltd.株式の取得価額　　　　　　13,072

Rabyte Pte. Ltd.現金及び現金同等物　　　　　△92

差引：Rabyte Pte. Ltd.取得のための支出　　12,979

 

第三者割当の引き受けにより新たにRabyte Edge Pvt. Ltd.を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びにRabyte Edge Pvt. Ltd.株式の取得価額とRabyte Edge Pvt. Ltd.取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。

流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,097百万円

固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　66

のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,409

流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　 △1,459

固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　　 △107

非支配株主持分　　　　　　　　　　　　　　 △143

Rabyte Pte. Ltd.株式の取得価額　　　　　　 4,862

Rabyte Pte. Ltd.現金及び現金同等物　　　　　△24

差引：Rabyte Pte. Ltd.取得のための支出　　 4,838

 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

（１）所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、電子部品事業における生産設備（その他有形固定資産）であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（2）重要な減価償却資産の減価

償却方法」に記載のとおりであります。

 

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、電子部品事業及び電子・電気機器事業におけるコンピュータ端末機、及びケミカル事業における製

品用コンテナ（その他有形固定資産）であります。

（イ）無形固定資産

　主として、コンピュータ端末機用ソフトウェア（無形固定資産）であります。

②リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（2）重要な減価償却資産の減

価償却方法」に記載のとおりであります。
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２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2025年3月31日）

当連結会計年度

（2026年3月31日）

１年内 96 41

１年超 48 30

合計 144 71
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に電子部品・電子機器の販売及びケミカル事業製品の製造販売事業を行うための運転資金を主

に銀行借入により調達しております。一時的な余資は安全性の高い預金、またはグループ企業に対する貸付金として

運用しております。デリバティブは借入金の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクは当社

与信管理規程、売掛債権管理規程等に従って与信管理部署のオペレーションパートナー部で管理されております。

　投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては財経部で定期的に時価が把握さ

れ、常務会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務はその殆どが１年以内の支払期日です。

　借入金の一部は金利変動リスクに晒されておりますが、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効

性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約

等取引です。なお、当社及び一部の連結子会社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行であるた

め、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　為替予約取引等のリスク管理体制につきましては、当社の「市場リスク管理規程」及び「外国為替予約締結マニュ

アル」に従い、財経部によって管理され、為替予約取引の残高は、月ごとの定例取締役会で月次決算報告として報告

しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ

いては、「４．会計方針に関する事項」「(5) 重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。

 

（4）信用リスクの集中

　当連結会計年度末における特段の信用リスクの集中はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、「現金及び預金」「受

取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」について

は、現金であること、及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであるから、記載を省略してお

ります。

 

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 7,292 7,292 －

資産計 7,292 7,292 －

長期借入金(※1) 21,917 21,697 △219

負債計 21,917 21,697 △219

デリバティブ取引(※2) 407 407 －

（※１）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている長期借入金を含めております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（）で示しております。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 7,374 7,374 －

資産計 7,374 7,374 －

長期借入金(※1) 31,951 31,924 △26

負債計 31,951 31,924 △26

デリバティブ取引(※2) 28 28 －

（※１）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている長期借入金を含めております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（）で示しております。
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（注１）市場価格のない株式等は投資有価証券には含めておりません。                       （単位：百万円）

区分
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

子会社株式、関連会社株式
及び関係会社出資金

947 1,020

非上場株式 92 162

 

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

現金及び預金 14,929 － － －

受取手形、売掛金 39,696 － － －

電子記録債権 6,098 － － －

合計 60,724 － － －

 

　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

現金及び預金 18,957 － － －

受取手形、売掛金 51,652 － － －

電子記録債権 5,216 － － －

合計 75,826 － － －

 

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

(百万円)

 長期借入金 6,698 6,183 4,420 3,615 1,000 － －

 

　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

(百万円)

 長期借入金 7,803 6,041 5,237 2,622 1,600 7,600 1,046

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 7,292 － － 7,292

資産計 7,292 － － 7,292

デリバティブ取引     

　通貨関連（※） － 407 － 407

負債計 － 407 － 407

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（）で示しております。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 7,374 － － 7,374

資産計 7,374 － － 7,374

デリバティブ取引     

　通貨関連（※） － 28 － 28

負債計 － 28 － 28

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（）で示しております。
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(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 21,697 － 21,697

負債計 － 21,697 － 21,697

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 31,924 － 31,924

負債計 － 31,924 － 31,924

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１に分類しております。

 

デリバティブ取引

　デリバティブ取引については取引金融機関より提示された時価によっており、金利、外国為替相場等のイン

プットを用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値法により算定されており、レベル２の時価に分類してお

ります。

 

長期借入金

　長期借入金の時価は元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

３．その他有価証券

前連結会計年度（2025年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 7,292 626 6,666

小計 7,292 626 6,666

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 － － －

小計 － － －

合計 7,292 626 6,666

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 7,374 498 6,875

小計 7,374 498 6,875

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 － － －

小計 － － －

合計 7,374 498 6,875

 

４．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 305 290 －

合計 305 290 －

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 2,358 2,189 －

合計 2,358 2,189 －
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（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（1）通貨関連

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１
年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 21,576 － 402 402

為替予約取引     

買建     

米ドル 8,203 － 15 15

ユーロ 694 － 9 9

円 90 － △0 △0

合計 30,565 － 427 427

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち１
年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 820 － △13 △13

為替予約取引     

買建     

米ドル 1,347 － 4 4

ユーロ 175 － 18 18

円 197 － △1 △1

合計 2,540 － 8 8

（注）時価の算定方法

為替予約取引・・・・・・取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

（2）金利関連

該当事項はありません。
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２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（1）通貨関連

前連結会計年度（2025年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引

売建
    

ユーロ 外貨建予定取引 306 － △20

為替予約取引

買建
    

米ドル 外貨建予定取引 66 － 0

ユーロ  589 － 12

カナダドル  370 209 △11

合　計 1,332 209 △19

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引

売建
    

米ドル 外貨建予定取引 110 － △11

為替予約取引

買建
    

米ドル 外貨建予定取引 332 35 13

ユーロ  600 6 △1

カナダドル  217 － 19

合　計 1,261 42 19

（注）時価の算定方法

為替予約取引・・・・・・取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（2）金利関連

前連結会計年度（2025年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価（百万円）

金利スワップの

特例処理

スワップ取引     

支払固定・受取変動 長期借入金 1,200 600  （注）

合　計 1,200 600  

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価（百万円）

金利スワップの

特例処理

スワップ取引     

支払固定・受取変動 長期借入金 375 75  （注）

合　計 375 75  

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および一部の連結子会社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用しており、当社および一部の

連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度および退職一時金制度を設けております。なお、一部の連

結子会社は、中小企業退職金共済制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠

した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。

 

２．確定給付制度

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,470百万円 3,171百万円
勤務費用 302 241
利息費用 28 48
数理計算上の差異の発生額 △211 17
退職給付の支払額 △402 △230
その他 △15 41

退職給付債務の期末残高 3,171 3,290

 

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

年金資産の期首残高 3,417百万円 3,312百万円
期待運用収益 20 19
数理計算上の差異の発生額 △17 5
事業主からの拠出額 221 220
退職給付の支払額 △328 △202
その他 － －

年金資産の期末残高 3,312 3,356

 

（3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 191百万円 420百万円

退職給付費用 72 68

退職給付の支払額 － －

制度への拠出額 △20 △68

連結範囲の変更による増加 174 35

その他 2 4

退職給付に係る負債の期末残高 420 460
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（4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,171百万円 3,290百万円

年金資産 △3,312 △3,356

 △141 △66
非積立型制度の退職給付債務 420 460

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 279 394

   

退職給付に係る負債 279 394

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 279 394

 

（5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

勤務費用 302百万円 241百万円
利息費用 28 48
期待運用収益 △20 △19
数理計算上の差異の費用処理額 29 12
簡便法で計算した退職給付費用 72 68

確定給付制度に係る退職給付費用 411 351

（注）上記退職給付費用以外に、退職加算金等（前連結会計年度57百万円、当連結会計年度56百万円）を販売費及

び一般管理費として計上しております。

 

（6）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

数理計算上の差異 222百万円 0百万円
合　計 222 0

 

（7）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

未認識数理計算上の差異 247百万円 248百万円
合　計 247 248

 

（8）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

一般勘定 2,952百万円 2,993百万円
債券 292 301
株式 56 50
その他 11 11
合　計 3,312 3,356

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
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(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

割引率 1.50％ 1.50％
長期期待運用収益率 0.6％ 0.6％

 

(注)退職給付債務の計算は、給付算定式基準により将来のポイント累計を織込まない方法を採用しているた

め、予想昇給率は記載しておりません。

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31

日）78百万円、当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）82百万円であります。

 

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
 
 

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

役員退職慰労引当金  16百万円 20百万円

賞与引当金  734 679

貸倒引当金  8 27

棚卸資産評価損  667 683

投資有価証券評価損  182 179

減価償却超過額  23 20

連結受入資産評価差額  52 51

減損損失  381 384

未実現棚卸資産売却益  208 138

子会社繰越欠損金  170 148

子会社取得時時価評価  48 －

その他  201 417

繰延税金資産小計  2,697 2,751

評価性引当額  △556 △601

繰延税金資産合計  2,140 2,149

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金  △2,098 △2,167

在外子会社留保利益  △886 △1,012

退職給付に係る資産  △1 △106

顧客関連資産  △248 △222

子会社取得時時価評価  － △84

その他  △0 △0

繰延税金負債合計  △3,235 △3,593

繰延税金負債の純額  △1,094 △1,444

　　（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

  
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

固定資産－繰延税金資産  447百万円 600百万円

固定負債－繰延税金負債  △1,541 △2,044
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

評価性引当額 0.5  0.3

交際費等損金不算入額 0.2  0.2

控除対象外外国源泉税 1.1  0.6

住民税均等割 0.5  0.5

海外子会社適用税率差異 △2.5  △2.9

海外留保金課税 0.2  1.6

法人税額の特別控除額 △0.4  △0.5

子会社取得に係る連結特有の費用 1.3  3.8

その他 0.6  1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.1  35.6
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（収益認識関係）

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント 電子部品事業
電子・電気

機器事業
ケミカル事業

その他の

事業
合計

主たる地域市場

　日本

　中国

　その他アジア

　その他

 

82,796

28,331

26,333

5,499

 

16,925

5,001

4,886

426

 

10,002

42

548

196

 

2,140

－

－

－

 

111,865

33,376

31,769

6,121

顧客との契約から生じる収益 142,961 27,241 10,789 2,140 183,133

主要な財又はサービスのライン

　半導体デバイス

　一般電子部品

　光部品

　プリント基板製造関連装置

　真空・理化学機器

　その他機器

　工業薬品

　化粧品関連製品

　業務受託・保険サービス

　太陽光発電

　受託分析

 

112,005

25,642

5,313

－

－

－

－

－

－

－

－

 

－

－

－

7,411

11,255

8,573

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

－

－

9,909

880

－

－

－

 

－

－

－

－

－

－

－

－

30

429

1,681

 

112,005

25,642

5,313

7,411

11,255

8,573

9,909

880

30

429

1,681

顧客との契約から生じる収益 142,961 27,241 10,789 2,140 183,133

外部顧客への売上高 142,961 27,241 10,789 2,140 183,133

（注）１．主たる地域市場は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次の通りであります。

(1) その他アジア…台湾、シンガポール、タイ等

(2) その他…アメリカ、ヨーロッパ等

 

当連結会計年度（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント 電子部品事業
電子・電気

機器事業
ケミカル事業

その他の

事業
合計

主たる地域市場

　日本

　中国

　その他アジア

　その他

 

81,341

27,794

25,667

5,471

 

15,234

4,156

5,470

438

 

10,383

25

540

207

 

4,432

2

0

11

 

111,391

31,980

31,679

6,128

顧客との契約から生じる収益 140,274 25,300 11,156 4,446 181,178

主要な財又はサービスのライン

　半導体デバイス

　一般電子部品

　光部品

　プリント基板製造関連装置

　真空・理化学機器

　その他機器

　工業薬品

　化粧品関連製品

　業務受託・保険サービス

　太陽光発電

　受託分析

　その他

 

103,935

27,781

8,558

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 

－

－

－

7,143

11,501

6,655

－

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

－

－

9,599

1,557

－

－

－

－

 

－

－

－

－

－

－

－

－

33

411

2,732

1,269

 

103,935

27,781

8,558

7,143

11,501

6,655

9,599

1,557

33

411

2,732

1,269

顧客との契約から生じる収益 140,274 25,300 11,156 4,446 181,178

外部顧客への売上高 140,274 25,300 11,156 4,446 181,178

（注）１．主たる地域市場は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次の通りであります。
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(1) その他アジア…台湾、シンガポール、タイ等

(2) その他…アメリカ、ヨーロッパ等

 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

　「４．会計方針に関する事項 (8) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

受取手形、売掛金及び契約資産の期首残高及び期末残高はすべて顧客との契約から生じた債権であり、契約資産の期

首残高及び期末残高はありません。

 

契約負債の残高等

契約負債は主に、電子電気機器事業において、長期開発が必要な場合に、開発前に顧客から受領する前受金であっ

て、開発完了後に顧客の検収が完了することで履行義務を充足することから、検収時に収益を認識しております。前受

金は連結貸借対照表上、流動負債の「その他」に計上しています。

 

前連結会計年度（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）

契約負債期首残高　　　　　　　　　　　  3,325百万円

契約負債期末残高　　　　　　　　　　　  3,248百万円

 

なお、前連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,344百万円でありま

す。

 

当連結会計年度（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日）

契約負債期首残高　　　　　　　　　　　  3,248百万円

契約負債期末残高　　　　　　　　　　　  3,707百万円

 

なお、当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,512百万円でありま

す。

 

残存履行義務に配分した取引価格

　前連結会計年度末において未充足の履行義務は71,322百万円であり、翌連結会計年度に約93%、翌々連結会計年度に

約５%、それ以降に残りの約２%が収益として認識されると見込んでおります。

　当連結会計年度末において未充足の履行義務は76,899百万円であり、翌連結会計年度に約96%、翌々連結会計年度に

約３%、それ以降に残りの約１%が収益として認識されると見込んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 

１．報告セグメントの概要

　　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　　当社は、社内カンパニー及び事業部を基礎とした商品・製品別のセグメントから構成されており、子会社におき

ましても当社と同様の商品・製品を扱う為、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、「電子部

品事業」、「電子・電気機器事業」、「ケミカル事業」及び「その他の事業」の４つを報告セグメントとしており

ます。

　　「電子部品事業」は、半導体デバイス及び一般電子部品等を販売しております。「電子・電気機器事業」は、主

にPCB（Printed Circuit Board）関連装置、半導体製造関連装置等の販売及びサービスの提供をしております。

「ケミカル事業」は、工業薬品等及び化粧品等の製造、販売及びサービスの提供をしております。「その他の事

業」は、当社の物流の管理全般の受託と保険会社の代理店業務、太陽光発電事業、新規事業及び株式会社クリアラ

イズの事業を含めております。

　　なお、当連結会計年度より「工業薬品事業」を「ケミカル事業」に名称変更しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　　報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね

同一であります。

　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子部品事業 電子・電気機器事業 ケミカル事業 その他の事業

売上高      

外部顧客への売上高 142,961 27,241 10,789 2,140 183,133

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 420 420

計 142,961 27,241 10,789 2,560 183,553

セグメント利益又は損失

（△）
5,239 2,498 △9 131 7,859

その他の項目      

減価償却費 622 131 267 213 1,235

のれん償却費 － － － 159 159

（注）１.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とは

なっていないため記載しておりません。

　　　２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 電子部品事業 電子・電気機器事業 ケミカル事業 その他の事業

売上高      

外部顧客への売上高 140,274 25,300 11,156 4,446 181,178

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 406 406

計 140,274 25,300 11,156 4,853 181,585

セグメント利益又は損失

（△）
3,933 2,083 625 △705 5,936

その他の項目      

減価償却費 635 129 347 264 1,376

のれん償却費 － － － 318 318

（注）１.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とは

なっていないため記載しておりません。

　　　２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 183,553 181,585

連結会社間取引消去 △420 △406

連結財務諸表の売上高 183,133 181,178

 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,859 5,936

その他の調整額 53 143

連結財務諸表の営業利益 7,913 6,080
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

日本 中国 その他アジア その他 合計

111,865 33,376 31,769 6,121 183,133

　（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

　 ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　(1)その他アジア……台湾、シンガポール、タイ等

　(2)その他……アメリカ、ヨーロッパ等

 

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 21,125 電子部品事業

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

日本 中国 その他アジア その他 合計

111,391 31,980 31,679 6,128 181,178

　（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

　 ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　(1)その他アジア……台湾、シンガポール、タイ等

　(2)その他……アメリカ、ヨーロッパ等

 

（2）有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 シンガポール その他 合計

6,631 592 486 7,710

　（注）１．有形固定資産は会社の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。

　 ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　その他……中国、台湾、タイ等
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３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 19,144 電子部品事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　その他の事業　　　償却額　　　159百万円

　　　　　　　　未償却残高　　3,028百万円

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　電子部品事業　　　償却額　　　 －百万円

　　　　　　　　未償却残高　 13,354百万円

　その他の事業　　　償却額　　　318百万円

　　　　　　　　未償却残高　　2,710百万円

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

 （取得による企業結合）

１．子会社株式の取得（Rabyte Pte. Ltd.）

当社は、2026年２月５日開催の取締役会において、Rabyte Pte. Ltd.の株式 76%を取得し同社を連結子会社化するべ

く、株式譲渡契約の締結及び同社株式の取得を決議しました。2026年２月27日に株式を取得し、当社の連結子会社といた

しました。なお、2028年中に残り24%の株式取得を予定しております。

 

（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：Rabyte Pte. Ltd.

事業の内容：エレクトロニクス製品の卸売販売

②企業結合を行った主な理由

当社グループは、エレクトロニクス事業とケミカル事業の両領域を展開するハイブリッド企業です。現在、主な収益

基盤は日本国内ですが、今後はインド、東南アジア、オーストラリア、ニュージーランドといった新興市場での事業成

長に注力してまいります。これらの地域では、現地のニーズに合わせた事業展開が求められることから、当社ではイン

オーガニックな成長戦略を積極的に推進し、さらなる成長を目指します。

こうした状況の中、Rabyte Pte. Ltd.は、電子部品および最先端半導体の幅広い提供に加え、需要創出や設計提案、

部品選定、製品開発、サプライチェーン管理、検査機能など、多彩な付加価値サービスを顧客提供しており、当社の将

来戦略と高い親和性を持っています。両社がそれぞれの存在感を発揮することで、東南アジア、ANZ（オーストラリ

ア・ニュージーランド）といった市場で顧客基盤の拡充やさらなる関係強化が期待できます。また、Rabyte Pte. Ltd.

の多様な製品群を当社の主力地域の既存顧客にクロスセルすることや、逆に、当社の製品群をRabyte Pte. Ltd.社の既

存顧客に提案することで、相互の市場拡大が見込まれます。加えて、両社の設計ノウハウを融合し新製品の共同開発を

進めることで、グローバルでの事業成長に大きく寄与すると考えています。

③企業結合日

　　2026年２月27日（みなし取得日：2026年３月31日）

④企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

　　変更はありません。

⑥取得した議決権比率

　　　76%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

 

（2）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年３月31日をみなし取得日としており、被取得企業の決算日である2026年３月31日現在の貸借対照表のみを連結

しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

 

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金及び預金　13,072百万円

取得原価　　　　　　　　　13,072百万円

　なお、株式譲渡契約に基づく価格調整が完了していないため、現時点では取得原価は確定しておりません。

 

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　483百万円

 

（5）発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　8,944百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了しておらず、また株式譲渡契約に基づく価

格調整が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

②発生要因

　主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却
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（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産　　　　　14,158百万円

　固定資産　　　　　 2,506百万円

　資産合計　　　　　16,665百万円

 

　流動負債　　　　　 10,054百万円

　固定負債　　　　　　1,179百万円

　負債合計　　　　　 11,233百万円

 

（7）取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取

得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

 

（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

　　　影響の概算額及びその算定方法

　売上高　21,893百万円

営業利益　　 823百万円

 

（概算額の算定方法）

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損益計

算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としています。また、企業結合時に認識されたのれんが当

連結会計年度の開始の日に発生したものとして償却額を算定しています。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

２．子会社株式の取得（Rabyte Edge Pvt. Ltd.）

当社は、2026年２月５日開催の取締役会において、Rabyte Edge Pvt. Ltd.が実施する第三者割当増資を引受け、同

社の株式 76%を取得の上、連結子会社化するべく株式引受契約の締結及び同社株式の取得を決議しました。2026年２月

27日に株式を取得し、当社の連結子会社といたしました。なお、2028年中に残り24%の株式取得を予定しております。

 

（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：Rabyte Edge Pvt. Ltd.

事業の内容：エレクトロニクス製品の卸売販売

②企業結合を行った主な理由

当社グループは、エレクトロニクス事業とケミカル事業の両領域を展開するハイブリッド企業です。現在、主な収益

基盤は日本国内ですが、今後はインド、東南アジア、オーストラリア、ニュージーランドといった新興市場での事業成

長に注力してまいります。これらの地域では、現地のニーズに合わせた事業展開が求められることから、当社ではイン

オーガニックな成長戦略を積極的に推進し、さらなる成長を目指します。

こうした状況の中、Rabyte Edge Pvt. Ltd.は、電子部品および最先端半導体の幅広い提供に加え、需要創出や設計

提案、部品選定、製品開発、サプライチェーン管理、検査機能など、多彩な付加価値サービスを顧客提供しており、当

社の将来戦略と高い親和性を持っています。両社がそれぞれの存在感を発揮することで、東南アジア、ANZ（オースト

ラリア・ニュージーランド）といった市場で顧客基盤の拡充やさらなる関係強化が期待できます。また、Rabyte Edge

Pvt. Ltd.の多様な製品群を当社の主力地域の既存顧客にクロスセルすることや、逆に、当社の製品群をRabyte Edge

Pvt. Ltd.の既存顧客に提案することで、相互の市場拡大が見込まれます。加えて、両社の設計ノウハウを融合し新製

品の共同開発を進めることで、グローバルでの事業成長に大きく寄与すると考えています。

③企業結合日

　　2026年２月27日（みなし取得日：2026年３月31日）

④企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

　　変更はありません。

⑥取得した議決権比率

　　　76%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が現金を対価として株式を取得したためであります。
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（2）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年３月31日をみなし取得日としており、被取得企業の決算日である2026年３月31日現在の貸借対照表のみを連結

しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

 

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金及び預金　4,862百万円

取得原価　　　　　　　　　4,862百万円

 

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　169百万円

 

（5）発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　4,409百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額

であります。

②発生要因

　主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

 

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流動資産　　　　　 2,097百万円

　固定資産　　　　　　　66百万円

　資産合計　　　　　 2,163百万円

 

　流動負債　　　　　　1,459百万円

　固定負債　　　　　　 107百万円

　負債合計　　　　　　1,567百万円

 

（7）取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取

得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

 

（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

　　影響の概算額及びその算定方法

Rabyte Edge Pvt. Ltd.の営業開始は2026年１月であり、当該影響の概算額が乏しいため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　一部の子会社では、シンガポールにおいて、所有している不動産を賃貸しております。

 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 

期首残高 － －

期中増減額 － 1,803

期末残高 － 1,803

期末時価 － 1,803

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

(注2) 当連結会計年度の増加額は、Rabyte Pte. Ltd.を連結子会社化したことによる増加額です。

(注3) 当期末の時価は、複数社の不動産鑑定評価の平均額であります。

 

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

 
１株当たり純資産額 3,483.44円

１株当たり当期純利益金額 272.76円
　

 
１株当たり純資産額 3,632.50円

１株当たり当期純利益金額 266.14円
　

　（注）　１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　　２．１株当たり情報の算定において、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を自己株式として処理して

いることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。なお、前連結会計年

度（2025年３月31日）において信託が所有する期末自己株式数は－株、期中平均株式数は477株でありま

した。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 5,131 5,009

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
5,131 5,009
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前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

普通株式の期中平均株式数（株） 18,814,802 18,824,335

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 12,900 25,427 1.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,698 7,803 1.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 313 456 1.4 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 15,218 24,147 2.1 2027～2044年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 152 196 1.4 2027～2034年

合計 35,282 58,031 －  

　（注）１．平均利率については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりです。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 6,041 5,237 2,622 1,600

リース債務 133 59 2 0

 

【資産除去債務明細表】

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（２）【その他】

　　①当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 中間連結会計期間 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 40,337 83,763 136,027 181,178

税金等調整前中間（当期）

（四半期）純利益（百万円）
971 2,935 6,188 7,775

親会社株主に帰属する中間（当

期）（四半期）純利益

（百万円）

659 2,008 4,235 5,009

１株当たり中間（当期）

（四半期）純利益（円）
35.03 106.70 225.02 266.14

 

（会計期間）
第１四半期
連結会計期間

第２四半期
連結会計期間

第３四半期
連結会計期間

第４四半期
連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額

（円）
35.03 71.65 118.31 41.13

 

（注）当社は、第１四半期及び第３四半期について金融商品取引所の定める規則により四半期に係る財務情報を作成して

おりますが、当該四半期に係る財務情報に対する期中レビューは受けておりません。

 

　　②決算日後の状況

　　　特記事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,331 3,695

受取手形 ※１ 808 ※１ 890

電子記録債権 6,070 5,207

売掛金 ※１ 34,827 ※１ 33,944

商品及び製品 32,546 32,184

仕掛品 14 22

原材料及び貯蔵品 1,414 1,546

前渡金 1,064 1,237

前払費用 442 442

未収入金 ※１ 246 ※１ 553

その他 ※１ 1,218 ※１ 743

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 81,981 80,466

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２ 780 ※２ 783

構築物 11 8

機械及び装置 1,051 844

車両運搬具 13 13

工具、器具及び備品 591 522

土地 2,845 2,845

リース資産 69 47

建設仮勘定 20 107

有形固定資産合計 5,382 5,173

無形固定資産   

借地権 15 15

ソフトウエア 750 672

ソフトウエア仮勘定 － －

その他 1 1

無形固定資産合計 768 689

投資その他の資産   

投資有価証券 7,385 7,537

関係会社株式 8,500 27,089

関係会社出資金 178 178

破産更生債権等 1 1

前払年金費用 209 186

その他 339 992

貸倒引当金 △25 △25

投資その他の資産合計 16,589 35,960

固定資産合計 22,740 41,823

資産合計 104,721 122,289
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 ※１ 1,708 ※１ 755

買掛金 ※１ 12,856 ※１ 14,259

短期借入金 12,900 19,800

１年内返済予定の長期借入金 6,645 7,695

リース債務 23 22

未払金 ※１ 1,260 ※１ 1,524

未払費用 ※１ 678 ※１ 519

未払法人税等 929 1,164

契約負債 ※１ 1,247 ※１ 1,207

預り金 94 35

賞与引当金 2,139 1,866

役員賞与引当金 75 57

製品保証引当金 12 9

その他 22 95

流動負債合計 40,592 49,014

固定負債   

長期借入金 15,130 23,035

リース債務 53 30

繰延税金負債 659 719

役員退職慰労引当金 1 1

長期預り保証金 20 20

その他 20 71

固定負債合計 15,885 23,878

負債合計 56,477 72,892

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,100 8,100

資本剰余金   

資本準備金 2,532 2,532

その他資本剰余金 － 16

資本剰余金合計 2,532 2,548

利益剰余金   

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 0 0

別途積立金 16,000 16,000

繰越利益剰余金 21,802 22,751

利益剰余金合計 37,802 38,751

自己株式 △4,746 △4,724

株主資本合計 43,689 44,675

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,568 4,708

繰延ヘッジ損益 △13 13

評価・換算差額等合計 4,554 4,721

純資産合計 48,244 49,397

負債純資産合計 104,721 122,289
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※３ 153,140 ※３ 147,779

売上原価 ※１ 132,016 ※１ 127,586

売上総利益 21,124 20,192

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 14,907 ※２,※３ 15,737

営業利益 6,216 4,455

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※３ 953 ※３ 1,474

その他 ※３ 128 ※３ 149

営業外収益合計 1,082 1,623

営業外費用   

支払利息 294 415

売上債権売却損 9 20

為替差損 868 487

その他 ※３ 17 ※３ 21

営業外費用合計 1,189 944

経常利益 6,109 5,134

特別利益   

固定資産売却益 2 5

投資有価証券売却益 290 2,189

特別利益合計 292 2,194

特別損失   

固定資産除売却損 2 0

投資有価証券評価損 49 －

特別損失合計 52 0

税引前当期純利益 6,349 7,328

法人税、住民税及び事業税 1,833 2,072

法人税等調整額 101 △21

法人税等合計 1,934 2,051

当期純利益 4,414 5,277
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 8,100 2,532 3,330 5,863 0 16,000 23,204 39,204

当期変動額         

圧縮記帳積立金の取崩     △0  0 －

剰余金の配当       △5,079 △5,079

当期純利益       4,414 4,414

自己株式の処分   23 23     

自己株式の消却   △4,091 △4,091     

自己株式の取得         

その他資本剰余金の負の残高の
振替   736 736   △736 △736

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － △3,330 △3,330 △0 － △1,401 △1,401

当期末残高 8,100 2,532 － 2,532 0 16,000 21,802 37,802

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △8,872 44,295 4,864 175 5,039 49,335

当期変動額       

圧縮記帳積立金の取崩  －    －

剰余金の配当  △5,079    △5,079

当期純利益  4,414    4,414

自己株式の処分 35 58    58

自己株式の消却 4,091 －    －

自己株式の取得 △0 △0    △0

その他資本剰余金の負の残高の
振替  －    －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  △296 △188 △484 △484

当期変動額合計 4,126 △606 △296 △188 △484 △1,091

当期末残高 △4,746 43,689 4,568 △13 4,554 48,244
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当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 8,100 2,532 － 2,532 0 16,000 21,802 37,802

当期変動額         

圧縮記帳積立金の取崩     △0  0 －

剰余金の配当       △4,328 △4,328

当期純利益       5,277 5,277

自己株式の処分   16 16     

自己株式の消却   － －     

自己株式の取得         

その他資本剰余金の負の残高の
振替         

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － 16 16 △0 － 948 948

当期末残高 8,100 2,532 16 2,548 0 16,000 22,751 38,751

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △4,746 43,689 4,568 △13 4,554 48,244

当期変動額       

圧縮記帳積立金の取崩  －    －

剰余金の配当  △4,328    △4,328

当期純利益  5,277    5,277

自己株式の処分 22 38    38

自己株式の消却 － －    －

自己株式の取得 △0 △0    △0

その他資本剰余金の負の残高の
振替       

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  139 27 167 167

当期変動額合計 21 986 139 27 167 1,153

当期末残高 △4,724 44,675 4,708 13 4,721 49,397
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引

　時価法を採用しております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品、製品、原材料及び仕掛品は移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）、貯蔵品は先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

①自社利用のソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

②のれん

　のれんの償却については、効果の発現する期間（10年）にわたり定額法により償却を行っております。

③その他の無形固定資産

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

（3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

（3）役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

（4）製品保証引当金

　販売済商品及び製品に係る一定期間内の無償修理等の費用の発生に備えるため、実績率を基にした会社

所定の基準により計上しております。

（5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

　また、数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する方法によることとし

ております。
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（6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員の退職慰労金に関する内規に基づく期末要支払額をもって

設定しております。なお、2004年６月に役員報酬制度を改訂しており、2004年７月以降対応分について

は、引当計上を行っておりません。

６．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、ヘッジ会計の金利スワップの特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（イ）ヘッジ手段…為替予約

　　　ヘッジ対象…外貨建予定取引

（ロ）ヘッジ手段…金利スワップ

　　　ヘッジ対象…銀行借入（変動金利のもの）

（3）ヘッジ方針

　為替予約取引等につきましては、為替相場の変動リスクを回避することを目的として、当社の「市場リ

スク管理規程」及び「外国為替予約締結マニュアル」に従い、実施しております。金利スワップは金利変

動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象の外貨建予定取引に関する重要な条件が同一で

あると認められ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することがで

きることから、有効性の判定は省略しております。

　また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについて特例処理を行っているため、有効性の判定

を省略しております。

７．重要な収益及び費用の計上基準

　当社は、電子部品事業、電子・電気機器事業、ケミカル事業を主な事業としており、それぞれの事業に

おいて商製品の販売及び関連するサービスの提供等を行っております。

　商製品の販売については、契約書の規定に従い、商製品に対する支配が顧客に移転した時点で履行義務

を充足し収益を認識しておりますが、国内取引においては収益認識に関する会計基準の適用指針第98項を

適用し、出荷時から商製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には出荷時に、

輸出取引においてはインコタームズで定められた危険負担移転時に収益を認識しております。電子・電気

機器事業の商製品で据付義務を負うものは顧客の検収により履行義務を充足することから、検収時に収益

を認識しております。商品の販売において当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客

から受け取る対価の額から仕入先に支払う額を控除した純額により収益を算定しております。

　関連するサービスの提供等については、サービスの提供期間がごく短期間であることから、サービスの

完了時点で収益を認識しております。

　なお、取引の対価は履行義務の充足時点から概ね６か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んで

おりません。

８．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

９．その他財務諸表作成のための重要な事項

　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処

理の方法と異なっております。
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（重要な会計上の見積り）

滞留在庫の評価

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

見積りの対象となった棚卸資産金額 4,410 3,867

簿価切下額 358 532

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）滞留在庫の評価」に記載した内容と同一であります。

 

 

子会社株式の評価

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 8,500 27,089

 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない子会社株式の実質価額が著しく低下した場合の減損処理の要否については、将来の事業計画に基づ

く回復可能性により判定しております。

回復可能性は、翌期以降の事業計画をもとに、市場動向等の外部環境の予測及び将来の販売計画等を主要な仮定と

して、判定しております。

また超過収益力を反映させて関係会社株式を取得した場合には、買収時に見込んだ各社の事業計画を検討し、当該

超過収益力が見込めなくなった場合に、実質価額が著しく低下したとして減損の認識が必要になります。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、見積りと異なった場合、

翌事業年度の財務諸表において、認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

 

 

（追加情報）

（財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結について）

　財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結について、連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を

記載しておりますので、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

短期金銭債権 7,567百万円 5,063百万円

短期金銭債務 1,104 432

 

※２．有形固定資産の取得価額から直接控除している国庫補助金等の圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

建物 3百万円 3百万円

計 3 3

 

 

EDINET提出書類

伯東株式会社(E02802)

有価証券報告書

131/146



（損益計算書関係）

※１．売上原価の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

商品売上原価   

　商品期首棚卸高 42,050百万円 32,186百万円

　当期商品仕入高 118,170 123,035

　合計 160,221 155,222

　商品期末棚卸高 32,186 31,849

　商品売上原価 128,034 123,372

製品売上原価   

　製品期首棚卸高 389 359

　当期製品製造原価 3,952 4,189

　合計 4,341 4,549

　製品期末棚卸高 359 334

　製品売上原価 3,981 4,214

売上原価合計 132,016 127,586

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度９％、当事業年度９％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度91％、当事業年度91％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

給料及び手当 4,368百万円 4,686百万円

賞与引当金繰入額 1,884 1,711

退職給付費用 341 313

減価償却費 483 570

 

※３．関係会社に係る注記

　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

前事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

売上高 37,002百万円  31,877百万円

仕入高 2,157  2,085

その他の営業取引高 617  706

営業取引以外の取引高 629  1,178

 

 

 

（有価証券関係）

　前事業年度の子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金(貸借対照表計上額は子会社株式8,447百万円、関連

会社株式53百万円、関係会社出資金178百万円）は、市場価格がない株式等のため、記載しておりません。当事業

年度の子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金(貸借対照表計上額は子会社株式27,036百万円、関連会社株

式53百万円、関係会社出資金178百万円）は、市場価格がない株式等のため、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
 
 

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

（繰延税金資産）    

賞与引当金  652百万円 588百万円

貸倒引当金  9 9

棚卸資産評価損  516 506

関係会社株式等評価損  208 214

投資有価証券評価損  182 179

減価償却超過額  23 19

減損損失  381 384

その他  243 334

繰延税金資産小計  2,217 2,237

評価性引当額  △712 △724

繰延税金資産合計  1,505 1,513

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金  △2,098 △2,167

前払年金費用  △66 △58

その他  △0 △6

繰延税金負債合計  △2,164 △2,232

繰延税金負債の純額  △659 △719

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

評価性引当額 0.2  △0.0

交際費等損金不算入額 0.3  0.2

住民税均等割 0.6  0.4

受取配当金等益金不算入額 △2.9  △4.6

法人税額の特別控除額 △0.4  －

その他 2.1  1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5  28.0

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類
当期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固

定資産
建物    780     84 0     81    783  3,865

構築物     11     － 0      2      8    385

機械及び装置  1,051     10     －    217    844  3,594

車両運搬具 13      5 0 5 13     43

工具、器具及び備品    591    195 5    258    522  2,428

土地  2,845     －     －     －  2,845     －

リース資産     69     －     －     21     47     73

建設仮勘定     20 109 21     －    107     －

計  5,382    404     28    586  5,173  10,390

無形固

定資産
借地権     15     －     －     －     15     －

ソフトウエア    750    114 0    192    672  2,387

その他      1     － 0     －      1     －

計    768    114 0    192    689  2,387

 

(注)１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　工具　　　　　　　　半導体露光装置用治具　　　54百万円

　　　　　ソフトウエア　　　　ネットワーク刷新一式　　　21百万円

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金        30 0 0 30

賞与引当金     2,139 1,866 2,139 1,866

役員賞与引当金        75 57 75 57

製品保証引当金        12 9 12 9

役員退職慰労引当金         1 － － 1

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により、当社ホームページ（https://www.hakuto.co.jp/）に掲載

いたします。なお、やむを得ない事由により、電子公告できない場合は、

日本経済新聞に掲載いたします。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）単元未満株式についての権利

  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

　　(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　(4)株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第73期）（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

2025年6月24日関東財務局長に提出

(2)　内部統制報告書及びその添付書類

2025年6月24日関東財務局長に提出

(3)　半期報告書及び確認書

（第74期中）（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

2025年11月12日関東財務局長に提出

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書

2025年6月26日関東財務局長に提出

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の４（財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の締結）

に基づく臨時報告書

2026年2月9日関東財務局長に提出

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得）の規定に基づく臨時報告書

2026年2月9日関東財務局長に提出

(5)有価証券届出書及びその添付書類

信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入に伴う自己株式処分による第三者割当

2026年5月19日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

      2026年６月23日
 

　伯東株式会社        

 取締役会　御中         

      
 

 　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人  

 　　　　　　　　　東京事務所  

 

      

   
指定有限責任社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 神山　卓樹

      

   
指定有限責任社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 濱田　環

      

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる伯東株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、伯東

株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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伯東株式会社の滞留在庫の評価の合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　伯東株式会社の当連結会計年度の連結貸借対照表に計上

されている棚卸資産46,311百万円（商品及び製品、仕掛

品、原材料及び貯蔵品の合計）には、同社が保有する棚卸

資産33,753百万円が含まれており、連結総資産の20.5％を

占めている。【注記事項】「（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項（1）

重要な資産の評価基準及び評価方法」に記載のとおり、会

社は、棚卸資産に対して原価法（貸借対照表価額を収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を適用して

いる。一定の在庫期間を経過し、かつ、受注のない滞留在

庫については、収益性がないものとして簿価を切り下げ、

上記以外の商品、製品、原材料については、個別に検討し

た販売可能性に基づいて簿価を切り下げる方法を採用して

いる。

　会社は、顧客企業における中長期的な生産計画を基に、

仕入先企業における生産のリードタイムとの平衡を図りな

がら商品、原材料の発注量を調整するものの、顧客企業製

品の市場における販売動向によっては会社の商品、製品の

払出しが計画どおり進捗しないことがあり、会社の商品、

製品、原材料が滞留するリスクがある。それらの滞留在庫

の販売可能性については、市場動向、顧客企業への直近の

販売実績や受注動向、今後の生産計画や受注見込みを勘案

し見積もられるため、不確実性が伴う。

　以上から、当監査法人は、伯東株式会社の滞留在庫の評

価の合理性が、当連結会計年度の連結財務諸表監査におい

て特に重要であり、「監査上の主要な検討事項」に該当す

ると判断した。

　当監査法人は、伯東株式会社の滞留在庫の評価の合理性

を検討するため、主に以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の評価

　滞留在庫の個別検討による評価に関連する内部統制の整

備及び運用の状況の有効性を評価した。評価に当たって

は、特に以下に焦点を当てた。

・滞留在庫の販売可能性の個別検討を行う際の母集団に含

まれる商品及び製品の網羅性、在庫期間並びに受注の有

無に関連するITシステムの全般統制及び業務処理統制

・経営者が滞留在庫の今後の販売可能性を判断する際に、

不適切な仮定が採用されることを防止又は発見するため

の統制

(2) 滞留在庫の評価の合理性の検討

　滞留在庫の今後の販売可能性について経営者へ質問した

ほか、主に以下の手続を実施した。

・過去の滞留在庫について、その後の販売実績と比較し、

差異の有無を分析することにより、販売可能性の見積り

の精度を評価した。その上で、当連結会計年度末におけ

る販売可能性に織り込むべき不確実性の程度を評価し

た。

・今後の販売可能性の不確実性について、対象とする顧客

との個別の交渉の状況を営業責任者に対して質問した。

また、顧客との具体的な折衝の記録等を閲覧し、今後の

販売可能性の適切性を評価した。
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Rabyte Pte.Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.の株式の取得価額の合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（企業結合等関係）（取得による企業結

合） に記載のとおり、会社は、当連結会計年度におい

て、Rabyte Pte.Ltd.の株式の76％を13,072百万円で取得

し、子会社化したことにより、のれん8,944百万円を計上

した。また、Rabyte Edge Pvt. Ltd.の株式の76％を4,862

百万円で取得し、子会社化したことにより、のれん4,409

百万円を計上した。本企業結合によって計上されたのれん

の合計金額は13,354百万円であり、総資産の8.1％を占め

ている。

　企業結合により取得した企業又は事業の取得原価は、受

け入れた資産及び引き受けた負債のうち企業結合日におい

て識別可能なものに対して、その企業結合日の時価を基礎

として企業結合日以後１年以内に配分を行い、取得原価が

識別可能な資産及び負債に配分された純額を上回る場合、

その超過額をのれんとして認識することとなる。会社は、

当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していな

いため、企業結合に係る取得原価の配分における暫定的な

会計処理を行っている。

　会社は株式取得にあたり、Rabyte Pte.Ltd.及びRabyte

Edge Pvt. Ltd.（以下、「Rabyte社」）の事業計画に基づ

く将来キャッシュ・フローを用いたディスカウント・

キャッシュ・フロー法により企業価値を算定し、株式取得

価額決定の基礎としている。

　ディスカウント・キャッシュ・フロー法で用いられる将

来キャッシュ・フローの見積りにおいては、事業計画にお

ける売上高成長率及び事業計画対象期間以降の永久成長率

を主要な仮定としている。これらの主要な仮定は、不確実

性が高く、経営者の主観的な判断を伴う。

　また、加重平均資本コストによる割引率の見積りにおい

ては、算定方法及びインプットデータの選択に当たり、高

度な専門知識を必要とする。

以上から、当監査法人は、Rabyte社の株式の取得価額の合

理性が、当連結会計年度の連結財務諸表監査において特に

重要であり、監査上の主要な検討事項の一つに該当すると

判断した。

 

　当監査法人は、Rabyte社の株式の取得価額の合理性を検

討するため、主に以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の評価

　株式の取得に関する内部統制の整備及び運用状況の有効

性を評価した。評価に当たっては、特に以下の内部統制に

焦点を当てた。

・取締役会によるRabyte社の株式価値に基づいた株式取得

価額の承認

 (2) 取得価額の合理性の評価

　株式価値算定の基礎となる事業計画及び将来キャッ

シュ・フローの主要な仮定の合理性を評価するため、主に

以下の監査手続を実施した。

・売上高成長率について、過去実績からの趨勢分析を行う

とともに、外部機関が公表している市場予測レポートを

含む利用可能な外部データと比較した。

・売上高成長率について、適切な責任者に対して質問し、

関連資料を閲覧した。

・永久成長率について、当監査法人のネットワーク・

ファームの評価の専門家を利用して外部機関が公表して

いる利用可能な外部データと比較した。

 　また、加重平均資本コストによる割引率の見積りにつ

いて、上記の評価の専門家を利用して、算定方法及びイ

ンプットデータの合理性を評価した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
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　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、伯東株式会社の2026年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、伯東株式会社が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責
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任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
※１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

     2026年６月23日

　伯東株式会社   

 取締役会　御中     

     

 　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人  

 　　　　　　　　　　東京事務所  

     

  
指定有限責任社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 神山　卓樹

     

  
指定有限責任社員

業務執行社員
公 認 会 計 士 濱田　環

     

 

 

＜財務諸表監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる伯東株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第74期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、伯東株式
会社の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。
 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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滞留在庫の評価の合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　伯東株式会社の当事業年度の貸借対照表において、棚卸

資産33,753百万円（商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯

蔵品の合計）が計上されており、総資産の27.6％を占めて

いる。【注記事項】「（重要な会計方針）３．棚卸資産の

評価基準及び評価方法」に記載のとおり、会社は、棚卸資

産に対して原価法（貸借対照表価額を収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を適用している。一定の

在庫期間を経過し、かつ、受注のない滞留在庫について

は、収益性がないものとして簿価を切り下げ、上記以外の

商品、製品、原材料については、個別に検討した販売可能

性に基づいて簿価を切り下げる方法を採用している。

　会社は、顧客企業における中長期的な生産計画を基に、

仕入先企業における生産のリードタイムとの平衡を図りな

がら商品、原材料の発注量を調整するものの、顧客企業製

品の市場における販売動向によっては会社の商品、製品の

払出しが計画どおり進捗しないことがあり、会社の商品、

製品、原材料が滞留するリスクがある。それらの滞留在庫

の販売可能性については、市場動向、顧客企業への直近の

販売実績や受注動向、今後の生産計画や受注見込みを勘案

し見積もられるため、不確実性が伴う。

以上から、当監査法人は、滞留在庫の評価の合理性が、当

事業年度の財務諸表監査において特に重要であり、「監査

上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

　連結財務諸表の監査報告書において、「伯東株式会社の

滞留在庫の評価の合理性」が監査上の主要な検討事項に該

当すると判断し、監査上の対応について記載している。

　当該記載内容は、財務諸表監査における監査上の対応と

実質的に同一の内容であることから、監査上の対応に関す

る具体的な記載を省略する。
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Rabyte Pte.Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.の株式の取得価額の合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（企業結合等関係）（取得による企業結

合） に記載のとおり、会社は、当事業年度において、

Rabyte Pte.Ltd.の株式の76％を13,556百万円で取得し、

また、Rabyte Edge Pvt. Ltd.の株式の76％を5,031百万円

で取得したことにより子会社化した。本株式取得によって

計上された関係会社株式の合計金額は18,588百万円であ

り、総資産の15.2％を占めている。

　会社は株式取得にあたり、Rabyte Pte.Ltd.及びRabyte

Edge Pvt. Ltd.（以下、「Rabyte社」）の事業計画に基づ

く将来キャッシュ・フローを用いたディスカウント・

キャッシュ・フロー法により企業価値を算定し、株式取得

価額決定の基礎としている。

　ディスカウント・キャッシュ・フロー法で用いられる将

来キャッシュ・フローの見積りにおいては、インド市場に

おける半導体・電子部品市場の成長に伴う売上高の将来予

測及び永久成長率を主要な仮定としている。これらの主要

な仮定は、不確実性が高く、経営者の主観的な判断を伴

う。

　また、加重平均資本コストによる割引率の見積りにおい

ては、算定方法及びインプットデータの選択に当たり、高

度な専門知識を必要とする。

以上から、当監査法人は、Rabyte社の株式の取得価額の合

理性が、当事業年度の財務諸表監査において特に重要であ

り、監査上の主要な検討事項の一つに該当すると判断し

た。

　連結財務諸表の監査報告書において、「Rabyte

Pte.Ltd.及びRabyte Edge Pvt. Ltd.の株式の取得価額の

合理性」が監査上の主要な検討事項に該当すると判断し、

監査上の対応について記載している。

　当該記載内容は、財務諸表監査における監査上の対応と

実質的に同一の内容であることから、監査上の対応に関す

る具体的な記載を省略する。

 

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。
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・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 
※１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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